


こヨこも、社会の移り変わりのあと納付叉ま守防災事業25年。
損害保険業界の防災事業25年をまとめてみました。

電話の普及で、火災通報手段として陳腐化した火災報知機の寄贈が

無くなったり、

救急車や交通関係車両の寄贈が増えたり

ここにも世の中の移り変わりが現われています。

昭和25年

昭和26年
消・防5自台動車 火災報知機

昭和27年 ① ir.~市

昭和28年.9台 ① 1都市

昭和29年 • 12台

昭和30年 • 15台 ①3都市

昭和31年 ・ 21台 ① 2都市

昭和32年 .34合 ① 2都市

昭和33年 • 23台 ① 1附

昭和34年 ・ 23台 ① 1都市

昭和35年 ・ 33台 ① 31:111fi 

昭和36年 • 36f; ① 2都市
無線機貯水槽

昭和37年 • 40台 ① 2r.11rfi 口Jr.lloli ~ J r.ll 市

昭和38年

＊予防時報車lj干lj

肯防火映画24年制作開始。以後毎年継続。

＊防火ポスターを50万枚。
消防庁へ寄贈。以後毎年継続。

合防災スライド制作開始。

以後毎年l本制作。

.43t; ① J r.~rfi 口Jr.Jlofi ~ J r.ll市 交通<Ji般処恩lfl

・ 48f; ① 1ルIi ~ J r.ll 市
（）用車両 ひ地げ叩

昭和39年 口Jr.~rfi 4t; パ トカー

白ハイなと

昭和40年 eso台 ①2問lrfi 口1ルIi ~ J r.Brli 0 4t; 

昭和41年 ess台 ① 2r.llrli 口1r.~di ~ 1 都市 0 2"' 

昭和42年 • 56f; ① J r.Jlrfi 口1都市 r Jr.Boti 
昭和43年 • 56f; 口Jr.Boli r Jf.B市 04台

救急車

昭和44年 • 56f; 口1川 r ir.Jlolj Q4t; +s台
昭和45年 e ?Qt' 移r動無1ル線1基1地局 ri附 0 4t; 

移ロ動フ7'＂／グス
昭和46年 • 65f; や 1r.ii.,,. 1r.6・'' ri m市 gしr::f; + 10s台

・ 61f; 
空中消火機材 回Jf.Brli r ir.ii市昭和47年 脅主婦むけ防災キャンペーン開始。

昭和48年 • 52f; 
発＠生式酸素呼吸器

昭和49年 ． 河内 1榔iii

この表には掲げでありませんが、毎年継続実

地している卒業として、都市防火講演会 （百十

318回）、防災ゼミナール（数10地区）、座談会、
防災展（毎年数回）、各位防災図3、パンフレ
y ト発行、防火委只会への~11lDtJなどがあ りま

す。なお消防fit引受けは27年から、交通iJ'lの
引受けは40年から行なって、それぞれ累計制
は4 1 7億円 、 1 03f.~円に迷しています。

r ir.iioli 0 5Q7t; + ?Of; 
以後毎年継続。
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防災言 高崎益男

防災25年

予防時報は本号で 100号になる。本誌が創刊さ

れた昭和25年は、第2次大戦の後遺症がまだはっ

きり残っていた。 しかし、戦時から続いていた統

制経済が、ようやく解消されはじめ、特需景気も

到来して、日本経済に一条の日月りがさし込んだH寺

でもあった。

出版用紙の統制が解かれたのが、この年の 1月

1日である。だから、4月1日創刊の本誌は、あた

かも用紙事情の好転を待っていたかのように、発

刊されたことになる。

日本の社会が、敗戦のショックから立直りはじ

めたとはいえ、また、防災が社会活動の法悠を支

える重要事だとしても、この時代に、予防時報の

ような防災の専門誌が出版されたことは、 mくべ
きことだったに違いない。本誌を創刊し、発行し

つづけてきた先輩たち一一寄稿者、編集者、そし

て編集者を励まし勇気づけられた愛読者など、本

誌出版にかかわったすべての人たちに、改めて深

い敬意をおぼえる。

いま、予防時報は総合防災誌であるが、創刊当

時は、火災予防の専門誌であった。当時の協会長

田中徳次郎は、発刊の辞で‘科学的火災予防対策の

三目標である「火の用心」「消防力強化」「都市不

燃化」を推進するために、火災予防運動の重要性

社団法人日本損害保険協会予防広報部長

を強調している。当時のJ惑党で、今日をみれば、

恐らく消防力の強化は相当に進んだといえるだろ

うし、都市不燃化にも目を見張るものがあるとい

えるだろう。この面では、 25年間に急速な進歩が

あったといえるだろうが、 一方過密化によって、

災害のファクターも急激に増大している。さらに、

災害の変質ということもあって、今日、防災の課

題は25年前に比べて、減るどころかますますふえ

ている。

この25年聞は、社会が大きく変ぼう。し、それに

伴って、災害も変ぼうした。本誌が、火災予防誌

から総合防災誌に変ったのも、その社会の要請と

いえるだろう。

100号記念に当って、この、変ぼうの 25年のま

とめを特集した。 もちろん、限られた紙数の中で

は、防災に関するすべてを網羅することはできな

い。テーマはかなり限定せざるを得なかった。 し

かし、この特集が、これからの防災を考える上で

大きな参考となる、有意義な企画であると信ずる

ものである。

いまや、火災予防が、火の用心、消防力強化と

都市不燃化で.IjJ.足りると考える人はいないだろう。

防災の課題さえも変ぼうすることを、 25年の歴史

は教えてくれる。防災とは何か、我々は、いま、

改めて問い直されていると考えなければならない。
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昭和25年 アルバイトサロン大阪に誕生。

昭和26年 東京に小型タクシー急増。木炭車廃止。

昭和27年 スクータ一、茶羽織流行。

昭和28年 14インチテレビ約17万円、街頭テレビ時代。

昭和29年 「お富さん」 「オーマイノ＼1＼」ヒット。吉田

内問→鳩山内問。

昭和30年電気釜発売 （東芝）家庭電化時代始まる。

昭和31年 流行語 〈太陽族〉〈ノ イローゼ〉〈一億総白痴

化〉。 籾山内閑→石橋内閣。

昭和32年 チャームスクール、 パートタイム流行。石橋

内閣→岸内問。

昭和33年 ミッチーブーム。フラフープ流行。

昭和34年 カミナリ族横行。 「黒い花びら」ヒット。

昭和35年電気冷蔵庫普及。流行語 〈三種の神様〉。岸

内問→池田内問。

昭和36年 シームレスストッキング流行。「上を向いて

歩こう」ヒット。

昭和37年 ツイスト流行。「王将」「可愛いベビー」ヒット。

昭和38年 プロパンガス利用家庭、都市ガス利用世帯を

上回る。

昭和39年 ニットウェア、ノース リープ流行。 〈ミユキ

族〉話題に。池田内閣→佐藤内閣。

昭和40年 モンキーダンス流行。ピンク映画氾濫。

昭和41年 〈ひのえうま〉で出生数前年比25%減。

昭和42年 ミニスカー卜大流行。〈フーテン族〉話題に。

昭和43年 3億円事件。「夢は夜ひらく」ヒット。

昭和44年 流行語〈アッと!J~くタメゴロー〉〈オーモーレツ〉。

昭和45年 三島由紀夫訓級事件。歩行者天国始まる。マ

キシ、ミディ流行。

昭和46年新宿京王プラザホテル （471.；皆）開業。「わたし

の城下町」ヒット。流行語〈脱サラ〉。

昭和47年連合亦軍浅間山荘事件。 「悦惚の人」ベスト

セラー。佐藤内問→田中内閣。

昭和48年 「日本沈没」ベス トセラー。スプーンまげな

ど超能力ブーム。

昭和49年 三菱重工、 三井物産燃蝉事件。ス トリーカー

出現。田中内閣→三木内問。



化学±場災害
井上勇

1 .は じめに

25年前、 1950年はなお占領下にあった。 1945年

の敗戦から 5年、混乱からようやく脱出の目安が

つきかけたとはいえ、日本が今後どんな方向に歩

み出すか、なおはかり難い時でもあった。

傾斜生産方式によって石炭・鉄鋼の復興がやや

態をなし、肥料増産が急務といわれた時期であり、

行政的にも1949年に通商産業省の設置法の決定し

た直後にあたる。

この年6月朝鮮戦争が始まり、アメリカの日本

育成策が顕著になって、 1951年の対日平和条約日

米安全保障条約によって復興路線は決定lふてくる

のである。

戦後の化学工業の画く軌跡も、国のたどった足

跡に無縁ではない。いや、むしろ国の変ぼうの一

方の主役を演じたともいえる。そのことは、閲 1

に端的に示されると思うが、この30年間を大まか

に5年ごとに区切ってみると、次のような時期に

分けられそうである。

8 

1945～50年敗戦混乱期 1960～65年成長期

1950～55年回復期 1965～70年発展期

1955～60年転換期 1970～ 反省期

すなわち、敗戦によってドン底にまで落込んだ

国力から、傾斜生産方式によって混乱から脱出し、

世界の冷戦構造が辛うじて回復 ・復興の歩！交を早

め、技術導入と石炭依存から石油依存への転換を

果して、臨海工業地帯の造成によって成長・発展

を見たが、急成長と急変ぼうによる歪みも大きく、

その是正に腐心する今日を迎えたといえる。

工業生産のこの変容の中で、災害も時勢にした

がう変遷を見せて、貴重な経験を械工Rねつつ、安

定な産業と化して行っている。

以下に時をおって、特徴的な災害をたどりつつ

回顧を試みよう。

2 安全三法

戦後いち早く労働基準法が公布され（1947年）、

翌年には消防法も成立して働く者や民生の安全の
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ための配ゅーが進められた

が、生産の場のi1U!iしはな

おしばらくは続いた。

工場復旧は無いもの尽しから始まり、入手材料

も戦時規格と称する劣悪材質のものや老朽物質が

多かった。このため、特に可搬圧力容器（ボンベ）

の利用ill乱は今日では考えられぬもので、検査も

取扱いも疎漏なため、老朽ボンベに高圧充てんをし

たり、可燃性ガスボンベに酸素や空気を圧入するな

ど乱脈による事政が頻発し、死傷者を出していた。

このill乱の風iivH立大型プラントにも及び1949年

6 ）＂］に事政が発生している。事故は食地取磁のた

めの肥料生産をJ急務とされていたアンモニア工場

に起った。原因は粘製槽と油分自佐器をつなぐ斗 ）］

継ぎ乎音IIのねじ不良で、ねじ径 ・ピッチの呉なる

ネジを無辺に締めつけていたためで、その音IIの旬J

.tJtにより合成ガスを噴出し、同時に流出した精製

憎内の鉄系触媒との娘細！による着火であった。化

者17名負f記者63名という大惨半は、当時の化学工

場がなお多くの現場作業員の手によって泌転が行

’75 

？

方

イ

ル

ン
E

Y
ク

4
日
中
置
興
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
事
依
多
尭

反
沖
岨
世
保
勿
幽
安
全
閣
生
法

’70 ’65 

展E
ベ
ト
ナ
ム
北
僧
停
止
公
害
対
策
世
標
準
法

！

四
万
ト
ン
タ
ン
カ
ー
温
水

長

新

出

地

盤

輯

幹

線

開

量

t

続
車
目
前
世
温
法

ー

液

化

石

油

ガ

ス

組

刷

T
l新
世
保
亮
輔

一換

エ

チ

レ
ン
セ
ン
タ
尭
足

一

ア
ラ
ビ
ア
油
悶
開
尭

一転

8
万
ト
ン
タ
ン
カ
ー
進
水

戸｜

石

油

化

学

工

業

曾

成

績

一

危
険
物
組
制
会

一復
朝
鮮
体
職

一国
平
和
条
約

E
Eス
取
輔
法

寸
l
刷
鮮
岨
争

一乱

通

商

産

量

宙

一

消

防

法

一抽

出

労

働

基

峨

法

寸
｜

敢

闘

一中一戦
太
平
洋
輔
争

一前
園
芸
臨
動
員
法

一戦

二
・
二
六

・ω’55 ’50 ’45 ’40 1935 

われていた放であろう。

このような高圧ガス事故の多発が1951年収行の

向圧力、ス取締法の恨幹となる法律となリ、その後、

幾多の改正を兎ねつつ化学工場の保安体制のーー本

の柱を生むことになった。

ただ、この労働者保殺、自治消防、工場保安が

各別個に法制化したギでキlHi.にかかわりの深い、そ

れ以上に総合されて考えるべき安全立法が3本建

となって今Hに至っているので、 ill乱期がなお尾

を’；1いている点、大いに反省の姿があろう。

ひところ、戦後強くなったものは女性と靴下と

いわれ、ナイロンの普及は温化ビニルと共に復興

の先駆をしている。国内技術がその水準を保って

いた放であるが、そのナイロン原料製iliプラント

で1952年12月思わぬ災害が発生している。

9 

復興の犠牲3 
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シクロヘキサノンのオキシム化工程でラクタム

廃液槽が大爆発を起し、 22名の死者を出す惨事と

なった。廃液中の硫酸アンモニウム、硝酸アンモニ

ウム混合塩の硝酷アンモニウムが濃縮され、残留

有機物と混合して爆磁に至ったものである。

硝酸アンモニウムの爆発は高波j支・乾燥状態で

は有名な Oppauの大爆発をはじめ経験もあったが、

この事故の場合の濃縮率と水分の存在下で爆践に

至るかは事故後日本およびアメリカで綿密に検討

され、有機不純物の存在では燥轟もあり得ると結

論された。不幸な事故ではあっても、その後の災

害防止のために詳細な調査を行p検討を進めた好

例である。

4 危険物規制

上例が副産物の物性検討の及ばない事故例とす

れば、消防対策の不備に警鐘となったのは1954年

10月の四日市における 8,000 Id原油タ ンクの火災

である。張込中の原油iJ.U交が高いため蒸気が多量

に流出して外部の火気で着火、次々と 4基が炎上

した。当時は貯捕に有効な消火設備もなく、冷却

設備ももちろん無いため、火災対策は拡大を防ぐ

のみで、消火剤の備蓄もなく、東京 ・大阪から薬

剤を送り、救援に馳けつけるなどして43時間かか

つて鎮火、工場の30%余を焼き尽す大損害となった。

この火災は、 一般に液体燃料火災への関心を高

め、石油精製工場の消火対策を促すことになった。

災害の教訓を生かし、より高度に安全を確保する

ように、賢明になることが事故の成果でなければ

ならない。

この年に危険物の規制に関する政令が公布され、

消防技術に一つの基準が生れて来た。上述の事故

に対しては遅きに失した感がないともいえないが、

以来、危険性を持つ物質に関する関心は一段と高

まり安全対策も逐次整備が進むことになる。

5 石油化学への移行

石油化学工業育成策が決定されたのは1955年で

あるが、この当時は石炭化学技術振興慾談会も閉

じころに発足させ、なお原料として石炭 ・石油の

10 

両建が考えられ、燃料としても重油の消費規制な

どによって火力発電の石炭依存を助けていた。

しかし、大勢は順次石油に転換をはじめ、石炭

の斜陽化による労働不安とそれによる供給の不安

定は、その傾向を強めて、 1961年国内石炭産出量

のピーク時に、すでにそれと同量のエネルギーが

国外から輸入されている状態で、以後急迷に石油

依存に移行’している。

この石油への転換期は、化学工業にも大きな変

容を示す時期で、石油化学指向が顕在化、多様な

誘導品に取組み、パッチプロセスから連続プロ勺

スヘ、単独プラントから集約化ヘ、コンビナート

へと動きはじめ、多数の導入技術が根づいてその

成果を示す時期である。

初期の1955年ごろは設計不備、操作不良、整備・

保守不足等による溢流・漏洩のような事故、いわ

ば単純な、あるいは未熟事故が目立つが、後期にな

ると比較的安定してくる。

技術的に注目する災害は、 1959年 7月水素精製

装置に起っている。すなわち、 水素ガス精製用の

液体窒素洗浄装置のー120・～160・C の低出熱交換

器で爆発が起り火炎を噴出、周辺の保冷材に着火

くすぶり続けるため消火作業に手間取っているう

ち約2時間後に大爆発を起し、消火作業中の消防

隊員に多数の死傷者を出した。

原因調査の結果、最初の爆発は組製水素ガス中

に含まれる彼t量のアセチレン、シクロペンタジエン、

ブタジエン等が同じく微量に含まれる窒素酸化物

(NO, N02など）と反応し、低温でのみ存在する不

安定な爆発性化合物を生成し、これが蓄積して爆

発したものである。第2の爆発は、周囲の低泌保

冷材（温度－192℃）に空気が浸入し一部液化して

高濃度酸素液体となり、保冷材と合せて爆発物と

なり、また一部漏洩した水素も爆発性混合物を造

ったものと見られる。

化学工場の災害は、プラントが高度化する稜多

くの危険が潜み恩わぬ災害を惹起する。この事故

と同様な事故が同時期にオランダでも起っており、

細心の上にも細心の検討を要することが知られ、

安全工学ないし防災化学という分野の研究の必要

が痛感された。

なお、工場災害と消防活動を考えるためにも、



この災害は大きな問題を投げかけ、工場や倉庫の

火災時の危険状況をどのように把握し対応するか

はなお解決し難し、難問となり、その後にも品川の

倉庫火災の爆発、 1969年 1月に起ったニッケルカ

ーボニル中毒など、思わぬ被災を生んでいること

は忘れられない。

6 液化石油ガスの進出

1958年 2月本邦初のエチレンセンターが発足し、

いよいよ石油化学時代が明け始めた。この年から

10年間のエチレン生産の足取りを図 2に示すが、

いかに急速に伸長したかが読み取れる。現在エチ

レンセンターは30万 tプラントが単位であり、発足

当時の 1万～ 3万 tに比して、プラントの拡大と

それに伴う危険集中度、それの安全操業を思うと

技術の長足の進歩に思いを新たにするものがある。

これを可能にしたのは、日本全般の科学技術水

準の向上であるが、なかんずく低温技術の確立と

制御システムの進歩が挙げられる。それと共に災

害防止技術が学界 ・業界に一分野をつくるように

なり、日本化学会は昭和31年防災化学委員会を設

けて化学物質による災害防止の啓蒙に努め、昭和

36年には安全工学協会も発足し、研究者 ・技術者

の集団が形成された。

高庄ガス取締法も1961年には大改正を行い、改

めて高圧ガス保安協会を設け業界の自主的な保安

との取組みを促し、また液化石油ガス規則などに

より、石油化学工業の発展に備える態勢を作った。

この時期の初期には、装置と作業者の不整合に

起因すると見られる災害が目につく。例えば、 1959

年12月アセチレシタンクのパージに空気を用いて

爆発させた、 1960年11月酢酸エチルをタンクに移

液中空気混合し爆発させた、 1961年 8月塩化ビニ

ル重合槽を取違えパルプを聞きガスを流出爆発さ

せた、 1962年9月メラミン合成樽の反応未了の中に

蓋を聞いた、1964年 4月塩化ピニル重合器の内容

ガスのパージを忘れてマンホールを聞いた、など教育

訓練の不足、大きくいって管理不良事故が見られる。

一方1962年 9月酢酷ビニルモノマーの異常重合、

1962年10月ジヒドロ酢酸ソーダの異常重合、 1964

年6月プロビレンオキシドの異常反応、 1964年6月

予防時報官．＠

図2 初期10年のエチレンなどの生産繍
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エチレンの異常重合など、ポリマ一生成反応部にお

ける呉常反応が頻発し、技術的な解明が迫られた。

ポリマ一生成反応部はプラントの心臓部であり

高度の企業秘密に属するものが多く、導入技術や

外資の関係から事故原因の調査には多くの困難が

付きまとい、この時期のものには公開に至らなか

ったものが多い。関係者間で綿密な検討の上対策

が進められた。現在の公間報告と比べてわずかの

間に災害への関心の持ち方の変化を感じる。

7 災害の多様化

図1、図2のいずれによっても、この成長期に石

油、石油化学製品のlfx扱量が著増したことが読取

れるが、それにつれて周辺の化学工業が変ぼうし

石油依存が進む。その状況は図3に明らかである。

このため、石油類の流送・移送が多く、その聞に

静t丘公発生による火花を着火源とする災害が大き

くクローズアップされる。その著しい例は1960年

1月から61年3月の約1か年の聞に、タンクローリ

の静電気発災がBf牛も数えられている。いずれも、

前日ガソリンを輸送し翌日灯油の強込中の発災で
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化学lE品の石油化学への依存度

純引り
一参
動
物
ぬ
〉
なかったためか、主要機器の損傷は比較的少なか

ったが、地盤不良と忠わぬ長周期振動のため、

ンク被災が顕著な特徴となった。

軟弱地盤と流砂現象による機器、とくにタンク

の不等沈下は、配管の切換 ・タンク底板の亀裂な

どを生じ燃料の流出となり 、地盤沈下でいわゆる

ゼロメートル地帯となっていた工場敷地は浸水し

て流出油の拡大となった。

不幸にして着火した工場は焼損し民家にも一部

延焼し、着火しなかった場合も重油等による広域

の汚染となった。タンクは防油堤で囲われていた

が、ブロック積などぜい弱なものも多く、J荒出油
の拡大を｜坊げなかった。

長周期振動はそれと共娠したタンク内液の揺動

となり、いわゆるスロッシングによって天械を破

って溢流した。もっとも安全性の高いといわれて

いた浮屋恨タンクも、スロッシングにより屋艇もろ

とも揺動し、溢流した原油はタンク側壁と衝突した

浮屋根によって着火され地震直後に火災となった。

固定式泡消火設備はきだ備されていたが、地震に

よる配管のおi傷 ・ポンプ室の被災によって役に立

たず、防災設備の安定性の見直しが痛感された。

1968年の十勝沖地袋も新潟地震の教訓を裏付け

る被災様相を示し、 j中干1＇！層地盤上のプラントにこ

れら地震を上廻る関東地震なみの激震が製えば税

状の耐震設計では化学工場災害を免れることはで

きないことカf明らかになってきた。

このことは、海外のサンフェルナンド地良 ・ニ

カラガ地震の災害発生からも予想され、加えるに

地球科学の進歩により日本周辺の地震エネルギー

の蓄積状況は次第に明確にされ、化学工場は地Jl{

対策に真剣に取組むことになってくる。

タ

ある。静電気事故は多く

の警告があるにかかわら

ずこのような多発を示す

のは、現場末端まで安全

意識を徹底させることの

困難さが痛感される。

工場での災害ではない

が、 1962年11月の京浜運

河における宗像丸の衝突

炎上事故は、成長に伴う

液体可燃物の大量輸送時の海難として、深く考え

させられるものであった。

この時期の象徴的な事故に無水フタル酸工場の

災害がある。1955～1965年に20件の事故があるが、

そのうち1961～1963年の3年間に13件が集中している。

無水フタル酸は合成樹脂、合成繊維、可塑剤な

どの原料として需要多く、初期には石炭化学製品

であるナフタレ ンの高i:.. tにおける部分酸化によっ

て作られた。操業のいずれの部分も日ii.. t下の酸化

反応を中心として組上げられているから、間変化反

応危険をはじめ、容易に分解発火しやすい金属塩

の生成、昇華などによる粉じんの爆発危険、さら

に高尚熱媒体として硝酸温を用いるなど、 至る所

に各種の危険が潜み、反応f曲、蒸発様、脱水釜、結

品機、捕築塔など各部で発災し、化学工場の事政

の多くのモデルを示したといえるほどのものである。

工場災害は高価な試行錯誤の反覆ともいえる。

純
計
川
容
院
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日
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）
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図3

1962年の新産業都市建設促進法に沿って各地方

自治体は工業誘致策をたて、と くに臨海工業団地

の計画が進み、日本の産業は60年代後半の臨進の

基を作って行く。この時代はプラントの合型化が

とくに追及され、述続繰業、インテグレーションシ

ステムが作られ、 言十器操業 ・自動制御プラントが

逐次進行を始める。

この時期に新鋭石油精製工場を襲ったのが、 19

64年 6月の新潟地様である。

新潟地震で被災した石油精製工場は、古い型式

のプラントと当時の技術の粋を集めたインテグレー

トプラントであった。地袋加iiliJ支がそれほど大で
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9 公害問題

日本は戦後苔予防、的な復興 ・発展をとげ、いつか

経済大国と呼ばれる国になった。工業生産は各部

門で世界の1・2位を争い、国民総生産もアメリカ

に次ぐ大をなした。化学工業もその中の主役とし

て、石油精製・石油化学・合成樹脂・合成繊維等々

大飛躍を誇って、その製品は海外に進出して来た。

しかし、狭い国土しかも平地の少ない島国で、

この急速な発展を果したため、過密化しすこ都市と

それに混在する工場群や輸入原料に依存するため、

必然的に臨港地帯を望まれ、広大な海浜は工業団

地 ・コンビナートとして変ぼうし、そこでの生産

に伴う廃棄物は、環境汚染という大問題を発生す

ることになった。

いわゆる公害問題で、痛切に化学工場の反省を’

求められる時期が到来した。化学工場災害は、か

つては事故によって化学工場自身の被災の域に納

まっていたが、化学災害の概念を拡張して、化学

工場の生産活動に伴う多くの他者被害につい考慮

する必要が生れてきて、恒久的安全策を樹立して

安定な社会をつくるよう企業経営を考え直す必要

がある。

環境汚染をここで取上げる余裕はないが、狭義

の災害防止についても危険性物質の取扱量の増加

と集積密度の増大は、災害エネルギーを強大なも

のとし、発災時の影響範囲ははなはだ大きくなる。

コンビナートが確立するにつれて、防災システ

ムを整備するニとが必要になり、必然的に災害予

測と災害評価の手法の開発が重要課題となってい

る。化学工場災害は改めて工学的処理に向！，）合っ

たといえる。これは！日未の単なる事故原因解析で

なく被災の立場からの評価を要求される。反省期

の抱えた重要課題である。

10 コンビナート事故

60年代後半から70年代に入って、化学工場災害

は社会的に公害問題に集中され、汚染源としての

化学企業はその対策に技術を注入する比率が増し

ていた。その聞も工場災害は生じているが、その

問題把握はなお旧来の考え方が支配的であった。

予防時d・e
しかし、 1973年 7月以来12月まで新聞記事とな

った事故は20件を紐え、コンビナー卜周辺の住民を

不安に陥れ、 一部被害を生むに至って前述の考え

方による安全対策の必要が叫ばれ、通産省は審議

進行中の高圧ガス審議会にさらにコンビナート保

安分科会も設けて、石油化学工場を主とする高圧

ガス施設の安全対策を強め、 1974年 7月今後の保

安行政の在り方の答申を受領し、早急な実施の行

動に入った。

化学工場は多くの苦い被災経験の中から安全対

策をつくり、最近の制御方式の進歩により、その

操業システムははなはだ信頼性の高い安定なもの

となって来ている。にもかかわらず事故が跡を絶

たないのは災害現象は一種の確率事象であり、と

くに人という制御し切れない複雑な因子をシステ

ムに抱える｜浪り、突発的な発災の可能性を栂絶す

ることはできない。

ここに災害事例を管理面 ・反応面からのみでな

く被災事象として捕え、災害予il11J・評価の技術に生

かす必要があり、より積極的に大規模実験によって

災害現象を科学的視野の下に整理する必要がある。

その点で、本年10月通産省がコンビナー ト各社

の協力の下に行ったエチレンの拡散 ・フラッシュ

着火（ファイヤボールをつくる ）・爆磁および消火

実験は時宜を得たもので、その解析結果を待たれ

るものである。

11 一つの問題

最後に化学工場災害にまつわる複雑な諜題の例

示をしよう。

化学工場の加熱方式に、直火加熱 ・蒸気加熱と

並んで熱媒体加熱が多用される。無水フタル酷の

例ほ前述したが、それ程の高il.tを要しない場合、

いわゆるダウサムボイラーが多用された。ダウサ

ムオイルあるいはをの類似媒体は可燃性液体が多

く、加熱・循環時の漏油・噴出などで工場災害を起

す例が見られた。

この災害はPc Bが熱媒体として登場するにお
よんで、ほとんど後を絵ち、その良好な物性の故

にほとんどがPc Bに切換えられて来た。工場災
害防止の立場からは顕著な事蹟といえる。
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ところが、不幸にして周知のカネミ油症事件が

1968年に突発し、またあまりにも安定なために環

境での蓄積が問題となり、優良物質は一度に凶悪

物質視され、油症事件の故か日本では製造利用の

全面禁止の処置が取られ、回収無害化すべきこと

が定められた。

熱媒体のみでなく、電気的性質の優れていたこ

とからすべてがPc B入りとなっていたト ランス
コンデンサも順次油入りに変更されることになる。

化学工場は、再び熱媒体事故と油入りトラ ンス

の発災危険に立向わなければならない。しかも、加

熱操作もさることながら、今日の化学プラントの

電源事故は、その波及効果は測り難いものがある。

電源部発災確率の増加は化学工場の防災態勢に多

大の影響を与える。工場ではないが、高層ビル・

百貨店 ・ホテル等の地下ト ランスが油火災を起し

たと想定すればりつ然たらざるを得ない。

災害予測 ・評価は定量的な課題のみでなく、質

的にはなはだ複雑なシステムの解析も必要とする。

日本の工業はこのような点で、災害に対する巨 、

大システム解明の役を負うまでに発展してきたの

が現段階といえよう。

12 おわりに

化学工場災害25年と題しながら、災害統計を一

つも載せない体裁を取った。戦後日本の軌跡とそ

の中での化学災害について筆者なりのまとめを試

みたが、独善の判断も多いと思われる。大方の待JI

寛容をこいたい。

（し、のうえ いさむ）

井上 勇 教授の御冥福を祈って

早稲田大学理工学部教授井主勇先生には、

本稿を脱稿されました直後の昭和49年11月20

日急性肺炎のため、逝去されました。突然の

言卜報に接し、我々は日佐々驚くばかりで言葉も

ありませんが、はからずも本稿が先生の御絶

筆となりましたことを思いますとき、この御

執筆が御病状に何らかの影響をもたらしたの

ではないかと案じ、話賓の念にかられる思い

でございます。ここに編集委員一向、御生前

の御協力に対し深い感謝を捧げますと共に心

から哀悼の意を表する次第であります。

井上教授は昭和15年に早稲田大学理工学部

を卒業され、引続き母校で教育 ・研究に従事

されましたが、その問、つとに産業災害の重

要性に着目されて、戦後の防災 ・安全という

学問分野の確立と発展に多大の業蹟を残され

ました。術l遺稿となりました本稿からも知ら

れますように、先生の視野の広い、また厳正

で片寄らない御見解は、判断の難しいこの分

野の問題の処置および方向付に、指導的な役

14 

訓を果されたものということができます。そ

れゆえに、その温厚な御人柄と相まって最近

は、政府機関や諸学会の多くの審議会や委員

会に関係されることが多く、各方面の大きtJ
期待のもとに多忙な日 々を送っていられたと

聞いております。

考えてみますと、防災 ・安全の分野はまだ

まだ難問が山積し、今後これらを解決してい

かなくてはならない時期に先生を失いました

ことは、同じ分野で仕事をして居ります我々

のみならず、広く我国にとりましでも、誠に

痛恨のことといわねばなりません。今後、先

生の御薫陶にたいして、我々は微力ながら災

害の防止に全力を尽す所存でおりますが、本

御遺稿はそのための貴重な指針となることを

信じて疑いません。そしてまた、そのような

努力こそが先生への最大の御供養であると感

ずる次第であります。

謹んで先生の御冥福をお祈り申上げます。

昭和49年11月23日 編集委員一同
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戦前からの概観

我国の打Iii!』は従来から木ili家屋で構成されてい

たため、市街地を広く焼尽す大火が絶えなかった。

そこで不燃化都市の建設が長い間H昌えられてきた。

戦前には｜耐火.ii!tの建築に対し固から補助金が支給

されたこともあったが、この市街地のl耐火建築化

はU年河村与を待つに等しい情勢だった。ここにお

いて次善策とし、延焼の緩焼化の効果を期待して

純木造を防火木造とする方策の提唱があり、防空

建築規則の制定ともなり、また防空防火上からも

防火改修が企てられてきたのだが、これらがきわ

めてわずかな部分でしかなかったために第2次世

界大戦による空襲で効果も発鐸で、きず、我園都市

の多くの市街地が灰じんとなった。その数は160./:'i日

市以上という。

戦後、多くの国民が住う家を失ったので、まず

住う家屋が必要だった。そこで灰じん化した市街地

にいわゆるバラックが建ち始めた。そして国民が

敗戦による虚脱から徐々に立直るとともに、一部街

区の改造も行われ、バラック建てが防火木造に変

っていった。そして経済の成長期を迎えるとともに、

ビルの建設も次第に盛んとなり、大都市では今日

みられる市街中心地の景観を呈するようになった。

消防機関も空襲による火災に対しはげしい戦い

が終り、終戦とともに虚脱化したが、昭和23年に

消防組織法、消防法の公布・実地に基づいて響察

予防輔官・＠
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えるのだが。

また火災調査が行届くようになれば、同様に焼

損面積も多くなるはずと考えるが、一方には多少

とも少なくあってほしいという考えが腹の底にあ

ることも見逃せない。 しかしながら、いろいろと

誤差はあるものとしても、全体的な傾向を知るこ

それ以来、質量ともに次

全国的に面白を整

機構から離れて独立し、

第に変ぼうして発展、拡大し、

えるようになった。

火災の変遷

とはできるのである。

もっとも顕著な変化のみられるのは、大火の減

少である。消防白書に記載されている大火の焼損

棟数により、これを図示した．のが第包囲である。

終戦直後より昭和25年ごろまで、とくに全国各地

に大火が頻発し、昭和27年の鳥取市の大火、 29年

の北海道岩内町の大火など最大級の規模のものが

おき、これらがピークを示し、昭和30年の新潟市、

31年の能代市、大館市、魚津市などの10万m＇をこ

える焼損面積の大火が相続いで起きた。 これを境

に10万m＇をこえる規模の大火は起きず、昭和 40年

前後から次第に大火といわれるものが後をたつよ

大火の減少

うになった。

これは当然2つの理由による。 1つには建物の

耐火・防火造が多くなってきて、都市防火上大き

な役割を果したこと、 2つには全国的に消防機関

が整備され、充実してきたこと、による。今日に

錬2図
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まず全国の火災の変遷をみることにしよう。第

1図に示したとおりで、終戦直後より火災の発生

件数は地加の一途をたどっているが、建物の火災

件数だけをみると、その培加の傾向は少ない。こ

れに対し建物火災における焼損面積は昭和34年度

までは減少をみており、それより一時わずかに増

加し、その後はった体横ぱいの傾向を続けている。

すなわち建物火災 1件あたりの焼損面積は減少の

傾向にあるということになる。 ここで注意しなけ

ればならないのは、火災の発生をキャッチし、こ

れを調査して中央機関の消防庁に報告するのは現

地の消防機関の義務になっている。公設消防機関

のない所は、消防活動は消防団に依存し、消防事務

をつかさどるのは町村役場の係員である。要する

に公設消防ができて、受入れ機関が繋備されると、

その地域の火災件数が増加するという傾向をみる。

建物火災件数に対し、それ以外の火災が多くなっ

ている理由には、自動車火災などが多くなるとこ

ろによることが大きいはずだが、いま述べた受入

れ側のほうの問題も多少かかわりがあるように息
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おいても、 2ケタ代の焼 第 1褒

発生年月日 建物名 死者 傷者 焼m面積 備考 （発生時、場所）

昭如

7. 12. 16 東京 白木屋百貨店 14 25 13, 140 営業時売場から

33. 2. 1 ’階 東京宝塚劇場 3 33 3, 719 l羽減中舞台から
38. 8. 22 ． 西武百貨店 7 11 10, 250 休日

39. 2. 13 ，， 松屋百貨店 2 3,862 休日（増築工事中）

40. 4. 10 t陣 東急会館 18 2, 754 新築工事中

• 10. 1 滋賀県庁 3 10 151 執務時ダクトスペースから

4.1. 1. 9 川崎市金井ビル 12 691 閉店後キャバレー更衣室から

煩棟数の火災はときどき

聞かれる。都市の繁華街

は以前にも増して建物の

過密状態を呈している場

所があり、組造の木造家

屋の少なくないところか

ら運悪く火を発すると、

火災が広がりやすい。こ

れに対し現在の消防カの

充実がものをいって、以

前のような大火といわれ

る規模にまで火災を大き

くしていないカ人 2ケタ

代の焼損棟が数えられそ

うな危険区域はまだ至る

所に存在する。

" 3. 11 水上温泉菊富士ホテル 30 1,650 深夜警備員室から

42. 2. 28 東大阪市石切ヘルスセンター 1 6,817 営業時演芸場内から

• 4. 5 京都国際ホテル 12 262 昼間ダストシュー卜から

43. 2. 25 務河原極泉大伊豆ホテル 2 40 1,200 早朝ボイラ一室から

" 11. 2 有馬温泉池の坊満月城ホテル 30 44 6,950 夜間サービスルームから

44. 2. 6 磐悌熱海温泉磐光ホテル 31 38 15, 511 夜間大広間の役室から

N }}. 27 別府温泉鶴見聞ホテル 2 2 910 昼間大広l聞から
45. 9. 10 宇都宮市福田屋百貨店 2 12, 900 夜間地改築工事中地階から

• 12. 26 水戸市中央ビル 2 18 1,194 昼間地階飲食店から

46. 5. 12 千葉市田畑百貨店 I 9,380 夜間付属小屋から

47. 2. 25 白浜惰温泉槽グランドホテル 3 6 11, 120 深夜調理場から

• 5. 13 大阪市子日デパート 118 54 8,800 夜間先場から

48. 3. 8 北九州市済生会病院 13 3 888 夜間診療室から
大地震発生の69周年数

から関東大震災後50年を

へて、東京など大都市に

地震による大火災対策が

• 6.18 釧路市オリエンタルホテル 2 27 868 深夜ロビー一隅から

• 9. 25 高槻市西武ショピングセンター 6 3 28, 679 新築工事中夜間地階から

• 11. 29 熊本市大洋デパート

49. 2. 17 神戸市神戸デパート

やかましくなっている。

東京などドーナツ現象といわれる過密な木造住宅

街が中心地を離れて存在している。大都市形成の

1つの傾向であろうが、こういうところに同時多

発的な火災が発生した場合、地震に伴う多くの地

物の破壊から 人心の混乱を起しかねない状況下

にあって、消防カが十分対応できるかなど、今臼

も多く課題をもっているのが現実である。

耐火構造建物の増加とその火災

火災の変遷をみると、大火の終息の傾向がみら

れるころより、世間の注目を浴びるようないわゆ

るビル火災が起き始め、これまでの木造家屋の火

災にはみられなかった多数の死傷者がでるに至っ

た。その報道されて著名なピル火災となったもの

を第 1表に掲げた。

これをみると、始めは東京に問題となる火災が

相続いて起き、その後は東京以外の地方に続いて

起き、今日に至っているのが分る。やはり耐火造

建物の建設・発展は大都市から始まり、中都市へ

104 125 13, 587 営業時階段から

I 7,090 夜間1階売場から

と及んでいくのであろう。東京がその大都市を代

表し、火災の面でもこれを示しているということ

だろうか。

ともかく、耐火造建物の増加に伴って、その火

災発生も多くなるだろうということは一般に予測

されるところである。その耐火造建物の建設が急

ピッチで進められてきたのを、我々は目を見張っ

てきた。その状況を浜田博士はその著書、都市の

防火蓄積砂に第3図.4図として示されている。

着工建築床面積が、非木造の占める割合を不燃化

率として示すと、年々増加して昭和38年には50%

をこえ、昭和39年には55%にも達したという。昭

和30年を過ぎ、 33年前後から経済成長期となり、

これに伴って耐火造建物の建設が伸びてきた。昭

和38年には東京で世界オリンピックが開催された

が、これを契機として超高層建築の建設が始まる

ことになり、耐火造建物の建設も全般的にすばら

しい急増をたどり、ここ数年来の状況はただ目を

見はるばかりだった。

17 
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ピル火災の傾向

耐火建築は地震や火災に対しても安全であると

宣伝され、その普及に努められてきたのだが、そ

れが予期しないような火災事故が発生しはじめた

のは近年のことである。その防火対策も次々に構

じられてきたのだが、 建物の複雑化、巨大化など

により異常な事故の現象が現れてきた。そのあと

の概況をたどってみる。

昭和33年に東京宝塚劇場に火災が起き、これが

18 

契機となって難燃材料の出現をみるようになった

が、それより前に劇場・映画館の火災が相続いで

起きている。すなわち、昭和26年に上野公園都民

劇場、28年に丸ノ内スバル座（木造）と丸ノ内有楽

峰、31年に神田共立講堂、32年に明治座などが焼

け、大阪OS劇場の火災は29年であった。

まず戦後のビル火災は劇場関係のものから始ま

った。終戦直後リンゴの歌が大流行したように

国民が敗戦による混乱 ・虚脱から立直るため娯楽

の映画や演劇が観迎されたということだろうが、

どこの劇場も疲況を呈した。

昭和41年に水上温泉菊富士ホテルの火災で30名

の死者がでるにおよび、世間では宿泊施設を注視

するところとなったが、 43年には有馬温泉の池の

坊i筒月城ホテルの火災で30名、翌44年には磐梯熱

海温泉の磐光ホテルの火災で31名の死者が生ずる

におよび、ホテル火災での死者は30名という ジン

クスまでかつぐようになったものだった。その聞

にも京都の国際ホテル、湯河原温泉の大伊豆ホテ

ルの火災など多くの死傷者がでている。これとい

うのも、国民生活が経済的に次第に安定し、余裕

ができるようになって、観光 とか、レジャーといっ

て旅行が盛んになってきた。観光地の旅館砂どは

これに応ずるため、増改築に努力して近代化を図り、

さらに耐火造の大きなホテルの新築なども進んでき

たが、建物の防火対策、防火管理がそれに伴わな

いすきを突かれて惨事を起したという状態である。

その後もホテル火災は起きているが、しかし、

これに代って世間の注目を浴びるようになったの

は巨大な百貨店の火災である。忘れることのでき

ない火災として、昭和 7年に起きた東京の白木屋

百貨店火災がある。これが近代のピル火災の始ま

りともいえる。戦後から全国の各地にいろいろと

百貨店に火災は起きているが、昭和38年に西武百

貨店、翌39年に松屋百貨店と東京の大百貨店が火

災を起こした。西武の場合7名の死者をだしたが、

損傷商品の廉売が行われるとして、客が殺到する

などし、まだよそ事のようにみられていた。それ

が45年に宇都宮市の福田百貨店、46年には千葉市

の田畑百貨店が火災となり 、消火に17時間余を要

し、これまでの最長時間だなどと報道された。翌

47年に大阪千日デパートから火を発し、死者118名



を数えるにおよび、世間はがく然とした。さらに48

年には熊本市の大洋デパートで営業中に火災がおき、

従業員やお客が 104名死亡するにおよび、驚きの

頂点に達した。 それにより精粗さまざまな対策論

がでてきて、騒然といった観を呈した。 そして高

槻市の西武ショッピングセンタ一、神戸デパート

など巨大な百貨店火災が現れ、ここ数年来百貨店

火災で話題が占められるようになった。

ところで昭和48年11月に福岡県の住宅公団自の

里団地のアパー トと松山市御幸マンションとでプ

ロパンの爆発火災が続いて起き、前者が托者2名、

傷者8名、後者が数名以上の傷者をだして、世間

の注目を集めることになった。アパート ・マンショ

ンなどの建設は最近ブームの状況を呈してきた。

やはり火災の発生も多く、プロパンの爆発火災も

すでに以前から多発してお り、幾多の死傷者がで

ているのだが。 ここに至って問題視されるように

なった。これからも世間を篤かすような爆発火災

も起きることだろうから、今後の火災に関する話

題の 1つになるだろう。

消防力の整備

このようにみてくるとき、火災も時々の社会情

勢を反映するところがあるとみられる。 その社会

の進展に消防力も遅れをとれない。その消防力整
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備の努力のあとを、消防白書によって全国におけ

る消防車両の保有台数の変遷で示してみると、第

5図のとおりである。やはり特殊車両を代表する

はしご車や化学消防車が普通の消防ポンプ車と同

様にかなり増加しているのが分る。これは国の施

策に基づくところが大きいはずだが、またピル火

災や化学工場火災の多発により消防機材の整備に

対する国民の理解が得られるようになったことも

評価しなければならないだろう。 しかし、建物の

高層化、巨大化そして使途の複雑化に対し、火災

の場合どのように対応するか、大きな課題として

残されている。高槻市の西武ショッピングセンター

は地下1階地上6階建、延べ面積59,145m＇という

巨大な建物、これが火災となって消火に20時間を

要したといい、神戸デパートの場合は19時間余を

要したといって世間の批判を浴びたようであるが。

百貨店を代表してみても、火災発生時刻などによ

り多彩な条件のi!i!いがあり、 1度燃上るようなこ

とになると、建物の構造などによってただ事では

なくなる。 その対応策を大胆にたて実行できるよ

う多くの支持を得るように努めておくこ とが必要

だろう。そこに手抜りはないよう工夫されている

はずである。現実に レンジヤ一部隊というのが全

国の中小都市の消防にまで組織され、訓練が積重

ねられている。またビル火災で多くの死傷者がで

るにおよび、人命の安全がやかましくなったが、

これについて消防の商からみれば、昭和10年に東

京消防庁（当時は警視庁消防部）にあって専任救

助隊というのが作られた。 これは白木屋百貨店火

災のあとである。建築のほうでも特殊建築物規則

が施行され、百貨店などの規制が厳になった。 こ

の救助隊はポンプ車隊員によるものだったが、昭

和12年には別動隊として編成されるようになった。

それが戦中・戦後をへて近代消防への衣替えによ

り昭和30年には人命救助隊が再編され、現場で活

躍しだした。要するに世論に先駆けて人命保護へ

の努力を実施してきたわけで、ビルの高層、巨大

化に伴いレンジャー部隊へと発展してきた。今日

の諸ピルの状況をみるとき、これに対応するのは

生やさしいことではないが、現場部隊に期待しな

ければならない。

（っかもと こういち／日本大学教授）
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警察当局に「対面交通」 を考慮してみてはの示唆

が行われた。いろいろ検討の結果、採用に踏切っ

たのである。同時に車の右側通行の切替えには車 、

の出入口の構造の変更や諸施設の改造などで、「天

文学的数字の金額」を必要とする・ことで、車はそ

のまま左とし、人は右側に切替えることになった

のである。当時の車の保有台数は31万2千台、現

在は 1年間にその 9倍の車両が増加していること

を思えばさらに今昔の感がある。

昭和25年ごろに皇居前に全国で初めて白線のペ

イントが道路に塗られた。閉じ年にロンドンでは

数年の実験の後にしま模様のゼブラゾーンの横断

歩道が現出した。（注：ロンドンでは1934年、昭和9

年に今日の横断歩道が設けられ、横断歩道の存在

を示すビーコンが設けられている）

国が道路の建設や維持管理に乗り出したのは昭

和29年のガソリン税導入に始まる。それまでは地

方公共団体が道路を建設していた。わずかに昭和

6年に国が行っているが、これは失業救済事業の

ためであった。昭和31年 5月名神高速道路の建設

調査にきたワトキンス調査団長が、「日本には道

路予定地はあっても道路はなしり、「日本の道路は

信じ難いほど悪い。工業国と して、これほど完全

にその道路網を閑却してきた国は世界中で日本の

ほかにはない」「道路網の閑却は、日本経済に重

車社会のか9み
冨永誠美

陸上交通の4半世紀を回顧すれば、まさに隔世

の感を深くする。昭和24年といえば第 2次大戦後

の傷はなおいえず、道路交通取締法は昭和22年に

制定されたが、街にはドアがガタビシャで縛って

走っている車も散見されていた。占領軍により乗

用車の生産はまだ認められていなかった。

昭和24年11月 1日に「対面交通」が実施され、

昭和25年戦後の交通安全運動が始まる。対面交通

については、道路交通法は左側通行を規定してい

たが、昭和23年に連合軍司令部から非公式な形で
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い負担を課している・・・」と言ったのはこのころである。

昭和30年に自動車損害賠償法が制定され、我国

はよ うやくモータリ ゼーション時代を迎えようと

していた。

予防時報官．＠

超えている。例えば新長期経済計画においては、

昭和31年度 目万 3千台(171万 8千台）昭和37年度

199万台（519万台）、国民所得倍増計画においては

昭和33年度 124万2千台（233万台）昭和45年度573

万 7千台（1858万 6千台）。

モータリゼーション時代に突入 ー（注：カッコ内の数字は現実の保有台数である）

我国のモータリゼーション時代は昭和30年代に

なって本格化した。 ヨーロ ッパで80年前に発明さ

れたガソリン自動車は、アメリカで大量生産によ

．って開花した。職業運転者か富豪の所有物であっ

たものが、庶民のものとなったのである。第二次

大戦後、月収で自動車が買えるようになって、ヨ

ーロッパにモータリゼーションの波が入り、我国

は少し遅れて昭和30年代となったのである。今や

自由圏に接している共産圏諸国にもモータリゼー

ションの波がとうとうと押寄せているのである。

交通問題が社会問題となったのは昭和33年に起っ

た神風タクシーからであるといって過言ではない。

ついで1960年代に入り、池田内閣の所得f音増の

高度成長を反映して、車は急激に増加 し、 5年間に

2倍に達するという世界でも比を見ない急上昇ぷ

りとなった。

事実、自動車保有台数の予想、を現実がはるかに

第2褒交通事故の雄移

年 jjlj ｛牛 数 世E 者 ti長 者 自動単台数

It 人 人 ム’E 
24 25, 113 3, 790 20, 242 312, 288 
25 33, 212 4,202 24,450 387 ,543 
26 41,423 4,429 31, 274 502,803 
27 58, 487 4,696 43,321 715,215 
28 80, 019 5, 544 59,280 1, 025, 894 I 
29 93, 869 6,374 72,390 1, 311, 781 
30 93, 981 6,379 76, 501 1,463,749 
31 122,691 6, 751 102,072 1, 718, 864 
32 146,833 7,575 124,530 2,017,338 
33 288, 193 8,248 185, 396 2,331,883 
34 371, 763 10, 079 230, 504 2, 775, 189 
35 449,917 12,055 289,156 3,453, 116 
36 493,693 12,865 308,697 4,282,542 
37 479,825 11,445 313, 813 5, 198,697 
38 531, 966 12,301 359,089 5, 722,037 
39 557, 183 13, 318 401, 117 6, 775, 971 
40 567 ,286 12,484 425,666 7. 897. 499 
41 425,944 13,904 517. 775 9,339, 191 
42 521, 481 13,618 655,377 II, 275, 859 
43 635, 056 14. 256 828,071 13,594,859 
44 720, 880 16,257 967. 000 16, 167. 272 
45 718, 080 16, 765 981,096 18, 586, 503 
46 700, 290 16, 278 949,689 20, 859, 583 
47 659,283 15, 918 889,198 23, 555, 093 
48 586, 713 14, 574 789, 948 25, 944, 492 

首都高速道路も 2車線の設計のために、たちま

ちにして車の渋滞を呈するに至った。しかし当時

においてはまだモータリゼーションが全国に普及

というところまでには至っていない。昭和34年ご

3ろ秋田県下には 1基の信号機もなかった。県民が

大都市に出るとまごつくというので、訓練用のた

第 11侵入員験送梅遣の変化 貨物繊送事情造の変化

35年 46年 35年 46年

合計 100.0 100.0 合計 100.0 100.0 

鉄道 75.8 46.9 鉄道 39.2 18. 7 

！ ~I ~ 51.0 30.8 同鉄 38.6 18.4 

！（鉄 24.8 16.1 [(j)t 0.6 0.3 

自動ljl 22.8 50.6 自動lJi 15.0 42.9 

;(A 18.l 16.3 内航海運 45.8 38.4 

乗用 4. 7 34 .3 
運輸経済統計要項より

園内定期航空 0.3 I. 7 

凶内旅客船 I. I 0.8 

人 日
自動1jI1万台当りの 人口10万人当りの

3'E 者 116 者 liE 者 ft.I 者
下人

81, 780 121.4 648.2 4.6 24.7 
83,200 108.4 656.7 5 .1 30.6 
84, 500 88.1 622.0 5.2 37 .0 
85,800 65. 7 605.7 5.5 50.5 
87 ,000 54.0 577.8 6.4 68. l 
88,200 48.6 551.8 7.2 82 .1 
89,276 43.6 522.6 7. l 85.7 
90.170 39.3 593.8 7.5 113.2 
90,920 37.5 617 .3 8.3 137 .0 
91, 760 35.4 795.0 9.0 202.0 
92, 630 36.3 830.6 10.9 248.9 
93,407 34.9 837 .4 12 .9 309.6 
94,284 30.0 720.8 13 .6 327 .4 
95,178 22.0 603.6 12.0 329.7 
96,156 21.5 627 .6 12. 7 373.4 
97, 186 19. 7 592.0 13. 7 412. 7 
98,287 15.8 539.0 12. 7 433 .1 
99,054 14.9 554.4 14 .0 522.7 
100,243 12 .1 581.2 13 .6 653.8 
101,408 10.5 609.1 14 .1 816.6 
102,648 10 .1 598.1 15.8 942.1 
103, 867 9.0 527.9 16.1 944.6 
105, 006 7.8 455.3 15. 5 904.4 
107,332 6.8 377 .5 14.8 828.5 

5. 7 一308.9 13.5 730.1 

住） 1. 日目和32年までは、軽微な被害（ 8日未満の負i話、 2万円以下の物的m笹）4>放は含まれていない。
2 昭和41年以降は、人身事故のみの件数で物rn事故は含まれていない．
3. 自動＊台数は、是正紛省調べによる毎年12月末現在の数であるが、昭和37年までは小型特鎌自動lliを含み、
昭和38年以降はこれを除いているロ
4.人口は、総思府統計局調べによる毎年10月 1日現どしの数である。
5. 47年には沖縄県の数を含む。
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図－1 交通事故死者の状態.lllJ割合の推移
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めに秋田市内に信号機が設けられたと今から思え

ばうそのような事実がある。

昭和36年の暮交通問題は政治の問題として取上

げられるに至った。内閣に臨時交通関係閣僚怨談

会が設けられた。 「自動車の保管場所の確保等に

関する法律」世に車庫規制法という世界にまれな

法律の制定はその懇談会の所産である。（昭和37年

9月1日施行）。 交通戦争という名前が生れたのも

このころである。昭和38年 7月6日名神高速道路

の一部栗東一尼崎聞が開通した。我国にも本格的

な高速道路の時代の幕が聞いたのである。

さてこのよう な急激な自動車の増加によ って、

輸送の面の負担率はどうなったであろうか。従来

輸送の主役を 占めていた鉄道の地位が低下し、と

くに貨物の点で著しい低下を示 し、世界的に見て

第4褒 自動車司解放による死亡状況の国際比較

三寸
死 亡 教

西歴年 1965 1966 1967 1968 1969 1970 

昭和年 40 41 42 43 44 45 

人 人 人 人 人 人
オーストラリア 3, 163 3,266 3,335 3,355 3,688 3,952 

カ ナ ダ 5,049 5, 410 5,522 5,488 5,696 

西ドイツ 15, 564 16, 618 16, 951 16,636 16,621 

7 ランス 12,335 12, 107 13,513 14,.284 11, 300 11,852 

イタリア 10,958 10,837 11,473 11, 803 

オランダ 2,416 2,617 2,816 2,820 3,033 3, 175 

イギリス 8,509 8,502 8, 179 7,368 7' 767 7 ,892 

アメリカ 49' 163 53,041 52,924 54,862 53,430 

日 本 16, 257 17 ,979 17,492 18,454 20, 624 21, 535 

1965 

40 

27.8 

25.8 

26.4 

25 .2 

20.8 

19 .7 

15.6 

25.4 

16.5 

第 H賢 諸外国の交通事故死者（全事紋と歩行者事故比較）

ふとと
交通事故死者 全死者に山由

る事行者の

全死者数 宇行者の死者監
死者の1同合

A（人） B（人） ~ x 酬%）

西ドイツ(1970) 19, 193 6,056 31.6 

フラ ンス(1969) 14,664 3, 117 21.3 

イタリ 70970) 10,208 2,651 26.0 

オランダ0970) 3,181 609 19.1 

イギリス(1970) 7 .499 2, 925 39.0 

オ ストリア(1970) 2.238 710 31.7 

ノルウエー(1970) 560 194 34.6 

ベルギ ー(1970) 1,544 361 23.4 

アメリ力（1968) 55, 500 9,950 17 .9 

日 本(1972) 15.918 5,689 35.8 

注）I. 外国は、国迎ヨーロッパ経済委貝会資料1970年版に
よるもので、全死者数は、国連人口統計年報によ
るものと若干の差がみられる。
2. 日本は警察統計により、沖縄県を含む。

死者の定義／アメリカ合衆国 事故発生後 1年以内の死者
フランス ：72時間以内の死者
イギリス ・ドイツ： 30日以内の死者
イタリー 7日以内の死者
ベルギ一 事故現場での死者
日本：響察統計は、 24時間以内の死者

も貨物輸送における鉄道の負担が極度に低くなっ

ている。国鉄が赤字に転じたのは皮肉にも、奇跡

的革命といわれた・東海道新幹線開通のころで、ほ

ぽドイツと似た時期となっている。フランスは近代

的道路になったもっとも世界で早い国といわれ、

ルイ14世がプロビンス聞の道路を初めて本格的に

つなぎ、近代的道路網の先駆けをなしたのである。

それだけにフランス国鉄の赤字はかなり早くからで

ある。我国鉄道が人の輸送にカを入れた割合には、

貨物輸送の努力がなされていなく、貨物ヤードの設

備増強やコ ンテナ基地などデ＼の鉄道引込線もない

死亡率（人口10万人当り） 自動車千台当り死亡数

1966 1967 1968 1969 1970 1965 1966 1967 1968 1969 1970 

41 42 43 44 45 40 41 42 43 44 45 

人 人 人 人 人 人
28.3 28.2 28.7 30.0 31. 7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 

27 .0 27.0 26.4 27.0 0.8 0.8 0.8 0.7 0. 7 

27 .9 28.3 28. 7 28.3 1.6 1.5 1.5 1.4 1.1 

24.5 27 .1 28.6 22.5 23.3 1.0 0.9 1.0 1.0 0.8 0.8 

20.9 21.4 22.4 1.8 1.5 1.4 1.3 

21.0 22.2 22.2 23.6 24.4 1.6 1.4 1.4 1.3 1.2 I. I 

15.5 14. 9 13.3 14.0 14.2 0.8 0.7 0.7 0.6 0.6 0.6 

27. I 26. 7 27 .5 26.1 0.6 0.6 0.6 0.6 0. 5 

18.2 17 .6 18.3 20.2 21.0 2 .5 2.2 I. 7 1.5 1.4 1.2 

注） I.死亡数および死亡率はDemographicYearb。。k，自動車台数は StatisticalYe町 b。。kによる。
ただし、1968年の西ドイツの数値は函連ヨーロッパ経済委只会資料による。
2.死亡数は自動車事故を直接死闘とする年間死亡数であり、わが国の数値は厚生省関べによる．
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などのため、貨物輸送がトラックや道路に負担が

かかっている。人と貨物の推移は表1の通りである。

交通事故は表2の通り昭和34年以降は毎年2,000

名の死亡者が治加といううなぎ昇りの状態を示し、

昭和37年の一時的小康は道路交通法の改正があり、

広範なキャンペーンが展開されたことによる。 し

かし昭和45年の16,765名をピークに逐次下降線を

たどっている。負傷者も昭和48年は 8年前の状態

にまで減少している。

これは卓の増加状況に対応できなかった施設や

卓や人の商に対する施策や分析などの体制がよう

やく効果を現しはじめたと見るべきである。 なか

んずく「交通安全施設等整備事業に｜期する緊急措

置法」（昭和41年）の制定はあずかつて力が大きい。

しかしなお交通事故の状態の推移を見ると第 1

に図1のように歩行者対車のいわゆる凶器型の事故

から、 車対事の棺桶型の事故が逐次増加しつつある。

また第2に歩行者の事故も各国と比べると、イ

ギリスと並んで高率を占めている。（表3)

さらに第3として小学校に入学するまでの未就

学児童の死亡事故が極めて高いことが指摘される。

15オ以下の子供の実に60～70%を幼児が占めてい

る。昭和48年度の子供の死亡者 1,906名のうち、

幼稚園児と幼児1,235名で64.8%である。かつて

30年かかつて子供の死亡者を半減したイギリスが、

1961年になおかつ幼児が子供の死亡者の50%を占

めていることが判明し、幼児の交通安全教育とし

て組織的な「タフティ ・クラブ」の活動をはじめ

たことを想起するとき、 我国の幼児の死亡率の高

いことに思を致さなければならなし」アメリカは

23.3%である。

かくして我国の交通事故の発生状態も、人口や

卓両当りにおいてよ うやく国際水準に近くなって

いるというべきであろう。（表4)

交通安全対策についても幾多の変遷があり、な

かには試行錯誤もある。歩道の設置の少ないのが

人と車の分離の上から致命的なものであるが、こ

れにかわるガードレール（歩車道の境にあるもの

を含めて）の設置は、我国の交通戦争のあらわれ

とみるべきである。横断歩道橋は昭和36年ごろ愛

知県などに見られたが、東京では西大崎の第二京

浜国道と中原街道の分岐点に建設省が設けたのが

予防時報官．＠

はしりである。 ところが交通安全施設法の制定と

ともに、ぞくぞくと出現するに至り、その数たる

や世界ー といって過言ではない。 なかには道路の

単なるアクセサリーと恩われるほど利用されてい

ないものもあり、また乳母車や老人、身体障害者

が渡れぬなどの声も出ている。欧米諸国では横ー断

歩道橋はたしかに少なく、あっても階段のほかに

乳母車が渡れるようなスロープが別に設けられて

いる。むしろ地下検断路の方が多い。 その場合で

も西独にあるようなエスカレーターっさのものや、

乳母車が渡れるよう片側IJの階段のわきに車の輪が

通れるよう緩やかな将軍を設けている。

自転車利用者の安全確保のために、自転車専用

道路の設置 、自転車専用遜行帯、自転卓の歩道通

行可などの規制が行われた。 オラ ンダやデンマー

クや西独、最近はアメリカにおいて自転車道路は

大いに発達しているが、我国では昭和39年徳島市

の市内に設けられたのが初めであり、昭和43年 8

月には明治神宮外苑で日曜祭日に自動車の通行を

止めて自転車に解放が行われた。「自転車道路の盤

備等に閲する法律」は1970年代の法律として意義

あるものである。昭和48年全国63の自転車のモデ

ル市が指定された。自転車の問題は安全のほかに

健康や人間性回復の面から見直しが始まっている。

歩行者の安全確保のための路側帯の設置が進め

られ、さらに学校、幼稚園などを中心にスクール

ゾーンが設けられて、通学通園者の安全確保の推

進が行われてきている。

都市交通対策

交通渋滞を減少し、交通の円滑を図るために、

幹線道路の右折禁止、大阪市に見られるような一

方通行などの措置が講せ．られてきた。しかし幹線

道E各の交通規制を大幅に実施すれば、車が裏道に

入り、裏道での交通事故が発生するということで、

一部右折禁止を解除（昭和48年 7月）するなどこの

面においても、試行錯誤や修正、手直しは繰返さ

れている。

パスの専用レーンは14年前イタ リーのゼノアか

ら始まり、パス ・タクシー専用車線としてローマ、

ミラノ、ナポリに及び、フランスのパリ、マルセイユ、
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ツールーズなどで大幅に実施され、その後アメリカ

やイギリスにも及んだ。中には一方通行の道路で

パスだけの逆行を認めているところもある。我国

では昭和45年 3月比東京の玉川通り、目黒通りに

設定されたのが初めである。

パスの優先信号はアメリカの一部ワシントンな

どで実施され、ロンドンでも研究が進められている。

我国でも愛知県でテストされているパスのロケー

ションシステムカ人ロンドン ・ロスアンゼルスな

どで干子われており、ミニパスはロスアンゼルス、ロン

ドンなどで行われているが、東京でも都心の一部で

実施が始まった。乗客の需要に応じて走るデマン

ドパスもアメリカやオランダの一部都市（ハドン

フィルドなど）が行っているが、我国でも大阪府

能勢町の過疎地で阪急パスが昭和41年に始めている。

公害問題の発生

昭和44年東京牛込柳町で鉛公害の問題が発生し

た。（我国では公害とすべてを包括しているが、欧

米ではポリューシヨンといい、排気ガスによるもの

はエアーポリューション、水質汚染はウォーターボリ

ユーションといい公害なる言葉はない）。住民が騒

いだが厚生省や都の測定によれば、鉛の基準値を

下廻るものであった。どうも進歩派の連中などの

策動が騒ぎを起した気配があるが、それに対応す

る領I］が準備不足であったことは否めない。ガソリ

ンから鉛を減じ、代替物として芳香族をいれたの

がかえって後の光化学スモッグの原因となってい

る疑いもある。地元の柳町交差点附近の都宙改造

には住民が反対してそのままとなっているが、他

方ガソリンの無鉛化の方は措置が進められている。

昭和45年 7月東京都杉並区立正高校で生徒が自

の刺激やセキ、頭痛や手足のしびれの被害の訴え

が出た。この日のオキシダント濃度が0.34PPM  

と記録されたので、光化学スモッグ到来と騒がれ、

昭和45年は公害国会といわれるほど公害問題が論

じられ、大気汚染防止法（昭和43年）の改正や騒

音防止法の改正などが行われた。

1年置いた昭和47年 5月に東京都練馬区の石神

井南中学校で再ぴ光化学スモッグの事件がおこり、

自動車についてもアメリカのマスキー法の実施延
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期にもかかわらず、 50年規制が実絡をされ、 51年規

制の実施をめぐって論議が展開されている。．

騒音についても、従来は交通量が少なくなる夜

間帯しか道路工事が許可されなかった大都市の主

要幹線道路でも、安眠確保のため夜間道路工事中

止が実施された り、病院などの施設周辺の安眠、ノ

ーンの設定が図られてきた。

資源エネルギー問題の登場

昭和48年11月の中東紛争を契機として、アラブ

側のOPE Cによる石油供給の削減は世界経済に

大きな波紋を投じたが、石油の大部分を輸入に仰

ぐ我国も深刻な影響を受けた。交通関係では、ガ

ソリン代のアップや日曜祭日のガソリンスタンド

の休店など措置が行われた。

生活環境の保全

高度経済成長の目覚ましい発展により、我国の

GN  Pは自由主義諸国で世界2位になった。もっ

とも社会資本の投下や社会設備の整備は依然とし

て低いことを忘れてはならない。 1970年 （昭和50

年）に入って、環境や人間生活の保全の動きが起

ってきた。

昭和44年、日曜祭日の休日に遊び場のない児童

のための「遊戯道路」の設定（昭和32年大阪、昭和

33年に警視庁で設定されたことがある）。夕方主婦

の買物時間の買物道路などの拡大。通学、買物な

ど市民の生活道路から通過交通を隔離するなど。

昭和45年ニューヨーク市長リンゼーの歩行者天

国はたちまち全国に波及した。

しかし日曜祭日の一定時間だけの歩行者天国に

とどまらず、常設的な歩行者天国は凶モール”（木

陰のある散歩道）といわれ、欧米の諸都市でも本

格的に進められた。とくにミュンへンの市庁前の

マリアンプラッツを中心とした lkmにわたる歩行

者天国は、もっともにぎやかな路面電車が通って

いた道路を、地下に二重の地下鉄を設け、路面電

車も自動車も通らない文字通りの歩行者天国であ

る。我国では北海道の旭川市で、歩行者天国が全

国に波及する前年の昭和44年に実験を始め昭和47



年に買物公園を完成している。その他京阪電鉄の
くず

「楠葉駅前」にも設けられている。

ニュータウンにおいても、スエーデンでは卓は

地下に入り、人と車を分離しており、国民所得の

低いブラジルの首府プラジリアでも家の周囲で子

供が阜の危険に遭わないように、車と人を分離し

ている。最近の動きとしてイギリスなどは車は自

己の家まで持ち帰れないように、近くに共同の駐

車場が設けられている。

我国では団地で車を持っている人と持っていな

い人のいがみ合いも起っている所があるが、交通

の足がない団地では車は生活に必要のものとされ、

団地側で車庫を用意する欧米の固との違いが見ら

れる。旭川市の神綱団地では人と車の完全分離が

行われており、駐車場も用意している。札幌の広島

団地では車庫を周囲で準備することを進めている。

むすび

25年間を顧みると交通の移り変りの激しさを感

じる。交通安全の諸施策にしても同様で積み重ね

の累積が続いてきている。しかしまだ交通にして

も交通安全にしても地に十分着いている感がしな

いのは筆者のみであろうか。例えば交通や安全の

社会の評価での地位は云々 いわれる割合には必ず

しも高くない。例えば大学において諸外国の大学が

交通研究所や講座を持っているのに対し、交通工学

はわずかに東大、京大、日大のみに過ぎないことは

25年経っても変りない。都道府県や大都市は交通工

学のエンジニアを採用する気運はいまだ起っていな

い。交通行政も多元化で各研究所聞のプロジェクト

の交流も必ずしも十分といえない。基本の体制の

確立が欠けている気がしてならないものである。

当面交通安全対策としては①高速運転の基本と

もいうべきスキッド訓練の必要、間で路面がぬれ

れば事故が多発する。雪国で、路面がアイスパー

ンになると事故が発生するのを防ぐためにも、ス

キッド司If.廉をfrうべきである。イギリスのパスの

運転免許にはスキッド訓練を必要条件としており、

赤い 2階建のパス訓練センターでは30数年前から

スキッド訓練を全運転者が経験している。②レイ

ンを守る 交差点付近でレインを変更することは

予防時報官．＠

禁物であるのが、国際巡転の水準となっている。

③安全ベルトの着用 オーストラリア、ニュージ

ランドに続いてフランスが、安全ベルトをしめな

ければ間金が課ゼられている。 スエーデンは75年

1月から、続いてヨーロッパの諸国が実篇に踏みき

るようである。④夜間事故の防止 夜間は視認力

が劣るので、分離帯などの障害物の夜間照明表示

や諸外国が実施している反射性ナンバープレート

の採用、イギリスが実施しているトラックの後部

に反射性1＼ッチをつけることも考慮、さるべきであ

る。⑤事故後の緬策が遅れており、とくに救急医

療体制が遅れている。外国のように大学教育で救

急医療の講座を設けたり 、ドイ ツのようにドライ

ノtーに救急法を習得させるべきである。 ドイツは

さらにすべての車に数急箱を義務づけている。

最後に急激に増加し全国に普及した自動車の功

罪論がやかましくなっている。自動車は交通事故

や排気ガス騒音をまきちらし、なかには空間泥棒、

ガソリンガプ飲みまで論ずる学者もいる。我国に

はとかく白と黒とを割り切り、誰かを悪者にしな

ければすまないといった中聞を短絡する単純思考

や情緒で物が運ばれる風土がある。戦時中の英語

や聖子球怪しからぬ論である。ノーカーデー運動もま

さに情緒的な精神運動である。精神運動で果して

交通問題が解決するものであろうか。その情況を

視察したアメリカのミラー逆輸省の高速鉄道の責

任者は、 「自動卓がなければいかに不便かが分る日

になろうであろう」と皮肉っている。モータリゼ

ーションの進んでいる諸国では、車は必要である

という前提にたって物を論じている。 自動車が原

罪をもっている論は我国の風土だけに見られるも

のである。ロンドンやニューヨークは馬車で交通

が渋滞し、馬ふんによる賞害？でたまらないと新

聞にさかんに投書や記事が出たという。地下鉄が

そのために設けられた。 目下雌んに次の時代の新

交通システムの論議や実験が行われている。しか

し果して自動車に取って代るものが出てくるであ

ろうか。 一度ハンドルをf屋った人をハンドルから

離れさすのには、自動車の持つ魅力を備えるもの

でなければ人はハンドルを離さないであろう。現

在はまさに模索時代ともいうべきである。

（とみなが せいみ／交通評論家）
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主なできごと

25年間の主なできごとと特異な交通事故

特異な交通事故年月日
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対而交通始まる。

戦後の全国交;w安全巡動始まる。
lji同l法制定。
道路法制定。
交ii制作同日決放判 J・続法公布。
第一次道路貨物5か年計画l矧議決定。
通産省凶K1lifi'Utl発表。
内l矧に交通事故防止対策本部設定。
自動！l!Ul害賠償保邸法公布。
第二傾巡転免，l午、大司＇！免併の新設。
国土開発幹線向釦~ljij{[週！.投法公布。
向i車向動車IT.Ii益法公布。
駐車場法公布．
関門｜司illトンネル陥Jj!lio
政令「道路情法令J 制定。
東京打IIにパーキングメ－ 5' - 260 f；ぷi位。
第二次道路 I~物 5 か年a·1下回決定。
東京都に触のおばさん発足。
東京都に例入タクシー誕生。
総邸llf.fに交;w:n策本部員立也．
道路交通法施行 （6、25公布）。
内閣に臨時交通関係附僚，俗談会設世。

？付見ITは20・枠制lに大引トラック ・観光パスの’11やf;
別規制実施。
「自動以の保安場所のli'!lil以等にl測する法律J地f了。
日本自動車速l'!.1.l止程。
向i車向動車l!ilj誼（栗東・尼崎111171.1km ）｜持Jj泊。
東海道桁幹線開通。
東京匝II努オリ ンピック｜剖fllio
総理府に！被上交通安全劇作新設。

交通安全地：!lt ~.~f崩事業に l期す る緊急.fl\' i置法随行。

公害対策法本法成立。

w:名i主連東京一厚木Iii山i泊。
大気汚染防止法公布。
交通反ftl)j泊f号制度発足。
明治神宮外佐、初めて自転Jj！解脱。

交通遺児育英会発足。
欠1:;;1111問題発生。
玉川通りにパス［長先i凶行lit線設定。
世界交通安全会議京都で附HU（万博JUHllJ中）。
自転lllillの盤備等にl測する法律公布。

東京午込柳田Iで鉛公選発生。
銭感 ・新柄などで r歩行者天同」の新設。

自動Jji：！［（扱税法公布 （12' 1施行）。

2輸Jjl安全巡転推進委u会設置。

スクールゾーン対策実施。
石神井南中学校に光化学スモ ソグ発生、社会問題

化す。

自 ill rli で暴走~~騒ぐ。

宇•！）·し、者マーク尖施。

酋’U市でプロパンガス巡織ljl爆発（少ES車車華街19,22僚会焼）。

愛知県松投田Iでダンプカー幼稚園児の列に突込む （タヒlI 
if（特（）Jj19）。
鈴胤トンネル内で自動卓火災発生 (13台焼失）。

岐阜県成明川に観光パス転孫。I0 4人が濁流にのまれる。
日本道路交通情報官ンタ これを契機に設立（s 45. 3. 1 ）。

大阪天六の地下鉄工事現場でガス爆発 （l'E79負（)4380）。

名神高速下リ線（京都府下）で観光パスの二重衝突（負f-l!il02）。
万博の帰途深夜半泌維のためガソリンスタンドが釣銭がい

らぬよう定量の販売をしたため、路局に駐車のガス欠の7

イクロパスに乗用半突入 （死6負f,¥frJ6）。

東名向速下り線 rn静岡県下）で大引トラ yクなど16台の±.
突き（死1重終日正13）。

東名高速下り線（静岡県下）で33台の向動車追突 UWJ63）。

伊吹山 8合目付近ドライブを下山中のパス40m下に4伝子高。
( '1: 11 ill 114 7峰HJ針。
長野県戸隠高原でj椅貝の定期パス転落 （死15軍事王似67）。

11 16 I I 東名高速上り市線で深夜中央分離常に来上げた大引トラソ
クに陣lj1'パス追突 （死2負f,¥fr3！）。

S48. II. 4 I 関門紙開通商法自動車 l•l i且 l , OOOkm 突f技。
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我国の地震予知研究ならびに体制は、この25年

間に、予知という言葉を口に出すことすらはばか

られた段階から、公式に「実用を目指す」といえ

るまでに進展した。

もうひとつの予知連

終戦後の一時期、地震予知が公的に取上げられ、

それと並行していくつかの予知騒動の起った一高

偽期があった。 25年前の昭和25年といえばそれが

一段落し、研究者たちは地道な個々の石附究に立ち

帰り始めたばかりだった。それが10年後の地震予

知運動を生み出す原動力となるのである。

全国の都市に焼跡が残り、 国民が飢えに苦しん

でいた昭和22年夏から24年初めにかけて「地震予

知問題研究連絡委員会」（以下予知問題委）なる組

織が存在したことを記憶している人はあまり多く

ない。同委員会は中央気象台（現気象庁）台長和達

清夫を委員長とし、東京大学地震研究所、東北大

学 ・京都大学両地球物理学教室、地理調査所（現

国土地理院）、緯度観測l所、水路部、気象台の研究

予防時報’・e

者および学識経験者等からなる公的組織であった。

形の上からみれば現在の地震予知連絡会の原型に

あたる。

予知問題委誕生のきっかけは昭和21年暮、中央

気象台 （当時の台長藤原I咲平）が占領軍の第43気

象大隊に対し、「地震予報に役立つから地’忍流の

観測予算を国に要求したしりと申し出たことに始

まる。占領当時、すべての国家機関は予算要求の

前段階からGH Qの当該管埋機関のOKを取らな

ければならなかったのである。同時に内部的には

気象台と大学は極めて仲が悪く、気象台は大学と

競うようにして地震の研究を行っていたという事

情があった。

GH  Qは翌22年 6月、当時カリフォルニア大学

にいた世界的な地震学者グーテンペルグ（独）を我

国に呼んで実情を調べさせ、その意見を聞いた。

グーテンベルグの報告は気象台にとって極めて手放

しいものだった。戦前の彼の所で研究してきた研

究者が地震研究所にいたこともあってか、グーテン

ベルグには気象台と大学の反目とセク ショナリズ

ムもすぐに分ったらしい。気象台に対して「すべて
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の観測資料を48時間以内に地震研究所に引渡せ」

と業務観測データの公聞を命じたあげく、要するに

気象台はレベルが低いのだから、観測の改良等につ

いては地震研究所の意見を聞き、またその指示を

受けよ、とのメモランダムを残していったのである。

気象台は観測資料の送付は直ちに実行したが、

一方では、さらに一歩を進めて第43気象大隊に対

し「地殻変動、地震波速度、f也屯流、地磁気等の変

化を観測すれば地震の予知は可能だから、予知目

的の観測l所を作る予算措置を考えて くれ」と頼み

こんだ。

グーテンペルグの報告を受けていた米軍側は、気

象台の申し出がいかに完べきで、あっても、もう乗っ

てはこなかった。「地震予知は気象台だけでできる

ほど簡単なものではなく、多くの機関の協力で初

めて可能になる。国民の生命、財産を守るには地震

の発生を 5目、 50マイル程度の精度で予知すべき

ものとする。気象台長は直ちに地震研究所、地理

調査所、 学識経験者などと、本件について協力が

可能かどうかを協議せよ」と通告してきたのである。

そこで中央気象台（この時の台長は和逮清夫）が

世話役となって「地震予知問題研究連絡委員会準

備会」を作り、話合った結果、学術研究会議（学術

会議の前身）の一委員会にすることでやっと形が

できた。GH Q側の担当は学術を管理していた経

済科学局になった。

初の委員会は同年8月に聞かれた。夜遅くまで

かかつて予知に必要な観測事項を重要度順にラン

クし、それに基づく観測l計画や予算額を見積って

GH  Qに報告したのである。

その時のランク付けを、 現在の地震予知計画の

項目と比べてみるとその後の進展がよ く分る。

ランク付けは次の通りである。

① 極めて麗要な観測地形変動。観測l方法とし

ては一等水準点、 一等三角点を毎年一回計測する。

検潮所を完備し、地形変動の固定観測点を一県ー

か所程度誼く。重要地域が分ればその地域の水準

点観測を重点的に行う。

② 有力な手段なので試験的に行うもの 地磁気

変動観測。

③ 大いに研究の必要ありと認められたもの 土

地の微動 （微小地震）と地震発生の関係。地殻内
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の屯気現象。

地形変動の観測！データは刻々中央に集めて整理

し、異常があれば関係機関に通報して対応策を取る。

以上を見ると、地殻変動調査については、現在

の予知計画の考え方とほとんど閉じである。 一方、

現在有力な柱となっている微小地震観測はまだア

タマを出したばかりだったことが分る。

この報告を受けたGH Q経済科学局は、当時の

全科学研究費の何倍というぼう大な必要予算にび

っく りしたらしい。しかし同局内のシビリアン（背

広組）は大事な研究なので、できれば実現させてや

りたいという意向があったという。だが、制服組

（職業軍人）傾ljはウンといわなかった。予知観測業

務の重要な部分を担うはずの気象台と地理調査所

は軍の作戦用業務に追い使っていた。忙しくて、

地震予知観測などやる余力はとても与えられない

というのである。結局、「中央にデータの解析、総

合をする機関を設置する予算を要求することがで

きるかも知れなしり というだけで実質的な観測、

研究はどこかに消えてしまった。

手足をもがれた （というより頭脳だけ集めて手

足を禁じられた予知問題委は以後、 Eいに研究内

容やデータを持ち寄って交換するだけの存在にな

ってしまった。それも昭和24年 1月の学術研究会

議の廃止に伴って廃止された。学術会議の中では

地球物理研究連絡委員会地震分科会の中のさらに

一委員会とされたが、いつの聞にか自然消滅して

しまった。

予知問題委の消長と並行して四つの地震予知騒

動が起った。関東地震説、新潟地震説、近畿地震

説、秩父地震説がそれである。いずれもある一種

類の観測値変化や学問的なアイデアから、地震発

生の恐れがあるので、臼ごろから防災対策を怠る

なと警告したのだが、世間ではこれをすぐにも地

震が起ると受取って大騒ぎとなったものである。

秩父の場合は昭和23年 6月28日の福井市を壊滅し

た福井地震に続いて秩父に地震が発生するという

説だったため、特に騒動は激しく疎開荷物運搬用

貨車の奪い合~） （当時は運送機関に乏しかった）か

ら傷害事件まで起ったほどである。

こうした“予知”に対し予知問題委はことごと

く世間を沈静化させる役割（つまり一般社会から



見れば「地震は起らない」と否定する立場）を努め、

ついに「予知取消委員会」というあだ名がつくに

至った。

これら騒動の発端、経過の詳細についてはふれ

ないが、 一昨年、昨年にかけて続発した地震予知

騒動と共通した点が実に多い。今後地震予知があ

る程度可能になった時、社会的混乱を起さず、有

効な防災対策をどうしたらとれるのかを検討する上

で突っ込んだ解析がなされるべきであり、これもま

た広い意味での予知研究に含めるべき問題であろう。

昭和20年代前半という段階で起ったこの四つの

騒動を現在どう見るかは難しいが、「これで安直

な地震予知説は出尽して、予知は個人や一機関で

なく、国家的な事業としてやらねばだめだという

気運が出てきたので、まるっきり無駄でもなかっ

fこ」と当事者の一人は語っている。

10年間の雌伏

昭和20年代前半の、地震予知騒動をも含めた地

震予知問題高揚期をもたらしたものの陰に南海地

震（マグニチュード8.1。死者1,330人、家屋全半

壊 3万5,078戸、流失浸水3万4,544戸）と福井地震

（マグニチュード7.3。死者3,769入、家屋全半壊4万

6,869戸）という相次ぐ大被害地震と戦後の明日を

も知れぬ窮迫状況があったことは間違いない。予知

問題委員会が消滅した翌25年朝鮮戦争がぽっ発し、

日本経済は特需景気をテコとして急速な復興の高

度成長期に入る。その間約10年間、被害の点から

見ればたいした地震もなかったことが、地震予知

の声の出なかった理由のひとつでもあったろう。

地震予知の言葉が再び公の場に登場したのは昭

和35年秋の名古屋で聞かれた地震学会秋季大会の

席上である。和達清夫が立って「地震学もここま

できたのだから、ひとつ予知計画を立ててやって

みようではないか」と提案した。これには真っ向

から反対する人もいた。表向きの理由はともかく

「気象庁はまたまた地震予知を予算獲得のダシに

するのか」という反発があったのも事実である。

そこで約 1年間冷却期間を置き、地震学会の世話

で研究者数十人から成る「地震予知研究グループ、

（世話人：坪井忠二、和達清夫、萩原尊札）が生れた。
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予知問題委が自然消滅した直接の理由は“頭”

ばかりで“手足” （金）のない組織だったからだが、

根底には「地震予知は地震現象について完全な知

識が得られるまで不可能だから、プロの学者は予

知などという投機的な仕事には手を出すべきでは

ない」という考えが、研究者、特に大学の聞で支

配的だったことがある。それが昭和30年代後半に

至って数10人もの研究者が予知研究グループに参

画したのは、それまでの10年間に積重ねられた地

道な努力の結果、大きな地震の起る前に地殻の変

形や微小地震がたしかに発生するという例がいく

つか得られたこと、測地、地震、 地磁気などの観

測機器が急速に進歩したこと、ならびに岩石破壊

実験のように、 地震予知の可能性を示唆する室内

実験が進んだからだ。研究者たちの多くが、今や積

極的な研究手段を講じれば、地震予知は可能にな

るかも知れないと考え始めていたのである。

予知グループは37年 1月「地震予知一現状とそ

の推進計画」と題するパンフレットを刊行した。

これがいわゆる地震予知計画のブルー・プリント

であり、地震予知研究のその後の進展の基盤とな

った。ブルー ・プリントはわずか30ページに過ぎ

ない簡単なものだったが英訳されて諸外国にも配

付されたため、アメリカでもこれにならった地震

予知ナショナルプロジェクトが発足するなど国際

的に大きな反響を巻き起した。

ブルー ・プリントの内容は地震予知に有効と考

えられる部門、つまり①測地②地殻変動連続③地

震活動④地震波速度⑤活断層の活しゅう曲⑥地磁

気、 地電流などについての実施計画、および実施

した場合の効果を予想している。しかし、そこで

強調されているのは、地震予知の早期実施ではな

く、予知研究に必要なデータの蓄積が目的だとい

うことである。ブルー ・プリント発表に際し、関

係者の一人は「もし計画通りに、 10年くらいやれ

ば、これら観測項目のいくつかについて地震予知

に役立つかどうかが分るだろう」と述べ「金は？」

と聞かれて「100億円くらいかな」と答えた。これ

が「10年間、 100億円で地震予知」という新聞の

見出しになり、そのまま世間の“常識”になった。

ただ一度の報道でこのように楽観的な“常識”が

形成されるのは、それだけ一般社会人が地震予知
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に強い関心と期待を寄せている証拠である。

さて、青写真はできたのだが、これが期待遇り、

あるいは希望に近い形で実行に移されるには、新

潟（昭和39年6月16臼）松代群発（40年 8月～44年）

えびの（43年 2月21日～ 3月、群発）1968年十勝沖

(43年 5月16日）という相次ぐ地震で大きな犠牲者

を出す必要があった。地震のたびに、国民は予知

計画を思い出し、それが政治家のシリをひっばた

く形となったからである。もし昭和20年代後半か

ら30年代前半にかけてのように大被害地震が少な

ければ、予知計画の進みにも変りがあったろう。

さらに河角広の関東大地震69年周期説や昭和48年

が関東大震災50周年にあたったことなども微妙な

形で予知計画推進に影響したといって良い。

話をもとに戻す。ブルー ・プリントができた翌38

年 6月、文部省測地学審議会は地震予知部会を設

置、また日本学術会議は政府に対して「地震予知

研究の推進について必要な研究施設を整えると共

に基礎資料を与える関係諸機関の地球物；埋学的観

測業務を強化拡充する」ことを政府に勧告した。

測地学審議会はこの勧告に基づき39年 6月、各観

測項目を調整し、関係各機関の協力によってこの

予知計画を推進することを文部、通産、運輸、建設

各大臣に建議、大蔵大臣に要望した。必要な予算

は IGY（国際地球観測年）やUMP  （国際地球内

部開発計画）などと同様、各担当機関が個別に要

求する形とした。そして40年 3月学術会議地球物

理学研究連絡委に地震予知小委員会が設置されて責

任母体となり、年次計画の立案を行うことになった。

計画の内容は次の10項目にわけられる。

1. iftlJ:t也・検糊

2.地殻変動連続観測l

3.地震活動

4.地震波速度の変化

5. 活断層、活しゅう曲

6. 地熱 ・岩石破壊

7.地磁気 ・地電流

8.地震予知センターおよびサプセンターの新設

9. 移動観測班の新設

10.講座、部門の新設

これを先にあげた予知問題委の計画項目と比較

してみると10年間の進歩がよく分る。
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年次計画初年度にあたる40年度は総額2億1,254

万円が認められ、地震予知研究計画はようやくス

タートを切ったのである。

たたき台となった松代

発足したばかりの地震予知計画は40年 8月から

44年まで長野県松代町付近に発生した松代群発地

震によ ってテストされることになった。この地震

は8月3日同町皆神山付近に始まり、須坂、東村、

若穂、更北篠井、 川中島、更埴、戸倉、上山問、坂

井、坂城、真固などに広がった。 44年末までの松代

の有感地震6万2,621回、震度5が9回、同4が50

因。傷者15入、家屋全壊10、半壊4、地すべり64件

で地震数は41年4月と6月が最大。最盛期には1El 

の有感地震は1,000回を越え、付近住民は文字通り

恐怖のどん底にたたき込まれた。当時の町長中村

兼治郎がいった言葉「今欲しいのは学問だ」はあ

まりにも有名である。

この地震は予知研究には、またとない機会だっ

た。一発勝負的な普通の大地震と違って長期間地

震が続発したし、停電や交通の途絶もほとんどな

かった。地震研究所を始め予知計画に関係する全

機関が現地に投入され、予知計画書に香かれてド

る観測j項目の主要部分がすべて活躍した。特にそ

の有効性が認められ、その後の計画に影響を与え

たのは極微小地震観測と水管傾斜計などによる土

地の傾斜観測であった。

極微小地震とはマグニチュード（M)1以下の地震

である（大地震M孟 7、中地震 7>M主主 5、小地震

5>M孟 3、微小地震 3>M孟 1）、松代の観測に

より、ある地域で有感地震が多発し、大きい地震

が起るようになる何か月も前から、その地域で板

微小地震が多発していることが分ったのである。

例えば、坂井村では41年 8月ごろから極微小地震

が多数観測されていたが4か月後の42年 1月16日

(M=5. 0）とさらに半月後の 2月3日 （M=4.8)

に震度 5の地震が発坐した。このほか数か所で同

様の現象が観測され、将来の活動域を予想、できた。

水管傾斜計は40年10月、松代地震観測j所の横坑

内に設置されたが、その連続傾斜変化は、皆神山

周辺の水準測量の繰返しで求められる間欠的デー



タから期待されるものとよく一致し、地震の将来

に見通しを立てられた。

41年4月からスター卜した北信地殻活動連絡会

は各種の測定、観測結果から総合判断を下し、地

震活動の見通しを立てて、長野気象台から地震情

報として発表した。この総合判断と発表は、のちの

地震予知連絡会活動の原型となる。また発表によ

り地元の人々の不安の軽減、不確かな情報やデマ

の横行を減らすことができた。しかし、被害地震の

起る少し前に警報を出すところまではいかなかった。

松代地震観測はこのように地震予知研究に大き

な成果をもたらしたが、この貴重な経験で移動観

測班と地震予知観測センターの強化が必要と分っ

た。極微小地震観測の有効性は確認されたが、地

震発生場所からたかだか20km以内でないと検知で

きないため、どうしても移動観測班が必要になる。

また多数の観測データを素早く集めて判断の材料

にできるよう整理する機関か必要と考えられたの

である。

このため学訓示会議の地震予知小委員会は41年 5

月、年次計画を修正、 7月のil!lj地学審議会の建議

をへて42年度予算から地震予知観測lセンターと移

動観測班が実現し始めた。

続いて43年 5月十勝沖地震（M=7.9）が起り、

青森県と北海道南部に死者49人、負傷330人、家屋

全半壊3,677戸の大被害を出した。東京都心部に超

高層ビルが立ちならぴ始めた折も折、従来、地震

に対しては堅悶だと思われていた鉄筋コンクリー

ト建物がもろくも挫屈した有様が写真で報道され

るなどして世間の不安は高まった。従来、予知に

必要な基礎データの集積に主眼を置いた研究計画

はその実用化を迫られるようになった。政府は「今

後さらに計画的に地震予知を強力に推進し、その

実用化を図る必要があるので、すみやかにこの目

的を達成するため関係諸機関の研究地設等の幣備

ならびに地球物理学的観測lおよび調査業務の強化

拡充に努める」との閣議了解を行った。

調lj地学審議会は、この閣議了解の意にそい、 学

術会議地震予知小委員会の地震予知研究年次計画

（昭和44年度用修正版、 43年 3月発行）に基づいて、

「地震予知の推進に関する計画として、さしあた

り今後ほぽ5年間をめどとして年次的に実施すべ
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き計画」をまとめ、 7月に関係各省庁大臣あて建

議した。建議内容には新たに「計画の総合的体制

を確立する必要がある」ことが加えられた。

予知連の誕生

この結果、気象庁に地震検iftljセンター（M=3以

上の地震の常時観測が目標）国土地理院に地殻活

動調査室（測地、検制担当）地震研究所に地震予知

観測センター（大学関係のデータ収集、整理担当）

が設立された。そしてこれらのセシターで処理され

た地震予知関係のデータや、予知に関係のある研

究、観測等を総合的に検討、判断する機関として地

震予知連絡会（会長＝萩原尊札束大名誉教授）が44

年 4月25日に誕生した。地震予知連絡会は国立大

学および政府機関の専門家約30人で織成され、 2～

3か月に一回会合してデータの検討を行っている。

地震予知連絡会は地震予知観測の進め方として

次のような”戦略”を立てた。

すなわち①過去に大地震を繰返し経験し、最近、

大地震の起っていない地域②活断層のある地域③

地震の頻発する地域④東京など社会的、経済的に

重要な地域、などあわせて、まず特定観測地域を

指定する。国土地理院は会問の一等三．角点測量を

10年ごとに、 一等水準、重力、磁幻視lj量を、各々

5年ごとに繰返し、同院、海上保安庁水路部、気

象庁は検討mを、気象庁は大、中、小地震の観測を
しているが、これは日本全域にわたる基本的観測

である。特定観測地域においては三角、水準、菱

形基線、磁気illll量を 2.5年周期にするなど観測を

強化、また弁栂観測所の建設などを行う。

これによって異常が確認されたならば、観測強

化地域に指定、移動観測班などを派遣してさらに

観測を強化する。その結果、この異常が地震の発

生じ関係すると認められれば、観測集中地域に指

定、あらゆる観iHIJを集中して地震の予知に努める

というのである。

このような段階づけの結果、同連絡会は北海道

東部、秋凶・山形西宮II、長野県北部・新潟県南西部、

南関東、東海、琵琶湖周辺、阪神、島根県東部、

伊予・安芸1礁の九地域をまず特定観測地域に指定、

続いて44年房総、 三浦半島に異常地殻変動が見ら
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れ、関東地震以後地震のない南関東地域を、安政

地震以後地震空白地帯となり、沿岸にあやしい地

殻変動のある東海地域を49年に、それぞれ鋭測強

化地域に昇格した。

話が前後したが、この測地学審議会の新しい 5

か年計画建議により、 39年の建識を第 1次計画、

43年の 5か年計画建識を第 2次計画と呼ぶことに

なった。事業、予算面では44～48年度を第 2次 5

か年計画それ以前を第 1次年次計画と呼ぶ。

第 2次 5か年計画の項目は、第 1次計画に対し

て、地殻応力測定、海底地震観測、東京観測、それ

に総合的計画推進体制が加わった。このうち海底

地震観測は、我国の大地震が大平洋側の海底で起

るので、極微小地震、微小地震観測lのために必要

とされていた。しかし、第 1次計画立案当時は機

器の開発ができていなかったために入れられなか

ったものだ。その後、東大地震研と同大理学部で

開発が進み第2次計画に組み入れられた。

安政二年の江戸地震を始め、東京はマグニチユ

ードこそ小さいが直下に浅い地震が起り、大被害

を出すくせがある。人口が密集し、政治、経済の

中心となった東京でこのような地震が起れば太平

洋中の大地震同様、大きな災害となるため第2次

計画に東京観測が入れられた。このため国土地理

院は東京を中心とした精密基線測量をたびたび繰

返して行うことになった。また科学技術庁防災セ

ンターは、地表付近の人工的地震動をひろわない

よう埼玉県岩槻市に、深さ3,500mの井戸を堀り、

その中に高感度地震計と傾斜計を取りつけた。

このようにして第2次計固までに、 il!IJ.t也jl!IJ量お

よひ・地震観jl!ljに関する基幹的観測システムはほぼ

確立した。すなわち、国土地理院担当の全国一等

三角点（330点）の10年周期反復調lj量および全国一

等水準点（1万点、のぺ 2万km）の 5年周期反復調lj

量はほぼ計画通り進んだし、気象庁担当の大、中、

小地震の観測については、全国67か所の地震計を

磁気テープ式のものに更新、 5つの管区気象台に

半自動解析器を備えて観測体制の整備を行った。

（ただしM=3までの地震をすべて完全にとらえる

までには至っていなしサ。大学については地殻変動

観測所を12か所、微小地震観測所を13か所新設、ほ

ぽ90か所の微小地震観測点が整備されたのである。
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第3次計画への期待

測地学審議会は48年 6月29日、 49年度から始ま

る第3次計画をきめて関係大臣に建議した。萩原

尊礼同審議会地震予知特別委員長の記者会見での

説明では「第3次計画が終れば、場所によっては、

どの程度の地震が、どの場所に、数年以内に起る

という長期予報が出せる。何か月、何回以内とい

った短期予報はデータの収集も研究も必要だ。た

だ、その手掛りはこれからの 5年間で得られるの

ではないか」というところまで進んだのである。

具体的にはレーザージオジメーターにより、全

国6,000か所の一、二等三角点を5年周期で繰返し

測量する。第2次計固までは一辺20kmの一等三角

点を10年周期。第 3次では一辺 8kmと網がこまか

くなり、 2倍のひん度で測量するのだから地殻ひ

ずみの検知能力は格段に増大する。この計画は地

殻変動にあらわれる地震の前兆現象の速度に見合

うよう立てられたもので、萩原委員長の 「数年以

内の精度」はここからくる。また測量繰返しをこ

んなにひんぱんにできるようになったのは、レー

ザージオジメーターの笑用化で測量精度があがり、

要する時間も大幅に短縮できたからである。

大、中、小地震の観測で特筆さるべきことは、

気象庁の業務観測に使える海底地震計をすみやか

に開発、設置することになった事である。これは

海底地震計4～ 5個を4～ 50km置きに海底ケーブ

ルでつないで海底に沈め、データは陸上のデータ

センターに送って解析しようというものだ。とり

あえず49年度約1億円の予算が気象研究所につき、

システム開発を行っている。できれば観測強化地

域の東海沖に沈めて観測を試みる。

東京周辺の深井戸観測は、既設の岩槻市のほか、

もう一点で行うべく調査費を50年度予算に要求し

ている。

なお49年度の予知計画予算は前年度の約2倍の

151億5,300万円に急増した。

予知問題委時代から取上げられてきた地震波速

度の変化は、これまであまりパッとした観測成果

をあげていなかった。ところが43年夏、コロン

ビア大学のショルツが、 地震発生前に地震のP波

とS波の速度比が変化するという米ソの観測デー



タとこれを説明するスタンフォード大学のヌーア

らの岩石膨脹説を地震のほかの前兆現象と組み合

わせた仮説を提唱したため、第3次 5か年計画で

は、にわかに重みを増して取上げられ、各種の方

法でその有効性の有無が検討されている。

予知連絡会が指定した観測強化、特定観測両地

域の動きについてまとめてみよう。

まず最初に観測強化地域に格上げされ、世間で

も最もさわがれた南関東地域は、その後辺長測量

結果をいれて地殻のせん断ひずみを計算し直した

結果、最初、水準点調lj量から予想、された怯どの異

常な地殻変動はないことが分り、大地震の切迫感

はやや薄れた。ただしM7級の地震はいつ起って

もおかしくない程度の危険性はあり、従来通りの

監視が続けられている。

東海地域が強化地域に格上げされたのは、 ifllJ量

の結果、地殻変動が昭和25年以来、急、に増えたと

見られるifllJ量データが得られたからだが、明治期

と昭和25年の精度があまいので、はっきりしたこ

とはいえないのが実情だ。水準測量の結果もこの

地方に昔から続く一般的な地殻の傾動を示してい

るのか、地殻のひずみ蓄積を示すものなのか意見

がわかれている。また東海i中には周期的な大地震

発生はないのではないかとか、昭和19年の東南海

道地震、 20年の三河地震の際に東海沖に地震を伴

わない粘性的な断層運動を起して地殻のひずみは

解放されてしまっているのではないかなどの考え

もあるが、何ぶん、変動の起っているのが海底なの

で、遠く離れた陸上からの観測では十分モノがい

えない。観測強化地域への格上げと初の海底地震

計敷設はこのような背景を持つ。

特定観ifllJ地域の北海道東部に43年 6月17日M=

7.4の地震が発生、根室半島沖地震と命名された。

震央はほぼ予想された位置だったが、規模が予想、

より小さいのと、 地震後の陸上で観測される地殻

変動がモデルとあわないことなどから、同地域に

はまだ大地震のエネルギーが残っているのではな

いかという疑問が主に大学研究者の聞から提出さ

れたが；予知連絡会は「エネルギーの80%を放出

した」との見解をまとめて発表した。 しかしなお

指定を解除せず今後の推移を見守ることになった。

なお、 地震予知研究の中核となっている東大地
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震研究所に45年夏起った紛争は解決に4年間もか

かり、予知計画推進に大きなプレーキをかけた。

このため内外に「役に立たぬ地震研究所などつぶ

してしまえ」という声すら出たほどであった。

最後に現在の地震予知研究、体制の問題点を二

三あげる。

例を“実用化”に近い微小地震観測にとると、

過去10年間に多くの記録が得られた。 しかし山間
へき地に数点の観測点を配置したー微小地震観測

所あたり助手1名、技官1～2名の体制では、研究

者が潜在的な研究価値を十分知っていても、これ

を研究に使う余裕がない。新鋭の機械はついた、

データは山ほど集まったがそこから何かを引出す

人がいない、というのは我国の組織の通へいである。

次にある程度研究段階を終えた観illlJ方法は、実

用のためにこれを業務化しなければならないが、こ

れをどうするか今のところあまり具体的に検討され

ていない。例えば各大学が微小地震の全国的な観

測網を組織的に分担して常時維持、解析すること

はきわめて難しい。例えば夜間や休日に異常現象

が出たとしてもどうにもならない。組織の大きさや

経験からいって、気象庁が一番適任だと誰しも認め

るところだし、同庁も自動検視lj装置の開発などを進

めてはいるが、さらに組織の人員、予算の点から現

状の地震課では到底まかないきれず、地震部への昇

格、あるいは地震庁の新設が必要と見る人が多い。

さらに、そうなっても地震予知観測にはなお多くの

研究的要素を含んでおり、官庁組織の中でこれをど

う処理するかは組織作り以上に難しい問題だろう。

2～3か月ごとに会合を聞く現在の予知連の体

制も、たとえ刻々の情報が得られるようになった

としてもこれを生かすことは難しい。急追した異

常が検知された場合、危険性をどう判断し一般に

どう知らせるかは早急に研究さるべき課題だ。

研究者と一般大衆のギャップは絶望的なほど大

きい。単に情報を報道機関に流し、時にふれてPR 

をするという低次元に止まるだけでなく、情報の

伝達から一般大衆の反応まで含めた研究を独立し

て取上げの学校教育の段階から地震、防災を浸透

させて行かなくては地球物理学的に予知し得ても

その防災上の有効性は期待できない。

（いそべ ひろし／読売新聞科学部）
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忘れられていた防災

戦後日本の民間航空の防災史は、 H召和41年を境

にしてはっきり二分されている。

すなわち、それ以前は航空災害防止上、これと

いって顕著な動きがほとんど見られなかったのに

対し、この年以後、にわかにそれが活発化したこ

とである。

日本の民間航空は、戦後 6年間の空白を経て昭

和26年10月に再開されたが、そのわずか半年後に

いわゆる．も く星号”事件 （別表参照）が発生、

37人の犠牲者を出している。このスタート直後の

大事故により、本来ならばここで防災対策が真剣

に考慮されるはずのところ、事実ははかばかしい

進展をみることのないまま忘れられてしまった。

これは、当時の国内線の運航がアメリカ企業の

子によって行われ、かつ、事故原因の重要な部分

がアメリカ占領軍の秘密のベールに包まれて、あ

いまいな状態のまま事件に終止符が打たれたとい

う事-mもあるにはあったが、なんといっても、当
時は航空旅行そのものがまだ一部特権｜；皆級の占有

物であり、したがって事故に対しでも一般国民の

関心が薄かったという点が最大の埋由であった。
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民間航空の
防災

その後、別表のように、昭和40年に至るまでに

大小17件の事故が起っているが、いずれも犠牧者

の数が比較的少なく、また、空の旅がまださほど

一般化していなかったこともあって、国民の大部

分は事故を猟苦手的な眼で眺めこそすれ、身jfrな問

題として受けとることはほとんどなかったといっ

てよい。

この問、海外諸国では大規模な航空事故が例年

数十件も発生しているのに比べ、我国でそういう

大惨事が経験されなかったことはまことに幸運と

いわなければならなかったが、防災への関心や対

策という点ではこれが裏目に出て、国民もマスコ

ミも航空の安全については、いっこうに正しい認

識を持とうとしなかった。そして、航空関係者た

ちが、利用者によけいな不安を与えまいと、防災

問題にはことさらロをつぐむ傾向のあったことも

否定できない。

さらに、桜本的な問題として政治の無為があっ

た。由来、国民もマスコミも関心を持たないよう

な領域に政治の努力が注がれるわけはないが、昭

和30年代末期から航空輸送需要が爆発的な増加傾

向をみせはじめていたにもかかわらず、政治は世

間の無関心をそのまま反映して、航空安全に対し
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てはほとんど無策のまま推移してきたといっても

過 ヨーではない。

可能性もあるということを、実！惑としてとらえた

ともいえよう。

もちろん運輸省当局も各航空企業も、個々の細

部については、そのつど防災対策をすすめ、それ

はそれで貴重な替相となって効栄をあげてはきた

が、官側は低額一予算と要員不足に悩み、企業側は

ぼう大な累積赤字と’険性的パイロット不足に苦し

む状況の下では、いわば小手先の修正を重ねるの

が閣の山であった。

このような社会の｜剥心の高まりを千T対に、政治

もマスコミむようやく航空安全問題に対して真剣

に取組む姿勢をみせはじめた。

この芯：μAえでは、 H併 U41年を日本の航空防災元年

と日乎ぶべきであろう。

さて、この昭和41年のi主続事放を契機として、

後にillべるように、従米の貧困な対策に比較すれ

このように民間航空再

開後、最初の15年間は、

安全問題は航空界の片隅

に追いやられ、 －見伶てら

れていた といってよい。

転機となった

連続事故

こういう無関心状態か

ら一転して、日本人を航

空防災問題に狂奔させる

ようになった転機が、昭

如41年に相次いで発生し

た4件の連続航空4故で

あった。 （別表参照）

それまで、いわば無風

状態に近かった日本の民

間航空界に突然4件もの

大型旅客機墜落事件が連

発し、371人もの犠牲者

を出したことは、青天の

l海・11芸にも似た衝継を社会

に与え、人々はにわかに

航空の防災を身近かな問

題として感じはじめたの

である。

いささか誇サ長していえ

ば、日本人はここに至つ

てはじめて飛行機はおち

るものだというこ とを、

そしてそれがいつか自分

の身に降り懸かつてくる
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ぱ画期的ともいえる各種の施策が実施に移され、

相当な好結果を生むことになった。

ことに行政面では各種の予算が大幅に増加され、

（註 ・昭和41年度152億円、 42年度216億円）また、

企業側も従来の”くさいものにフタ”式の態度を

捨てて安全問題と正面から取組む姿勢を示しはじ

めたことは、この連続事故の残した最大の遺産で

あった。

しかし、一方では、古くなって実状に合わない

といわれた航空法が旧態のまま相変らず存続し、

空港・空路の混雑はいっこう解決されず、事故調

査体制もいぜんその場しのぎの臨時編成ですます

など、基本的な面では事態はほとんど改善されて

いなかったといってもよい。つまり、行政レベル

ではともかく、政党 ・政府のレベルでは安全問題

に対する認識が必ずしも根本的に改められたわけ

ではなかったのである。

さらに昭和41年の連続事故以後、同46年前半に

至るまで再び大事故皆無の状態が続き、 ーたん盛

上った防災への意欲を次第に鈍麻させて行ったこ

とがこの傾向に拍車をかけた。

昭和46年から47年にかけて起った第 2回の連続

事故が、この鈍りつつあった安全への関心を再度

呼ぴおこす結果となったが、なかでも雫石上空で

起った空中衝突事故は、その背景に法体系の不備

や憲民両航空の相克、乗員訓練制度の欠陥から、

はては事故調査体制に至るまで、政府当局の責任

問題が数多く含まれている点が指摘され、各方面

に大きなショックを与えた。

このように数多くの惨事と犠牲を経なければ防

災への認識が得られなかったということは、まこ

とに情けないことではあるが、それはともかくと

して、この 2度の連続事故によって我国の航空防

災体勢は、建前としては現在ようやく先進国の水

準に追いっこうとしており 、緩慢ながら一応の軌

道にのったといえる。

いうまでもなく現代の航空機の運航はぼう大な

裾野のひろがりに支えられて成り立っており、そ

の大部分が安全にかかわっているといっても過言

ではないが、それらすべてに言及するわけにはゆ

かないので、以下、主な問題について安全性向上

の経過を述べてみよう。
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改善された予算と調査制度

防災問題の根本的指針となる航空法は、昭和27

年に地行されて以来、何度か細部の手直しを受け

ただけで20年間存続してきた。元来これは発足当

時のプロペラ機を対象として編まれた法律で、大

型ジェット機の出現以後、急速に実状に合わない

ものになったばかりでなく、例えば操縦者の監視

義務規定に疑点があったり、有視界方式で飛ぶ航

空機の無通告航空路横断が放置されていたり、高

高度航空路の定義がはっきりしなかったり、とい

った重要な問題を含んでいた。

昭和47年の雫石事故を直接の契機として、これ

を恨本的に大改正しようという気運が躍り上った

が、全面改正にはかなり長期間を要するので、と

りあえず安全関係の緊急項目のみについて審議が

行われ、 1年後に一応の成案を得て国会に上程さ

れたが、その国会自体の混乱のために、まだ成立

をみていない。

次に予算蔚から眺めてみると、ここでも速続事

故以前の貧困ぶりが目立つ。

ちなみに、昭和30年度と同40年度を比較してみ

ると、この間に航空旅客数は36万人から 560’万人

へと16倍に、輸送実績が3.5億キロから49億キロへ

と14倍にも増加しているのに、航空関係予算は16億

円から116億へとわずか7倍強にしかなっていない。

このきん少な予算によって行政はなかなか航空

輸送の笑態に追いつけず、逆に差が広がる傾向も

見られたが、昭和42年度に至って、連続事故の教

習ljにより航空局予算は一挙に前年度比42%増加さ

れ、はじめて 200億円を超えるようになった。

以後、潤沢というにはほど遠いにせよ、航空予

算、とくに安全関係のそれはほぼ順調な伸びをみ

せて現在に至っている （註・昭和49年度予算は財

政投融資を含め、約2,062億円）。

航空管制についても、もうひとつの大きな問題

は事故の調査制度τ’あった。
事故調査は防災上もっとも重要な機能を果すべ

きもののひとつであるが、従来、とくに昭和41年

以前の我国の実状は、航空局航務課および検査課

等に属する担当官数名が明確な調査制度も指針も

ないまま名人芸的に処理し、試験設備はおろか出



張旅費にさえ事欠く有様であり、多くの場合、正式

の報告書さえ作られなかったといわれている。

昭和42年になって専門の事故調査諜が作られ、

中 ・小事故の調査にあたるようになったが、要員

も少なく、十分な成果をおさめるにはほど遠い状

態であった。他方、大事故の究明には、そのつど

学識経験者を集めて臨時調査団を組織する方法が

とられてきたが、企業との関連や官側とのあつれ

きあるいは組織内部での紛糾など、とかくトラブ

ルが起りがちであり、 世間の批判も絶えなかった。

この臨時調盗団方式は昭和47年度まで存続した

が、航空法改正の動きと時を同じくして常設調査

機開設置の動きがようやく具体化し、航空法改正

より先に議会の承認するとこ ろとなって、 昭和49

年 2月に待望の航空事故調査委員会が創設された

のであった。

この委員会は運輸大臣の直属機関として、要員

も予算額も現在の我国の実情にほぼ見合うだけの

規模を与えられ、国際的なスタ ンダードにのっと

って活動を開始しており、ここに日本の事故調査

体制も一応本来あるべき姿を達成したといえよう。

パイロットは数より質の時代へ

日本の航空安全問題のうち年来の宿あというべ

きものはパイロットの慢性的不足であった。

民間航空再開とともに運輸省は宮崎市に航空大

学校を開設したが、その養成数はわずか年間30名に

過ぎなかった。にもかかわらず、航空輸送の発展に

伴ってパイロットの需要は急増し、各航空会社が

これを奪い合う状況が長く続いた。航空大学校には

落第がなく、就職も全員が保証された、という有名

なエピソードがこの聞の消息を加実に物語っている。

航空会社側！？では外人乗員の導入、防衛庁ヘ委託

しての養成および自社内での養成など、苦肉の策

を重ねて当面をしのいできたが、これまた連続事

故を契機にその弱体ぶりがクローズアップされ、

事故後、航空大学の年間養成数が90名に増やされ

たのを手始めに、昭和44年に仙台分校が、同47年

に帯広分校が開設され、現在では養成人員も 135

名にまで拡大されている。 また、航空会社側でも

訓練所を増設したり訓練専用機を増強したりして

予防略報官・e

要員確保への努力を重ねてきた。

その結果、パイロット数は着実に増え始めたが、

昭和47・48年の連続事故でパイロットの誤操作や

判断不良の事実が表面化し、今度はパイロ ッ トの

質の問題に論議が集中した。過去に急速に大量養

成を急いだあまり、本来大型輸送機の操縦に適性

を欠く人々が若干混じっていたのではないか、と

いうことが改めて見直されたのである。

航空事故の原因の 7割まではパイロ ッ トが直接

間接に関与しているといわれ、その選別や訓練が

事故防止に深い関係があることはいうまでもない。

そして、航空機、とくに大型民間機の運航には

人によ って適・不通があることは厳然たる事実で

あり、もし不適格者が混じっているとすれば、た

だちに排除されなければならないことももちろん

である。が、絶対的な婆員不足の状況下では、そ

れは言うべく して行いがたいことであった。

しかし、養成規模拡大の効果があって、現在で

は若いパイロットがやや過剰気味になり始めてお

り、航空会社でもU1o年あたりから新人採用にあた

ってかなりの選別をする余裕が生れてきた。

また、絶対不足時代には、巡輸省も企業側も 、

パイロットの資格昇任試験などにあたって必ずし

も適正厳格な審査を行ったとはいいがたいような

面もあったが、これも現在では急速に是正されつ

つある模様である。

パイ ロットほどではないにせよ、 航空交通管制

官の不足も深刻な問題であった。

巡輸省では昭和34年に航空職員訓練所をつくり

管制官の養成を開始したが、昭和42年にこれを航

空保安職員研修所、さらに同46年には航空保安大

学校と改称して内容を拡大、充実させた。

しかし、その養成数はいまだに十分とはいいが

たく、例えば7億円もかけて最新のレーダー基地

を完成しながら要貝不足のため数年間実用になら

なかったなどという話もある。

また、管制官だけでなく、各種の保安用機器の

保守整備にあたる技術者も問題で、低賃金のため

民間のメーカーなどか ら高給で引抜かれる例が多

く、これも悦性的な人員不足をかこっている。

管制用の設備は今後ますます複雑化 し、量的に

も急増する傾向にあるが、その要員の確保が事故
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防止の上からも重要な問題となろう。

空港周辺に安全地帯を

防災上のかなめのひとつでありながら、取扱い

のやっかいな問題のひとつが空港である。

我同には定期便の寄港する空港が約60か所ある

が、その多くは昭和J20年代末期から30年代にかけ

て急造されたもので、当時のプロペラ式旅客機を

対象に、 1,200m級の滑走路 1本と NDB（無指向

性無線標識）だけという最低限の施設で実用に供

せられた。最低限の設備であるから、むろん各種

の制限つきで使用が許可されていたのであるが、

それでも常に事故に結び付く危険をはらんでいた。

昭和41年11月の松山事故を契機にそのあまりの

貧困さが論議をH乎ぴ、ようやく、これにこたえて

運輸省は空港整備5か年計画をたてた。すなわち

予算 1,050億円をもって全空港の約半数の滑走路

延長や保安施設充実を昭和42年度から実地に移し

たのである。

しかし、これも予想を上まわる航空輸送の拡大

でたちまち実状に合わなくなり、昭和45年に進歩

率70%の時点で打ち切られ、代わって予算 5,600

億円の第 2次 5か年計画が昭和46年に発足した。

これら 2回の務何ti計画によって現在までに10か

所が大型ジェット空港に生れ変わるなど、相当の

成果がみられたが、しかし、この第2次計画も僚

に突当り、現在、これを第 3次計画に切りかえる

構想が進んでいる。理由は土地の取得が難しくな

ったことや拡張に伴う騒音問題が激化してきたこ

となどで、次の第 3次計画では拡張予定のかなり

の部分をとりやめ、騒音対策を主としたものにな

るはずである。

また、従来の務備計画では滑走路延長などの土

木工事ばかりが先行されるきらいがあったが、今

後は無線航行援助設備など、保安関係施設の充実

にも努力が注がれる方針である。

さらに、消防車のない空港やタワーの視界不十

分な空港が少なくなかったが、これも徐々に改善

されつつあり、ハイドロプレーニング防止のため

滑走路にミゾを切る実験なども始められた。

反面、空港をめぐる諸問題のうち、まだほとん
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ど手がつけられていないのが防災空地である。

我国で空港周辺の土地利用といえば騒音対策が

すべてのように考えられがちであるが、航空事故

の多くが滑走路の前後で起っていることを考える

と、せめて前後数キロずつを空地とすることが望

まれる。 これは日本の土地事情を考えると至難の

わざであろうが、実は防災上非常に切実な問題で

ある。 これも、幸い今まで大災害を招いた例がな

かったので忘れられがちであるが、その可能性は

常に考えておかなければならない。

切実な保安用施設

空港と関連して各種の飛行援助装置も防災のき

め手となる。

ひところまでは空港建設を優先するあまり、こ

れらの設備は等問視される傾向にあったが、昭和

46年の第 2次空港整備計画発足にあたって、これ

らの設備を切りはなし、予算約 700億円をもって

航空保安施設整備計画を別個に実施したのは大き

な進歩であった。

これによ って従来原始的なND Bが大部分を占

めていた国内の無線標識も次第に精度の高いVOR

（超短波全方向式標識）に切りかえられつつあり、

また ILS（着陸誘導装置） や ASR（空港監視レ

ーダー）， PAR （精測進入レーダー），DME （距離

測定装置）などの近代的設備も徐々に普及して飛

行の安全性と同時に定時性向上にも大きな役割を

巣しつつある。

また、近年空域の混雑のためにニア ・ミスが増

加する傾向に対し航空路を飛行中の全機をモニタ

ーし得る ARSR（航空路監視レーダー）を全国8

か所に設置する計画（現在4か所完成）が進めら

れており、従来管制官の記憶だけに頼っていた管

制方式に比べて大きな進歩がもたらされようとし

ている。

これと同時に、航空機の自動的識別と指示を含

む管制の自動化がはかられつつあり、 一部はすで

に実用されている。

これらの様々な装置や設備によって飛行の安全

は飛躍的に向上したといってよく、防災という見

地からみれば、空港そのものの拡張などよりさら



に意義は大きいともいえよう。

しかし、例えば監視レーダーや無線標識を新設

する場合に、やはり土地収用が次第に困難になり

つつあるし、これらを操作、管理すべき要員の確

保も必ずしもスムーズにいかないという事情があ

って、将来は楽観できない。

また、現在の整備計画が主要都市の空港中心で

あり、計画が100%完遂されたとしても、末端の

ローカル空港のなかにはもっとも簡単な VASIS 

（目視進入角指示灯）さえ持たぬ空港が残るとこ

ろにも問題がある。

もうひとつ、雫石事故の教訓によって、自衛隊

機の訓練空域を洋上遠くに分離し、小型自家用機

などの飛行区域に制限を加えたのは効果的であっ

たが、反面で自衛隊機の洋上遭難の可能性が増え、

かつ、その救助のための時間も距維も伸びるとい

ったマイナス面も出ている。

最後に一言述べておきたいのは、我国には、 実

害が起るまで対策が行われがたい、という傾向が

強いことである。

はやくから軍民両航空機混在の危険がいわれて

いながら実際に雫石で衝突が起るまでははかばか

しい対策もとられていなかったことなどがその好

例であるが、 似たような問題が今後も繰返される

可能性が大きい。

例えば、鳥との衝突による墜落事故や、パイロ

ットが機上で病死する例などは、外国ではしばし

ば報告されているが、我国にはまだ発生しておら

ず、したがってその対策もごく一部の当事者の聞

だけで小規模に行われているにすぎない。

また、去る 3月にフランスで貨物係員のドア操

作ミスによってエアパスが墜落するという惨事が

起ったが、いままで安全問題には無縁のように考

えられていた地上職員の再教育の問題も真剣に考

えるべき時期である。

航空機が複雑化し、その巡航が広がるにつれて

防災対策もより広範囲に、しかもよりき め細かく

行われなければならない。

航空機自体の防災対策の経緯についても触れる

べきであったが、紙数がつきたので別の機会に繰

ることにしたい。

（せきがわ えいいちろう／航空説，治家）

予防時報官・e

戦後の主要民間航空事故

ll{HU 

27・4 9 bl 航7ーチン 202'1~ むく h’ぢ が大向. ＇.I瓜山に衝突、

3?r，全u化亡。
32・5・20 fl 航DC-4 ＇＼ ＇！ 機が立川 ），~J也へ府！被のさいM立、化f))jなし。

32・9・30 円航 DC-4 司＇！ "if.f11i~~ーが fJりす空港を離脱出後に不時稿、

s r.rtfl!i。
33・8・12 全円全DC-3刷機が下 IA i •I• で略法、 33 f，令u 死亡。

33・ 10・21 全l:fili ダブ機が松ill ili泌で111•11本店｜盗、死f))j なし。

35・3・16 全日空DC-3!1:1機が名古巌ili港内で自衛隊機と衝突、
3 f,9E亡、 gr.£~flJi. 

36・4・24 日航DC-8'.11桁般サが羽IU空港て寸ーパーラン、少E仰なし。
37・4・JO 日航DC-41¥'1榛名号が伊丹空港で胴体制盗、9E似なし。
38・2・18 JI.[ IE航空ダブ機が徹子仏空港で丘に衝突、 8名負jlJ。
38・4・24 4そ自宅パイカウント機が羽Ill空港でNi'l休稲｜培、死傷なし。
38・5 I 日来航宅オッタ 機が淡路品論鶴羽山に衝突、 gr.

化亡：. 2 r.nri!i。
38・5・JO 全日常DC3'¥'i機がfillf;空港で特に衝突、 7f,)'1似。
38・8・17 雌出航空へロン機が八丈日 1に衝突、 19f，金u化亡。
39・2・18 II ii!航雫7ラード機がfJfN空港総l控直後に不時う皆、2

-ME亡、 8.r. !'lf))j。
39・2・27 川上航空コンベア240＇＼＇！機が人；分空港で堤防に衝突、

20.r.，少E亡、22r,nr1!.i. 
39・4・16 向上航空ピーチ 181t！機が脱~i；“：，：！＇）＇.浴で仰を折州、 4

r.rtfl!i. 
40・12・25 日航 DC-8引機がサン7ランシスコ離脱後発動機骨量

発、少ビf))jなし。
41・2・4 全円宅ボーイング727引機＊＇；＇mに1：~端、 133名全u死亡。

41・3・4 力ナダ太‘l"i羊航空 DC-8＇＼＇！機が羽間空港で炎上、 64
r. ~ビ亡、 8 f,ftf話。

41・3・5 BOAC航空ボーイング 707'IY機が自七山で幣縮、124
れ企μ化亡。

41・II・13 全H:!')'. YS-11 ＇＼＇！機が松山沖に峨夜、 sor.~1~ 死亡。

42・1・22 日本凶内航空YS-11＇.＼＇・J織が函館空港でオーハーラン、
4手うれf))j。

42・2・9 日本間内航空コンベア 240引機の窓が浜松 I・.宅で；W
n.. i r. l'lflJi。

43・11・23 日航 DC-8！＼＇！機がサン7ランシスコi:'iで持水刷機。
少t:flJiなし。

44・4・4 II航コ／べ7 880引機がfJfJ•J-セ泌でオーバ ラン、
胸if）汁JI、少EflJiなし。

44・!0・20 金l:filiYS-1 1 引機が山崎＂.）！沿で土 f· Iこ衝突、 42 .Y. ！~f品。

44・12・14 全日会 YS- 11 1＼＇』機が淡路 l’やで i！売J己』~r !Jfl社機と娘触、

YEl・lkなし。
46・ 7・3 点似lEl I人l航＂1'YS 11ばんだいりーが尚館北）jで峨様、

68.Y，令u死亡。
46・7・30 全日空ボーイング 727！＼＇！機が【＂＇イiJ-.:1!でLil尉隊機と

衝突、 162.Y. ~ll 化亡。

46・8・29 全l:fili YS-11引機がf11J台空港へ，（j肢のさい脚をflr-IJl、
gr. Hrv;. 

47・5・15 H航 DC-8引機が羽川空港で雌I'棋の1:J字、滑走路をそ
れ、 16f,f'tf))j.

47・5・30 償iJ~航恨のセスナ 402 ！＼＇！機が北海道II形凹Iで峨孫、
IOf，，金u死亡。

47・6・14 H航 DC8 '¥'I機がニュ ヂリ で峨端、 86f，，死亡．
3名t'1f))j.

47・9・23 ＊・IFIEJ内航£）＇.VS111¥＇！機が t恒夫空港でijJol体府l説、化
f))jなし。

47・9・15 1州国航空YS-11削機がm1出i空港へ泊｜織の郎、倒丘、
少ビfl，~なし。

47・9・24 H航 DC8刷機がボンベイで黙って小飛行場へ府内、
101円flf))j。

47・11・28 H航 DC8 ！＼＇！機がモスクワで雌｜地1((後にU科在、 62f,
死亡、 14.r. f'l似。

,It：旅存輸送中の比較的入ー税悦なが般のみ収録した。したがっ
て ~t:flh ，，，政ではあ って も小引遊覧機、 貨物機、訓練機等に~~！k

したもの、およu向i段、 J1¥i少ヒ、，r;L'...¥iilやハイジャック等による
ものはl仇いた。
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新潟地震で爆発炎上した石油タンク火災現

取材するテレビ・カメラマン。（NHK提供）ー

防災：情報伝達の変遷と課題

柳田邦男

今日の災害対策の原点になっているのは、いう

までもなく関東大渓災と伊勢湾台風である。例え

ば、「関東大震災級の地震にも耐えられる建築構

造」とか「伊勢湾台風級の高潮にも耐えられる｜坊

潮堤」といったぐあいである。これは、防災報道

の分野においても全く閉じである。現代のような

都市化社会の中では、非常災害時における情報伝

達の役割はますます大きくなっており、関東大震

災級の地震災害や伊勢湾台風級の台風災害に対し

て、防災のための情報伝達が十分に機能し得るか

どうかは、おそらく災害の規模をー ケタも二ケタ

も大きくしたり小さくしたりするほどの影響力を

持つであろうといわれる。この意味で、いまや情

報伝達の問題は、防災対策の中で極めて重要な位

置を占めるようになっており、戦後災害史の中で

災害報道がどのような役割を呆し、あるいは果し得

なかったかの系譜をたどることは、今後目指すべ

き防災の道を探る上で非常に重要であると思う。

枕崎台風の教訓

戦後の災害史は、極めて不幸なスター卜を切っ

たといわなければならない。それは、昭和20年 9

月17日の枕崎台風である。九州、｜から中園地方を通

った枕崎台風は、その勢力と被害規模の大きさに
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おいて、室戸台風（昭 9）、 伊勢湾台風（昭34)

と並んで日本の三大台風といわれるが、この台風

による死者行方不明3,000人余りのうち、実に2,012

人までが広島県下の犠牲者であった。この数字は、

防災対策を情報伝達という面から考えるとき、非

常に重要な意味を持つ。

台風に限らず、 地震を含めて、あらゆる災害情

報は、戦時中「気象管制l」によって統制され、災害

の実態が国民に知らされなかったばかりか、台風

襲来の予報さえ発表を禁止されていた。この気象

管制は、戦争終了とともに昭和20年 8月22日に解

除され、天気予報も再開されたが、気象業務体制

の再建は遅れていた。しかも、 山林は濫伐され、河

川の堤防工事は放置され、国土は荒廃の極に達し

ていた。そこへ襲ってきたのが、枕崎台風だった

のである。とりわけ広島は、原爆によって廃虚と化

し、辛うじて焼け残った広島地方気象台も、職員

の多くが原爆症で病床に伏し、わずかばかりの職

員で観測を続けるのがやっとという状態で、とて

も予報や台風情報を出せるような体制になってい

なかった。放送局も、臨時の放送所で電波を出し

ていたものの、ほとんど東京からの電波を中継す

るのが精一杯であり、きめ細かいローカルの台風

情報を出すことはできなかった。県や市の行政機

構も惨たんたる有様で、台風の襲来を住民に伝え



る機能は完全に失われていた。こういう状態のと

ころへ空前の大型台風が直撃し、記録的な豪悶を

降らせたのである。人々は台風の襲来を知らされ

ないまま、山津波にのまれ、洪水に流されていった

のであった。広島県下の犠牲者数が、台風の上陸

地であった九州地方の総数よりはるかに多かった

のは、以上のような事情によるものであった。枕

崎台風の悲劇は、戦争のキズ跡そのものであった。

枕崎台風が示したもの、それは、情報途絶下の

災害がいかに恐ろしいものであるかということ、

言換えれば、適確な情報があれば、避難等の措置

により災害を最小限に食止め得るのだということ

であった。このことは、今日に通じる意味を持つ

廃史的な教訓であるということができょう。

傷だらけの防災報道前史

しかし、この教訓を克服することは、決して容

易なことではなかった。それは、第一に、正確な台

風情報を出すための観測と予報の体制が、学問的

にも業務的にも立遅れていたし、第二には、報道機

関の意識と体制も立遅れていたし、第三には、何

といっても治山治水、都市改造等の根本的な防災

対策の歩みが遅々として進まなかったからである。

昭和20年代から30年代初期にかけての災害のうち、

予防時報官・e

主なものを列記 しただけでも、｛91］えばカ スリ ン台

風（昭22、利根川決壊などで関東・東北地方を中心

に死者行方不明1,417人）、アイオン台風（昭23、北上

川決壊などで関東 ・東北地方中心に死者行方不明

878人）、ジェーン台風（昭25、大阪湾に高潮など四

国 ・近畿 ・中部を中心に死者行方不明 512人）、梅

間前線豪悶（昭28、西日本一帯の長問で死者行方不

明2,029人）、洞爺丸台風（昭29、青回連絡船洞爺丸

の沈没などで死者行方不明1,761人）、減早水害（昭

32、前線豪雨で九州で死者行方不明992人）、狩野

川台風（昭33、狩野川決壊などで東日本一帯に死者

行方不明1,269人）、等々、あらゆる面で防災対策

の立遅れが露呈された災害の連続であった。カス

リン台風から狩野川台風に至る台風災害の数々は、

国土の荒廃の結果以外の何ものでもなかったし、

洞爺丸の悲劇は台風科学の未発達と情報の受け手

側の判断の不適切さの帰結であったし、，f：来早の惨

事は集中豪問予報体制の立遅れに起因していた。

もちろん、こうした中で、マスコミ・メディアは

いたずらに手をこまねいていただけではない。こ

の時期の災害報道が巣した役割を歴史的に位置づ

けるならば、それは、災害地のルポルタージュを

中心とする”被災地救済のキャンぺイン”の時期

であ L人”国土復興のキャンぺイン”の時期であ

った。それは、地袋災害すなわち福井地震（昭23、

死者行方不明3,769人）、十勝沖地震（昭27、死者

287人）の場合も全く同様であった。

また、この時期は”防災報道”への萌芽期であっ

たということもできる。その第ーは、「気象業務法」

（昭27.6.2）の制定によって、現行のような警報の

速報体制が整えられたことである。この法律は、

講和条約の発効に伴って必要となった気象業務全

般にわたる法体系を諮備するために作られたもの

であったが、注目すべきことは、各種警報（気象・

高潮・波浪 ・洪水・津波）に関して、まず気象庁に

対して適切な発表と関係防災機関への速やかな伝

達を義務づけると同時に、讐報の伝達を受ける機

関（電々公社、警察庁、海上保安庁、運輸省、 NHK、

建設省、都道府県）に対しても末端官公署や船舶、

航空機、 一般住民への警報の速やかな周知を図る

よう努めることを義務づけたことである。とくに

一般住民に直ちに情報を伝達することができる屯
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波（放送）の役割を重視して、 「笹報の:it畝IIを受け

たNH Kは直ちにその通知された事項の政送をし

なければならない」 （同法第15条）と規定したこと

は、防災対策に占める・l)'J報伝達の重要性を法体系

の中に登場させたものとして画期的なものであった。

このほか、防災報道への萌芽として、このH与期

で特記すべきことは、①ようやく普及してきたテ

レビが、昭和33年の狩野川台風のころから事前の

台風情報の放送に取組み始めたこと、②民肢がラ

ジオを中心に災害時に深夜放送を行うなど災害報

道に積極性を見せ始めたこと、であろう。このよ

うな状況の中で、報道機関は空前の台風災害とな

った伊勢湾台風に直面することになったのである。

空前の台風災害の中で

昭和34年 9月26日復、東海地方一帯を直舷した

伊勢湾台風は、伊勢湾ー帝に言語に絶する高槻lの

被害をもたらした。死者行方不明5,098人に上るこ

の台風の被害規模は、我国の台風災害史上みぞう

のものであったが、伊勢湾台風は単に災害規棋が

大きかったという点に止まらず、現代都市を童話っ

た初めての台風災害であったという点で様々な教

訓を残したのであった。

昭和34年といえば、日本は復興から成長ヘ転換

し、 「もはや戦後ではなしりの言葉が国民生活白書

にも登場した時期である。都市は、戦後の荒廃か

ら脱して急迷に膨脹し、過密化し、良い意味でも

悪い意味でも構造を変えつつあった。そして致命的

だったのは、急、膨脹した都市が災害に対して全く

無防備だったことである。名古屋港を襲った高潮

は、海岸堤防（高さ 4.Sm）をはるかに越える5.31

mに達し、風による波浪を加えた波の高さは7～8

mにも達した。巨大なエネルギーを持った高潮は、

怒とうとなって堤防を押しつぶし、名古屋市南部

の南区、港区をはじめ、愛知県飛島町、弥富町、

三重県桑名市、長島町、木曽岬村などをまたたく聞

に濁流にのみこみ、水没させてしまゥたのである。

決壊した海岸堤防が 128か所延べ14kmに及んだと

いう数字は、災害無防備都市のもろさをまざまざ

と示している。しかも、名古屋港には、高度成長

の波にのって輸入されたラワン材などの木村が、
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開港以来という35万 tも貯木されており、これら

の巨大な材木が高潮にのって住宅地に殺到したた

め、惨事は一段と大きくなった。こうして自然の

”海”に戻ってしまった海抜下の低地が泥水の底か

らf友け出すまでに 1か月から 3か月もかかったの

であり、辛うじて助かった被災者たちは生活の回

復のために長い苦しい闘いをしなければならなか

ったのであった。

この大災害の中で、報道とりわけ放送はどのよ

うな役割を果したのであろうか。

その第 1は、ラジオ ・テレビが事前の台風情報

を積極的に放送したことである。気象庁ではすで

に前日から関係防災機関や報道機関に対して説明

会を聞き、今度の台風は非常に大きいので厳重な

箸戒が必要であると呼びかけていた。このため、

ラジオ ・テレビは26日早朝から刻々と台風情報を

流し、とくにテレビは、気象庁からの生中継で、

予報謀長が直接出演し、図解入りで台風の規棋や

進路予想などを解説するという方式を採用した。

そして、午前11時15分に名古屋地方気象台が暴風

雨警報、高潮笹報、洪水注意報を出した時も、い

ち早くこれをラジオ・テレビの従波に乗せて伝えた

のであった。またラジオ ・テレビは、それぞれの

機能と特性を生かして、台風↑1'J報ばかりでなく、

台風襲来時の備えとして戸締りの仕方とかローソク、

飲み水の用意とか、身近な心得を放送した。

また夕刻以後暴風雨圏に入ってからは、報道員

たちが暴風雨や洪水の中で身の危険を犯して、暴

風間や被害発生状況を刻々と伝える努力を続けた。

当時の放送担当者の記録を読むと、「名古屋市南

部の堤防が欠壊し、家屋が流され、死傷者が出て

いるとの情報が入ったので、ラジオカーで記者、

カメラマンを出動さ せたが、 看板が吹きとぴ、~·正

キ主や｛釘E各tfiiがf到jれて、ラジオカーの千子く手をさえ

ぎり、そのうえ、眼も口も開いておられない暴風間

の中で、車がパンクして立往生」「四日市市の 4分

の 3に当る 3万戸が浸水という情報を、 四日市通

信部の記者は、箸察から 400mほど隔たった屯話

局ヘ、深さ 2mの泥水の中を泳いでたどり着き、

それを送稿し終ると同時に、通信線が途絶えたの

だった」「名古屋地方気象台からの中継放送は、建

物が揺れ、窓、ガラスは飛ぴ、壁は落ちるという騒



然、とした中で続けられた」といったぐあいで、文

字jfilり命がけの取材で、台風のすさまじさを伝え、

野戒を呼びかけ続けたものであった。

被災者に密着した

放送メディアの発見

放送が巣した第二の役；l，リは、災害発生後におい

て、被災地・被災者と密着した徹底的な地域サー

ビス ・ ~~i斉 ・ 4反旧のキャンペインを千子ったことで

あった。それは、従来の災害時のキャンペインと

次のような点で大きく迷っていた。

(1)行政機関の救般の手が遅れている被災地に入

りこんで、被災の実相を次々に訴えたこと。伊勢

湾台風による被害は、あま りにも広い範聞に及ん

だため、なかなか全貌がつかめず、とくに高潮lて、

水浸した名古屋市南部や海部f,j；鍋凹干拓地の惨状

が明らかになったのは、 3日も4日もキ＼£ってから

であり、その問、 被災者たちはほとんど放置され

たままだった。放送局員たちは、 NH Kも民放も、

腹まで泥水にっかり、あるいは筏やボートを使って、

凶維な被災地ルポに挑んだのである。例えば、中

部日本放送は報道の状況を次のように記している。

「実情をとらえるため、報道部員たちは、 マイク

とカメラを携えて、広大な被災地のそこここへ散

った。泥海の中ヘ、舟もなく、ただやみくもに分

け入るほかはないのだ。人々は孤立し、みんな自

分のことしか分つてはいない、いや自分がどのよ

うな状態におかれているかも十分分つてはいなか

った。 “人聞社会刊も“家族”も一夜にして消滅し

ていた。マイクの仕事はまずそこにたどり着くこ

とであった。幾台かのジープがむなしく深みに沈

んだ。ょうやくマイクが差出された時、はじめて

社会．．がよみがえる。（中岡各）被害の実相はその者｜ ) 

J立深刻さを増していつた。そこを訪れた取材班の

手から初めて水を飲んだ人、何も食べてないと訴

える人、そしてまたその上に雨が降るのである。」

(re B Cレポート』1959. 11) 

中継用のトランジスタカメラが活躍したのもこ

の時が初めてであった。カメラは浸水地域にまで

入りこんで、被災地のなまなましい惨状や被災者

の訴えを、行政当局をはじめ全国の茶の間に伝え
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たのである。 テレビによるもた況中継は大きな反轡

を呼ぴ、全い，，弁J也からの救iii:物資は急に増えたほ

どであった。

(2）ラ ジオを中心にして、被災者に役立つ告知lの

放送に桁極的に取組んだこと。！ムー城大災害の被災

者を不安に陥れるのは、間報の途絶て許ある。被害

の全ぼうがどうなっているのか、救段対策はどう

なっているのか、食:f'l1！・7.k・7正気は・・・・・という類の

・h'J報ほど：爪要なものはない。 そこでラジオは、被

災者にとって役に立つと，思われる情報はどんな小

さなことでも放送する方針をとった。 とりわけ放

送ならではの役制を来したのは、戦後の“尋ね人”

に該当する『摂災者だより」の放送であった。当時

のNH Kの111.当者は次のように語っている。「初日

に水没地帯に出掛けたときに自分たちのーー家が犀

似の上に上ったり、 了二｜析に避難したりして、とに

かく家族一同無事であるということを、自分の親

類なり縁者なりに生IIらせてほしいということを誰

からもどこからも婆望された。そこで二日目から

は放送要員に伝言用紙をもたせてやったんですが、

いやもう沢山の伝言を受けて，Mりまして、それを

早述 『権災者だよ り』として出したところ、それを

11r1＂、た人がもう一通路認したいからと問合せがあっ

たり、それを頼んだ人も自分が直按その放送を聞

くことはできないが、自分の安否を知らせられた

という安心感が得られたり、また、地方から安否を

尋ねるものがきたり、ゴ，，市に喜ばれました。」

（『放送文化』1959.12) 

こうした実紺は、大災害の場合に放送というメ

ディアが、いかに被災者や同民全体と密接な関係

を持ち、大きな役得I］を果すものであるかというこ

とを示すものであろう。ちなみに、伊勢湾台風か

ら約1か月間に放送された災害関連番組は、 NHK 

がラ ジオ230本、テレビ60本、 CB Cがラジオ65本、

テレビ44本にのぼった。停屯下においてラジオ・テ

レビの効用に疑問をはさむ見方もあったが、よう

やく普及しはじめたトランジスタラジオ（名古屋地

区の所有世帯は、中部日本放送の調査で23.7%で

あった）が架した役持I］は、そうした見方を覆すだ

けのものがあった。実｜；祭普及率はまだ低かったと

はいえ、トラ ンジス タラ ジオを持っていた人たち

は、周りの人たちと一緒に聞いたり、聞いたこと
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を近所に大声で伝えたりするなど、予想以上によ

く利用されたものである。そしてその後トラ ンジ

スタラ ジオは、災害用備品のーっとして欠かせぬ

ものに数えられるようになったのである。

“被害報道”から“防災報道”へ

しかし、伊勢湾台風において放送が多くの問題

を残したことも指摘しなければならない。その最

大の問題は、事前の台風情報が巣して災害の防止

にどれだけ役に立ったのかという点であった。い

ろいろな警告や注意事項は伝えたが、致命的だっ

たのは、高潮に対する判断が、建設省や自治体は

もとより、気象台・報道機関・住民のすべてにおい

て甘かったことであった。「まさか・・・・・・という気持

が、誰の胸中にもあったことは、過去の経験から

当然かもしれない。だが、名古屋地方気象台では、

たしかに”有史以来”の台風がくると断言 したとい

っている。それならばその“まさか”という楽観が

払拭されなかった責任は、コミュニケーション過程

のどの部分かが負わねばならぬことになる。 この

重大な箸告が言葉としてではなく、実感として末端

にイ云わるのでなければ、マス ・コミュニケーション

というものに、何ほどの信頼がおけるだろうか。

そこを、冷静荘重な口調で「厳重な答戒を要しま

す』と突っ放されたら、無力な庶民は一体どう

すればいいのか」（前記r~B Cレポート』） という

反省記は、報道機関すべてに共通する教訓だった

のである。もちろん放送が資任を全部負担すべき

だというわけではない。日本建築学会の調査では、

住民が避難しなかった要因としては、市町村が避

難命令を出さなかったところが多く、出しでも伝

達体制があいまいであったこと、停電によってラジ

オ ・テレビの情報が途絶えた家庭科多かったこと、

住民の側は災害の重大さについて経験も認識もな

く、台風情報をほとんど聞き流しにしていたこと

などが指摘されている。つまり、高糊轡報は午前

中に出されていたのに、結果的にはほとんど生か

されなかったのであった。

この苦い教訓は、その後自治体と放送機関の努

力によって 2年後の第2室戸台風では完全に生か

され、さらに「災害対策基本法」という形で法的
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にも整備されることになったQ

第 2室戸台風は、昭和36年 9月16日阪神地方を

直撃した台風である。 この台風によって大阪市の

沿岸には 4mを越える高潮が押し寄せ、全市のほ

ぼ四分のーを濁流にのみこんだのであった。 とこ

ろがこの台風による災害が、伊勢湾台風のときと

大き く違っていたのは、 高潮による死者がゼロ ／

だったことである。それはなぜだろうか。 もちろ

ん都市構造や居住条件の違いによって、災害の様

相は大きく違ってくるものだが、死者ゼロの成果

は、放送による適切な情報の伝達に負うところが

極めて大であった。

この日 NH Kも民放も、朝からラジオ・テレビの

特別番組や特設ニユースで、台風情報や避難命令

を刻々と伝えた。大阪府知事もテレビとラジオで

直接府民に警戒を呼びかけ、住民たちは、警察・消

防 ・日赤奉仕固などの誘導で、暴風間の中を整然

と避難したのである。避難した人たちは大阪市内

だけで10万人を越えたといわれ、高潮が防沖II堤を

越えた時には水没地待には住民はいなかったので

あった。気象災害においては、適切な情報の有無

は、被害の規模 （とくに死傷者数）を 1ケタ以上

左右するといわれるが、放送によるリアル・タイム

の情報伝達が、これほどまでに威カを発揮したこ

とはかつてなかったし、それは同時に現代の防災

対策における放送の目指すべき道を実例をも って

示したものであった。

「災害対策基本法」は、従来の 「災害救助法」や

「水防法」などによってばらばらに行われていた防

災対策を一本化すると共に、ややもすれば起って

しまった災害の救助に偏りがちだった国の災害対

策の姿勢を根本的に改めて”防災”の面を柏、極的に

打ち出そうというねらいで作られたものである。

伊勢湾台風後にその立法作業が始まり、昭和36年

11月15日に公布施行されたが、この法律は、防災

対策上放送による情報伝達の役割を重視して、そ

の任務と責任を明記した点で画期的なものであっ

た。つまり NH Kを国鉄・電々 ・電力会社等と同じ

「す旨定公共機関」に指定し、＠災害情報を速やかに

国民に知らせるため、必要な組織をつねに務備し

ておくこと、＠災害に関する情報を集め、その伝

達に努めること、の知事や市町村長は、住民の避



難命令など緊急を要する時は、 NH Kのラジオ ・

テレビの優先利用を要請できること等を規定した

のである。法律の発足当初は、指定公共機関とし

ての放送局はNH Kだけであったが、その後都道

府県防災会識の単位で各地元の民放が次第に指定

公共機関として参加するようになっている。

新潟地震と放送

戦後の災害報道史の中で伊勢湾台風と並んで特

筆しなければならないのは、新潟地震である。

昭和39年6月16日に発生したマグニチュード7.5

の新潟地援は、現代都市が初めて受けた地誌災害

であった。橋は落ちて道路に亀裂が入り、’；丘公 ・

ガス ・水道は止まり、交通・通信機関はマヒしてし

まう。そして石油タンクが炎上し、火は付近の住

宅地にまで燃え広がった。都市機能を失われ、人

人は台風災害とは全く違った不安と恐怖に陥り、

行動の規範を失つ‘てしまう。このような中で人々

の判断と行動の大きな支えとなったのは、トラン

ジスタラジオによる情報であった。

伊勢湾台風からすでに 5年経ち、トランジスタ

ラジオの普及は目覚ましく、新潟地震発生当時、

新潟県下には約32万台のトランジスタラジオがあっ

たと推定されている。警視庁などが地震後に新潟

市内で行った調査によると、地震の｜療に、主に何

で情報を知ったかという問いに対して、トランジ

スタラジオと答えた人は、 75.8%に達している。

また、被災地の住民がラジオやテレビに何を求め

たかについて、 NH K総合放送文化研究所が行っ

た調査によると、電気 ・ガス ・水道などの復旧見

込み、石油タンク火災の経過、津波 ・延焼などの

警報、新潟市全体の被害規模、給水車巡回のお知

らせ等の情報を求めたという。

もちろんテレビも、全国に対する災害実態の伝

達という点で大きな役割を果したのだが、被災地

におけるトランジスタラジオの役割は圧倒的に大き

かった。新潟のある主婦は、「暗黒と静寂を破って

時折きこえる爆発音と余震のゆれに生きた心地も

なく震えていたとき、 一時の休みもなく続けられ

た放送、アナウンサーの声、そう、その時の私には、

何んでもいい、誰でもいい、ただ人の声がほしかっ
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たのです。アナウンサーはこんなに冷静に話してい

るではないか、大丈夫なのだと自分自身に言聞か

せながら、 一晩中トランジスタラジオをf包きしめ

ていたのでした」と手記を書いているが、この体

験談は震災とい戸特異な状況下における情報の持

つ意l床をあますところなくイ云えているといえよう。

では、新潟地震において、ラジオは具体的にど

のような役割を果したのであろうか。その主なも

のは次の通りである。

(l)N H Kの場合、地震発生と同時にアナウンサ

ーが「ただいま地震が発生した模様です。皆さん

火の元に気をつけ、落着いて行動して下さい」と

呼びかけ、その後も「火の元に気をつけて下さしり

を繰返したこと。地震災害で恐ろしいのは、火災

とパニックの発生であってみれば、このようなと

っさの呼びかけは、放送でなければできない重要

なものであり、日本の大地震の歴史の中で初めて

のものであった。

(2）津波警報や情報をいち早く放送し、津波襲来

地域の避難に役立てたこと。気象台が自治体を通

じて住民に伝えるルートは、電話線が不通となっ

たため、 1時間半近くも手間どり、すでに津波の

三波までが押し寄せていたが、放送はいち早く津

波響報を電波に乗せ、沿岸市町村の多くは、放送

によって津波警報をキャッチしたのであった。震

源地が海岸に近いと湾波の第一波は、地震発生後

数分から30分ぐらいでやってくるから、警報伝達

は分秒を争って伝達しなければならないものであ

り、瞬時にして伝達できる放送の意義は大きい。

(3）石油タンク火災の延焼危険地域に対する避難

命令や、新潟県地震対策本部によるパニックや流

言防止の呼びかけ等の特別放送を行ったこと。

(4）電話の不通によって災害対策機関が相Eに必

要な情報連絡ができない場合、放送による告知項

目の中にその連絡情報を取上げ、救援や復旧活動

の進行を円滑にした。防災機関がラジオによる情

報伝達を積極的に活用したのは、初めてのことで

あった。

(5）伊勢湾台風のときに登場した”尋ね人”放送

を、さらに積極的に行った。それは修学旅行中の

児童の消息を伝えるものまでを含むもので、各地

から見舞や応援のために新潟市内に入った人たち
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は、まず政送局でh'i報を雌めてから凶的の場所ヘ

出掛けるという例が少なくなかった。J也蒔後10日

間に波送した尋ね人イ牛数は、 NH Kと民政（新潟

政送）合わせて 1万件に上った。

情報化社会における電波の役割

以上のような放送の成果は、大正12年の関東大

震災当H寺には恕像もつかなかったことであろう。

ラジオがまだなかった関東大蒔災の時は、避難民

が火災の中を逃げまどい、五る所でパニッ ク状態

に陥ってひしめき、 E告み｛王I]さ才したり川にi伝￥＇§.したり

の惨事が続出し、ついには焦熱地獄の犠牲になっ

ていった。また、様々な流言武語は人々を不安と

恐怖のどん底に陥れ、朝鮮人大虐殺事件までひき

起したのであった。 的事長の途絶は恐ろしいものである。

ひるがえって、今日予想される大都市民災の様

相を冷静に考えるとき、来して’必波による情報伝

達は 100%有効性を持ち得るであろうか。新潟地

震は、厳しい表現をとるならば、まだまだ“中規

模”の災害であった。 例えば、首都東京が大池袋

に襲われると、広域火災によって死者は56万人を

超えるという。爆発危険物やコンビナートもある。

高速道路や新幹線はどうなのか。林立する超高層

ビルやマンモス地下街は、構造物として安全であ

っても、中にいる群衆がパニックに陥る危険があ

ることについては、警視庁軍事備心血学研究会の調

査などで明らかになっている。さらに自動車とい

う全く新しい要素もある。暴走したり、誘爆炎上

したり、避難 ・救急活動の妨害をしたりする恐れ

のある何十万台という自動車のドライパーに対し

て、ラジオによる情報伝達が有効性を保ち得るの

かどうかは、いまだ経験はなく、未知数である。

このような状況を考えると、放送7山皮の持つ重

要性はますます大きく、来すべき任務はますます

難しいといわなければならないようである。 もち

ろん繰返し述べたように、情報伝達の有無が防災

対策のすべてではない。情報が生かされるかどう

かは、防災対策全般にわたるレベルがどこまで達

成されているかにかかっている問題であり、情報の

受け手である住民の防災の知忠と意識と訓練がど

こまで浸透しているかにかかっている問題である。
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この意味で、報道機関はじめ関係防災機関による

日常の防災キャンペインと防災体制作りは、 f，：毛オミ

にもJ脅してill:望書になっているというべきであろう。

一方、このような大震災対策ばかりでなく、頻

繁に発生する気象災害、とりわけ集中豪雨禍に刈

する防災情報伝達の分野にも、まだまだ取組むべ

き問題は多い。昭和40年代になってからは、高士

山レーダーをはじめとする各地の気象レーダー網

の活躍が目覚ましくなり これに気象衛星の利用

も加わって、テレビ、ラジオによる台風情報や大

雨情報の伝達は非常にきめ細かく親切なものにな

ってきている。しかし、突発的に発生する集中豪

雨のメカニズムや予報技術には、まだ未知の部分

が多く、事前笹告という観点からは情報伝達はま

だまだ不十分である。気象庁で次善の策として考

えているのは、事前の正確な予報は無理であるに

しても、観測j綱の自動化によって、強い雨が降り

出したところをいち早くキャッチすることは可能

であろうという発恕である。それは、近く運用が

開始される予定の「地域気象観iJllJ綱」 （AMEDAS)

と呼ばれるシステムである。このシステムは、全

国約900か所に配遣された新型のロボット悶量計な

と、の観illl］器と中央のデータ ・センターのコンビュ

ーターとをオン ・ラインで結んでおき、集中豪雨

の発生と、同量の刻々の変化を、リアル ・タイム

でとらえていこうという画期的なもので、これを

すみやかな笹報の発表に役立てることが究極の目

的になっている。問題は、せっかくとらえた集中

豪－雨の始まりも、該当する地域の住民に伝えられ

なければ、 価値は失われてしまうというところに

ある。さらに静止気象衛星によって、台風の盛衰

や動きを常時監視できるようになるのも間近かで

ある。このような観測体制の飛躍的な向上に対し

て、 l皮送’必波による情報伝達はどうこたえていく

のか、いよいよエレクトロニクス時代に対応した

新しい情報伝達のあり方を考えていかなければな

らない時期に来ているといえよう。そして、 この

新しい｛官報伝達のあり方を考えるためには、戦後

災害史の中で、情報伝達メディアが果して米た実

績と果し得なかった教訓とを正しく見極める必要

があるように思うのである。

（ゃなぎだ くにお／評J曲家）



高まるタンカーの役割

太平洋戦争で壊滅的な打撃を受けた我国の商船

は、終戦後の昭和20年末、低性能の戦時標準型船

を含め、その所有船腹は796隻 (100総 t以上の鋼

船）、134.4万総tに激減し、うち油送船は83隻16.8

万総 tに過ぎなかった。そして、外航復活直後の

昭和25年末においても、その保有船腹は944隻（う

ち油送船は116隻。以下閉じ）、 171.1万総 t( 28. 1 

万総 t）で、我国商船による輸出入貨物の輸送量は

335.6万 t、内航輸送量は4,928.2万 tであった。

10年後の昭和35年には、保有船腹1,919隻 （407

隻）、600.2万総t (142. 2万総t）と、保有船腹量

ではほぼ戦前の昭和16年の水準に復帰し、邦船に

よる輸出入貨物の輸送量は4,737.4万t、内航輸送

量 1,028.6万 tと飛躍的な増大をみた。

また、戦後四半世期を経た昭和47年には、保有船

腹量は8,635隻（2,370隻）、3,043.1万総 t (1, 172 

万総 t）と激地し、邦船による主な輸出入貨物の

輸送量は22,924. 1万総 t、云医l間輸送を含めると

実に26,377万 tとなり、内航貨物輸送量は、32,200

万 tと飛躍的に増加している。

予防時報官・e

中沢次男

昭和48年年央における世界の商船船腹量 (100

総 t以上の鋼船）は、ロイド統計によると59,606

隻、28,993万総 tで、我凶の船腹量は、 9,469隻、

3,679万総 tで、リベリアに次いで-t!!－界第二位、

実質的には第一位の地位を占めている。

ところで、昭和49年 3月末における 3,000総 t

以上の外航船胞をみると、貨物船922隻、 1,649万

総 t、タ ンカー230隻、1,474万総 t、合計1,152 

~ 、 3, 123万総tで、と くに、タンカーでは、昭和

40年以降急述な大型化が進められている。 また、

外航船腹に ，•；める タンカーの総 t 数のi1flj合は 、 47

%強を ， •； めている。

こうしたタンカーの榊勢は、 主な輸出入貨物の

貿易量に対する邦船輸送量をみても明らかで、昭

和48年における主な輸出入貨物の貿易量6億5,243

万 tのうち油類の輸入は2億7,942万 t（原油 2億

5, 166万 t、石油製品2,685万 t、その他90万 t）の

うち 1f窓3,585万 t （原油 1億3,093万 t、石油製

品459万 t、その他33万 t）を邦船が輸送 している。

一方、 内航船腹量は、昭和49年 3月末現在、鋼

船 8,205隻 （うち油送船 2,266隻、88.5万 t）、木

荷台7,247~ （油送船100隻、 0.5万 t）で、 昭和48年

47 



予防時報官・e

の内航貨物輸送実綴3億2,200万tのうち、石油製

品の輸送は 1億4,381万 tで（推計）第二位の輸送

である鉄鋼の 6,380万 t （推計）を大き く引離

しており、内航部門においても、石油類の輸送に

当る油送船の占める役割の大きいことが分る。

このように、内 ・外航とも油送船の輸送需要が

急激に拡大したのは、いうまでもなく燃料革命と

もいわれる石炭から石油へのエネルギー依存の転

移、昭和30年代後半から昭和.40年代前半にかけて

の我国の化学工業、とくに石油関連産業の急速な

発展、これに伴う東京湾、伊勢湾、大阪湾、瀬戸内

海の沿岸を中心とした一大石油化学工業地帯の造

成、建設、また、その主原料となる原油類石油類

の99%を海外からの輸入に依存するという宿命、

石油コンビナートを中心とした臨海工業地帯相E

聞の石油類および同化学製品類の圏内輸送の治大

等によるものである。

我国経済の高度成長に伴い、 石油コ ンビナート

製鉄等の各種重化学工業が主要港湾、瀬戸内海を

中心に拡大し、必然的に生産資源の搬入、製品の

搬出等をもたらし、これらを輸送する内 ・外船舶

の出入は年を追って急増し、主要港湾はもちろん

それらを結ぷ沿岸海域の船舶交通量は過密のj支を

図 2 我国外航船鰻置の雄移 （3.000総 トン以上）

（万能トン）
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加え、とくに原油等の危険物を積載した大 ・小船

舶の災害の未然防止は、たんに海難防止、海洋汚

染防止の両面から大きな問題となっている。

図1 船舶大型化の推移

1950 ・・園圃圃圃．
（昭25年） ーー~・・ a サン ベドロ 200000 Wトン 長さ.165m 

1953 
（昭28年）

テイナオナシス 45,0000 Wトン 長さ.233m 

1955 －晶．
（昭30年）．．．． 

シンクレアベトロロア 55, 0000 Wトン D：さ。 230m

1956 
（昭31年）

1959 
（昭34年）

1962 
（昭37年）

1966 
（昭41年）

1966 
（昭41年）

1968 
(B1l43年）

1971 
（昭46年）

1973 
（昭48年）

日章丸 132, 0000 W卜／ 長さ 291m 

東京丸 154, 0000 Wトン長さ 306m

出光丸 210, 0000 Wトン 長さ 342m 

ユニパースアイルランド 326, 0000 Wトン長さ 346m 

白石丸 372, 0000 Wトン設さ ：347m

グロブティックトーキョ－ 484，倒防DWトン !l:さ.379m 



7r図3 我国外航船の大型化の権移
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タンカー海難の特質

タンカーといえば、 一般に油送船＝オイルタン

カ一、つまり原油、重油、燈油、 i閲滑油、ナフサ、

ガソリン、ジェット燃料等のパラ積み輸送するも

のと、ケミカルタンカーといわれ、液体貨物では

あるが油送船が運ぶ油類以外の石油二次製品や薬

品の輸送に当るものとがあり、 一般的には、油送

船をたんにタンカーまたはオイルタンカーと総称

し、その他のものは、 L・P・Gタンカ一、 L・N・

Gタンカ一、ケミカルタンカーと日乎んでいる。

ここでは、油送船＝タンカーとして述べたい。

タンカーの海難といっても、原則的には、 一般

船舶の海難とその種類においては変わるところが

ないのであるが、原油等の危険性のある液体貨物

を大量に積んでいるところから、 一般船舶とは異

った様相を呈する。その主な点を挙げれば次のと

おりである。

I 二次災害がニわい、衝突・乗掲げ

一般船舶ならば、衝突 ・乗揚げなど運航に伴う

海難を起しても多くの場合、海難を起した船自体

の損失で局限することができるが、タンカーの場

合、衝突 ・乗揚げによる船体 ・積荷の直接的な損

予防欄官・e

失にとどまらず、 fこんなる衝突海難も、これが引

金となって火災に、また、たとえ火災を誘引しない

場合でも、タンクの損傷による流出泊での海洋汚

染をもたらし、衝突→火災・海洋汚染という複合

的な二次災害を招く危険性が大きい。

乗揚げの場合も同様で、タンク破損が油の流出

→海洋汚染に結びっくケースが多い。

2 爆発・火災・石油ガスとの闘い

一般船舶でも、税務の爆発性危険物による引火

爆発ということもあるが、タンカーとくに原油タ

ンカ一等には、積荷に関連する石油ガスにより、

平常航海中はもちろん荷物の揚げ積み中、また空

船の時さえも、タンクの洗浄作業中、タンクのガ

スフリー作業中に爆発 ・火災の危険性に潜在的な

危険にさらされている。

内外の主なタンカー海難について表5にその概

要をとりあげたが、直接、船舶の操船運航と関係

ないタンカー独得の爆発 ・火災としては、我国の

タンカー海蔵丸（20,949D/w）事件（昭和40年 8月

5目、ペルシャ湾のラス ・アル・カフジ港で、原油積

込み中に爆発 ・火災を起し、船体および積込み桟

橋を焼娘、乗組員 ・作業員を含め死傷者46名を出

す）。また、タンク清掃中の爆発火災事故としては、

ていむず丸（42,746G/T）事件（昭和45年11月28日、

川崎沖で原油揚荷後のタンククリーニング中に爆発・

火災を起し、 2日間燃え続けて死者5名を出した）。

同じくタンククリーニング作業中の爆発・火災

事故としては、外国船の場合、昭和44年12月、ア

フリカ沿岸で、 20万D/w型タンカーマルペッサ号（オ

ランダ）、マクトラ号（イギリス）、コンハーコン七

世号（ノルウエー）の 1か月間に相次ぐ3隻の事件

があり、マルペッサ号は沈没、他の 2隻は船体を

大破している。とくにこの3隻の事件は、当時、

原油輸送のホープとして期待されていた20万t型タ

ンカーだけに、関係者に大きなショックを与えた。

タンカー（油送船）の

海離の現況

タンカー（油送船）の海難統計としてまとまっ

た統計としては、海上保安庁の「要救助海難統計」

があり、そこでは、海上保安庁が取扱った海難で、
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安 1 内航船船腹畳 llll相491f-3Jl31日現在 褒 3 油送船のトン数別海副量発生隻数の推移 （単位：！＇，！ ）

鋼 船 木 自守 J口入 z汁

よごと 総トン数
！＇.！数 （千トン） ！！.＇数

総ト ン舷
』＇.！：＇.＜
総ト ン数

（千ト ン） （千 トン）

貨物船・ 5, 349 I, 943 6, 903 407 12, 252 2. 350 

『由 送船 2, 266 885 100 5 2, 366 890 

セメント専用申告 121 246 121 246 

特保タ ンク船 425 220 244 19 669 239 

z汁 8, 161 3, 294 7, 247 431 15, 408 3, 725 

二 次愉送船 44 l, 971 44 1, 971 

辺E、' J十 8, 205 s. 265 7, 247 431 15, 452 5, 696 

住 海運);ij澗べ

海難に遭遇した船舶のうち、救助された船舶およ

び海難発生当時に救助を必要としたと認められる

船舶、いわゆる「要救助船舶」、＝要救助海難につ

いて集計・分析している。

「要救助海難統計」（昭和48年版）から油送船の

要救助海難をみると、昭和48年の2,615箆 （一般船

舶1,473隻、 56.3%、漁船1,142隻43.7%）のうち

160隻（6.1%）であり、海難の極別、最近5か年

間の推移をみると表2、表 3のとおりである。

昭和37年以降、現在までの海難発生状況をみて

も、最高昭和45年の170隻、最低昭和39年の120隻

と、ほぼこの間で、増減を繰返している傾向を示

している。また、 t数別では、 3,000 t未満のもの

が大部分を占め、 10,000 t以上のものでは、外国

船の占める割合が極めて高い。

海難の極別では、衝突、乗掲げなど直接操船述

（要救助）

｛甜..＞；－ 総トτE～～主 44 45 46 47 48 

100トン未満 24111 22 12 7 21 

併用両日 100～500 83 94 75111 81 89 

の外航 500～1,000 14 36111 34 29 30 

分及び 1, 000～3,000 2111 7 6 6 7111 

港巡分 3, 000～10. 000 2111 

を含む。
10, 000トン以上 9131 llt61 12161 6151 11181 

2十 132151 170171 139171 129151 16011日

注・（）内は外！司船で碑純である。 要救助海韓統計（附側48年版）による

航に結びっく海難が多数を占めているのが注目さ

れる。要救助の油送船の海難には、内航の小型タ

ンカーの件数が含まれるので総数そのものは極め

て多いが、 外航タ ンカーの海難発生率は、諸外国

に比べ極めて低く、 8,000総 t以上のタンカーの京

海難発生率をロイド統計から集計した資料が、巡

輸省第二港湾建設局「東京湾CT Sに関する報告
書」（昭和47年版）に取上げられているので、参考

までに引用掲載させていただくと、表4のとおり

明らかである。

タンカー災害への課題

石油輸送の地大、タンカー船腹の増加、大型化

による大量輸送、経済発展に伴う一般船舶そのも

のの増加等により 、主要港湾はもちろん主要港湾

褒2 昭和48年油送船の船種別・トン数別・海副監視別発生隻激 安 4 8, 000総トン以上のタンカーの重海縫発生率の国籍,jjlj比較

（単位：箆）（要救助）

民ぞ
II暗 』長 憐 火 授

転ii 推』骨附1畠量i 

か fi そ

t埠 l剖
じ ｝j
の，tf・

政 位 司、

突 げ ドE ；足 水 附 明 1也

日本 オランダ
ノルウ

パナ7 英 I ＜~ ヰと 1<1 ギリンヤ リベリヤ
i-

晴海峰山政

1968 1 4 15 9 28 28 20 78 

1969 6 8 28 22 62 51 39 186 

100トン本i両 I 4 9 4 I 20 1970 2 2 17 16 37 29 30 134 

動
100-300 6 14 7 4 8 5 45 l!J 3. 0 4 7 20. 0 15. 7 42. J 36. 0 29. 7 132. 7 

300～500 8 22 4 I l 5 2 I 44 

力 500～1,000 8 9 6 2 l 2 2 30 
イF 締盟数

1968 163 86 370 116 373 278 121 619 

鋼 1,000～3,000 2 2 2 l 7<1' 1969 166 85 339 139 384 277 142 655 

3, 000～10, 000 1 lili 211' 1970 165 83 288 149 385 272 182 695 

自由 10,000トン以上 !Ill 5131 3131 !<11 1118: l!J 164. 7 84. 7 332. 3 134. 7 380. 7 275. 7 148. 3 656. 3 

J十 26111 56131 32131 8121 14111 3 13 4 3 15911~ 年｛梅鰭発’IAt

20トン未満 1968～7町i¥) 1.8 5. 6 6. 0 11. 7 11.1 13. 1 20. 0 20. 5 
重b
20～50 l 1 

力
50-100 

t事 J号）

！”；JJ:I 1961～671⑧ 1.3 3. 9 4. 4 5. 9 7 6 9. 2 11 7 12. 8 
木
100トン以上

A/B 1. 40 I. 42 1.37 I. 98 I. 46 I. 42 1.71 I. 6 

骨伯
百十 I 1 

II本に対する1語教

1968～70 1 3. 0 3. 3 6. 4 6. 1 7. 2 11. 0 11. 5 
メロ弘、 計 26111 56131 32131 9121 Ulll 3 13 4 3 16011~ 1961～67 1 3・0 3. 4 4. 5 5. 8 7. 1 9. 0 9. 8 

8：ー（）内は外lfil両日で，i'H品である． 望書救助海慨統HIH{Hfl48可制）による． 柁 「東京湾CT Sに｜聞する報告内J(I問47 m」住湾企E立川）より引Ill
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に通じる狭水道、内海、沿岸海域の船舶交通最は

ふくそうの！交を加え、 我国および海外におけるタ

ンカ一事故の実例をみるまでもなく 、一歩間違え

ば、再び大惨事を招来する危険性を浴在させてい

る。我国でも、第一宗像丸事件、へイムパルド号

事件を契機にタンカーの事故防止対策と災害発生

時の防災体制の強化のための対策を進め、とくに

トリーキャニオン号の惨事、さらにはまだ記憶に生々

しいジュリアナ号事件を生きた教訓と して防災体

制の確立に努め、船舶交通の安全確保を期するた

め昭和48年 7月には、海上交通安全法が全面施行

されるほか、 海洋汚染防止の聞でも、昭和49年 6

月流出油防除のための資器材の備付けを関係者 ・

船舶に義務づけが強制されている。

定）、 CRI STAL（タンカーの油濁の責任に対

する暫定的補償に偽りする協定）等の国際補償全制

度が、一応確立されてはいるが、必ずし も十分と

はいえないし、油により汚染され、破壊された自

然は、何ものをもってしても倒 うことはできない。

現在では、海上にいったん流出した油を完全に

防除することは至難である、といわれている現状

である。事故の実例でも明らかなよう に、衝突、

乗場げ等、操船 ・巡航に起因するタンカー海難は、

全く不可抗力と考えられるものは極めてまれであ

り、航海環境の整備、 拡充、 法規制の強化はもち

ろん大事であるが、まず第一に事故の未然防止に

努めることが先決である。

とともに、いったん災害発生に伴う流出油｜坊｜徐

に対しては、政府機関を中心に国民一丸となって

当る体制の確立が急務と考えられる。

またー→面、タンカ一事故の保険 ・補償聞でも、

p & I保険（船主責任保険）はもとより、 TOVA 

LOPC 油濁責任に関する油糟船船主聞の自主協

奏5 主な海副監事例

（なかざわ つぎお／日本海戦防止協会）

衝突 （火災 .i由流出を含む）ケ ス

・へル7ン・エンツエ号事件 イラン原油を積んでjlqu 111港に向かっていたドイツタンカーへル7ン・エンツ工号 （12,430

llB和34iJ'.7月23日0030ごろ D!W t・原油17,894 t fi＇！み ）と 名古屋からマニラに 1•~ かっ ていた tc自白紙悩丸（6, 890G／丁、宝船）

が大王崎灯台から 1031~： 、 5 . 7海里付近で衝突。 曲j~ と！”l時に、松払i丸の骨｛｝首がへ号の 9 番タン

クを破州、火災が発生し、松悩丸にも掠1焼した。 2000ごろ、へ号の火災は巡視船の消火作業で

完全に鋲火し、サルベージ等の協力により25日2000ごろ｜叫日山に入浴。

・第一宗像丸事件 爪浜港横浜区の京浜正I(河で、ガソリ ンを満載 （3,600ki ft~み ） し、 It.山から川崎に向かってい

日目制37iHI月18日0814ごろ た第ーー；i、；jgi::JL(1, 072G/T. 35名 ） と川崎からペルシャ ii~のラスタ ヌラ 1 ••J17航行中のノルウェー

のタン力一サラルド ・プロピグ号（21,634G／丁、 41r.・2両日）が衝突し．第 .;j；像丸の7ンク
からガソリンが海lfliへ流出。 その後この流出納が•JI 火爆発し、あ. -;j、1輩)L、プロピグ号および

付近航行中の泊パージ船太平丸（89G/T）、宝栄丸（62G/T）が 4瞬のうちに鑑火に包まれ、 ill・

；；：｛象丸の全貝36名とプロビグ号 l名、太平A.玄栄)Lの作 2r .. n39名が死亡した。

・へイムパルド号事件 サウジアラビアから原油27,283 ki を積んで虫剤治の 日本石油平l't~H!Hl!iに按I~ しようとした ／

日目和40iJC5 J1 23日0710ごろ ルウェーのタンカーへイムパルド号 （57,260D/W、 36 r, J が、！~怖の先端にiii~足、右自主一番サイ

ドタンクの自主口からl原油が海1f1iへ流出。係留作業を続けているうちに、 0738ごろ、綱取り曲目浴

ドモ丸の付近から火災が発生して海l自l 火災となり、 IV~uを’I：じたタンクに引火し大火災となった。

へ号は爆発、火災を繰i.!6しsn 23日から6月18日に鎖火するまで27日IHIも燃え続けた。この衝突、

火災で、へ号の sr.港開丸の 2r.~十 s r.が死亡、へ号の 2r. が火 fl~を負ったほか、積荷の約 6

抑jに当る16,OOOklの械荷を焼失、綱取り船iを怜丸の沈没など、そのrn：占領は20数億川に注した。

・銀光丸事件 ペルシ ャj脅から！加由38,OOOklを積んで和歌山下i!tへ向かっていた銀光九（21,SOIG/T、Jsr.l 

昭和41年11月29日2005ごろ と広畑からカナダl向け航行中のテキサダ号 （35,001 GIT、31r，，・宅船）が、紀井水道の日／f，卸

崎灯台から307/i、6.31毎室付近で衝突。この衝突で、銀光丸はl1：鮫1即lの外版に大政ロをゴ：じて、

大量の原油を海上へ流出するほか、海耐火災を起して船体上の情造物のほとんどを焼州、多数

の負傷者を出したが、さいわい死者は出なかった。 方テキサダ号も左舷両日首都に亀裂凹mを
生じ、同時に火災を起したが大事に烹らず消火することができた。この事例によるHl警は、銀

光丸約 8.7 f君 l'J 、テキサダ号＊＇~ 2千万円、流出r由によるのり等の漁業被告ーは、約 I.6f意向とい
われた。

・霧1:.1;tvJWl0 :'C~i＼でペルシャ i雪仏lけ航行中の務1:b)L (57, 706G/T、36r,lとフィリピン貨物船サントス号

昭和43年 6Jl 7日2305ごろ ( 10, 015G/T、52.1'，）が州十位滋で衝突し、サ号は沈没。来組H等は151:,¥;JLに全貝紋助されたが、

サ号の燃料r由約 440kiが流出。巡視船や民Ill！作業紛が9日1111にわたり約48klのi由処理部lをt散布
して処l'llに当ったが、流出1由I立徽須賀、千葉沿I；：！に漂着し汚染した。
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・アディジアン子号事件 シンガポールから千葉向けのインドのタンカーアディジァンテ号 （20,418G/T、67名・重油

昭和43年12月5日1050ごろ 35, 400kt摘み）と、川崎からインドの7 ドラスへ向かう富浦丸(10,019G/T、38名 ・空船）が浦賀

水道で衝突。左舷中央部を煩｛拐したア号からC重油28ktが流出。流出j由除去のため巡視船や民間

作業船が、 10日間にわたり油処理剤65ktを使って処理に当ったが、千葉浴岸が油汚染を受けた。

・第一新風丸事件 川崎から清水向けの第一新風丸（388G/T、7名・重油500kt積み）と、川崎からペルシャ向けの

昭和45年10月初日1837ごろ リベリアのタンカーコリントス号（30,705G/T、41名・杢申告）が浦賀水道で衝突。第一新風丸は転覆

して三番タンクの破口より推定約300ktの重油が流出し、乗組員全員が死亡・行方不明となった。

・協伸丸事件 千葉県大東崎沖約10海里で、 tilJ,f申丸 （997G/T、13名 ・C重油2,ooow機み）とLp Gタンカ
昭和46年 9月12日0515ごろ 一第111車普丸が衝突。 f晶伸丸は船底に破口を生じ、 C重油約500ktを流出。

・目撃丸事件 千葉から名古屋港向けの目撃丸 （791G/T、10名・ C重油l,869kt積み）と神戸から名古屋向

昭和48年 5月3日2345ごろ け航行中の西ドイツ貨物船メリアン号 (11,391G/T、31名）が、伊勢湾入口の伊良湖水道の中

／ 央北側の地点で衝突。日聖丸は沈没して 5名が死亡・行方不明となり、積荷油と燃料i由約900kt

が流出し付近沿岸一帯を汚染した。巡視船や民間作業船が約50日間にわたり、 3万8,500缶余り

の処理斉I）などを使って流出r由の防除に当った。

（外国での主な事官1))

・パシフィック ・グロリア号と 英仏海峡のワイト島南沖で、ナイジエリアからオランダへ向け航行中のリベリアのタンカー

アレグロ号事件 パシフィック ・グロリア号 （42,977G/T・原油90,700kt積み）とリビアから英国向け航行中の

昭和45年10月23日2000ごろ リベリアタンカ アレグロ号 （46, 402G/T・原油11,600kt積み）が衝突。パ号は右舷側に損傷

を受け、原油および燃料油40,700ktを流出して炎上し、乗組員13名が死亡行方不明になった。

消火および流出油処理作業は英国海軍が中心となって行い、 一部の流出t由が処理斉ljで処理され

たほかは沖合へ流出し、英国南障における大きな油濁災害は免れた。

・オレゴン ・スタンダード号と サンフランシスコ湾のゴールデンゲイトプリソジ付近で、アメリカのタンカーオレゴン・ス

アリゾナ・スタンダード号事件 タンダード号 (10,448G/T・C重油19,OOOkt積み）とアリゾナ ・スタンダード号（9,049G/T ・ 

昭和46年 1月18日0200ごろ 原油20,900kt械み）が霧中で衝突しア号の26のタンクのうち、 6つのタンクが破損し、 C重j由

約 3,180kt）が流出。その約4釧はパージ、パヰュームトラ y夕、干し草等を動員して回収し

たが、残りの 5卵jは外洋へ流出・拡散したといわれる。

来妨げケース

・ジユリ アナ号事件 新潟i巷西区西~}j i，庄提灯台の南西約 2, OOOm沖で、オ－7ン湾から原油21,742ktを積んで新潟

昭和46年11月初日1650ごろ 港に着いたリベリアのタンカージユリアナ号（11, 684G/T、47名）は、 水先人を待つため投錨

していたが、次第に風波が強まったので、転錨作業中に圧流されて乗揚げた。乗揚げて問もな

い1737ごろ、船体は完全に真二つに分断され 7,200ktという大量の原油を流出した。巡視船、

民間作業船等を総動員して、流出r由の防除、原油のj頼取り作業が実に52日間にわたって実施さ
れ、大量の油処理剤、むしろ、オイルフェンス、 r由吸着材等が使用された。

・クリスタル・コパス号事件 水島港外のilH也島東端の浅瀬に、クリスタル ・コパス号 （29,373G／丁、 38名 ・ミナス原油

昭和48年 1月10日0920ごろ 47,818kt械み）が釆妨げ、破口から約 210ktの原油が流出した。

・日興丸事件 備讃瀬戸西部の牛島灯標の西北西i中の浅瀬に、日興丸 （489G／丁、 7名・C蚤t由I,104kt積み）

昭和48年10月31日2300ごろ が来持げ、 C重j由383ktを流夫、官民合同の処理作業が8日間にわたって実施された。

（外国における主な事例）

・トリ ー ・キャニオン号事件 英国南西岸のセブンストーンリーフに、ペルシャ湾から英国向け航行中のリベリアタンカー

昭和42年 3月18日0911ごろ トリー・キャニオン号（61,264G／丁、36名・クェート原油 136,ooow桜み）が乗掲げ、原油約
93, ooowが流出。救助作業も荒天のためはかどらぬうちに3月26日船体は二つに折れ、英国政
府は、流出t由による被害の拡大を防ぐため航空機による爆撃での焼却処理もとった。この事故

で英国南西岸およびフランス北西岸一帯が、約 300A・mにわたって泊で汚染され、魚介類や海鳥

類にまでおびただしい被害をもたらした。損害は、船体約60億円、積荷約6億円、 j由の防除、

処理に要した慨算諸経費だけでも約20億円といわれている。

・アロー号事件 ベネズエラからカナダ向け航行中のリベリアのタンカーアロー号（11, 379G/T・ C重油16,000 

昭和45年 2月4日 kt積み）が、カナダのノパスコチア岬沖の暗礁に乗偽げ、引船による引卸しを試みたが失敗し

C重油約10,OOOktが流出。流出泊のうち約 5,OOOktが海岸線約25.Okmにわたって襟着して汚染

し、水産資源に大きな被害をもたらした。 t由の除去も海水温度が低いため処思剤の効果もあが

らず、焼却の手段もとられたが不成功に終った。

・メツラ号事件 ペルシャ湾からチリ向けのオランダのタンカーメツラ号（206,7190/W）が、南米最南端の7

昭和49年 8月9日 ゼラン海峡を通航中に暗礁に采揚げ、原油約5万tを流出。同船はサルページの手により約6

万tをj願取りのうえ 9月25日離礁に成功した。
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1 はしカずき

過去23年にわたる損害保険の歩みをわずかの紙

数で述べることは至難のことである。そこで以下

では、筆者の思いつくままに過去25年間に生じた

主な出来事を列記し、それで担保の25年を回顧し

たことにしたいと思う。

今から25年前というと丁度昭和25年(1950）にあ

たる。 この年の 6月いわゆる朝鮮戦争が勃発し、

それに伴って生じた特需が我国経済にとって干天

の慈悶のごとき役割を来したことはよく知られて

いる。続いて翌昭和26年には平和条約が成立し、

我国は名実ともに独立国となり、それまであった

極々の制約は一挙に取払われた。以後日本の経済

は、神武張気、岩戸景気、高原景気などと呼ばれ

る好況期と、反面、鍋底景気といわれた不況期と

を交互に経験しながらも、大勢としては極めて順

調に拡大と躍進の一路を辿り、やがて世界を篤嘆

させるほどの高度先進工業国の一員と変ぼうして

いくのである。

我国の損害保険も種々の曲折はあったが、大筋

は我国経済の拡大基調と歩調を合せて毎年着実に

発展し、今日のごとき姿にまで成長してきたので

ある。その進歩発展の度合を昭和25年当時と比較

すると第 I表のごとくになる。

この表で明らかなように、元受保険料でみた種

目別構成比で~~－ に 5 割以上を占めていた火災保険
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（戦前〔昭9-11）は 7割を超えていた）の比重が

昭和35年ごろから逐年減少し、また戦前は26%程

の占率を誇っていた海上保険も同様に比重を下げ、

代って自動車保険が大きくクローズ ・アップして

くる。そして昭和40年には、火災保険と、自賠資

（自動車の対人賠償強制保険）を含めた自動車保険

との比重は完全に逆転しており （37.6対41.2）、こ

の傾向は 5年後の昭和45年にはいっそう顕著なも

のとなる（火災の26.3に対し自動車は57.1）。つま

り今やかつてのごとく 、火災が70%の占率を誇り、

海上も25%を超える占率をもって、両者のみで95

%を超えるという高い占率を誇った時代は夢のま

た夢、時代は大きく変ったのである。そしていま

や我々は自動車保険の時代にいるのであり、しか

もこの傾向は今後ますます強まろうとしている。

そこで以下ではまずこの自動車保険のことから話

を進めようと思う。

2自動車保険

我国で自動車保険が最初に発売されたのは大正

3年で、この時、我国にあった自動車の数は約千

台だといわれる。それがj斬次地加してゆき、昭和

15年には17万 6千台であった。が、いずれにして

も戦前の我国自動車保険には見るべきものはなか

ったのである。 ところが戦後における我国のモー

らに現有（48年末）ではその数はfjきくなかれ2,596

万台である。 この数字は人口をざっと 1億とする

と、 4人に 1台の割で卓が保有されていることを、

意味する（第2表参照）。

自動車保有台数の急増そのものはある意味では

大変に結構なことであるが、それと正比例して多

発した交通事故と膨大な事故犠牲者の発生は、 車

の効用を減殺してなお余りある悲惨なこの世の生

地獄を現出させた。つまり車は今や走る凶器、走

る棺桶と化して多くの家庭を破壊する元凶となっ

たのである。ちなみに昭和20年から今日までの我

国における交通事故による死者の累計は30万人に

近く、 負傷者の数も1,000万人という大台に迫って

いる （第 1図参照）。

この悲惨な交通事故被害者の救済を目指して昭

和30年に我国最初の強制自動車保険（自賠責保険）

が開始され、以後この保険を付けずに車を運転す

ることは許されなくなった。この保険の内容は、

車による人身事故の犠牲者の救済をめどに、法律

（自賠法）により車の保有者の責任を従来の過失

責任主義から相対的無過失責任主義に変更し、加

えて故意や無保険あるいはひき逃げなど本来責任

’RI図 交通事故の推移
向l ' ' 
E・・・lE・I・.，・..

タリゼーションの進展の速度はまさにf奇異的その ！” 

もので、終戦時（昭和20年）にわずかの14万台であ

ったものが10年後の昭和30年には10惜の 146万台

に、さらに10年後の昭和40年には 789万台に、さ

第 1！喪 昭和25～45年度会社種目別元受保険料 と種目別織成比
単位 100万円

~ 火災 海上 運送 新傾

同＇｛25 18,033(71.4) 5.056(20.0) 1,227(4.8) 956 (3.8) 

30 36,235(63.1) 14.306(24.9) 1.879(3.3) 4, 926 (8.6) 

35 52,182(50.0) 25.942(24.9) 2.827(2.7) 15,957(15.3) 

（う13巳．間，.，引 11.0)}

40 103,374(37.6) 42.028(15.3) 4, 710( I. 7) 59, 132(21.5) 

i1今.3月！M11.3))
45 265,434(26.3) 96,107 (9.5) 9,396(0.9) 292,969( 29.1) 

1 ，う31句.b'ls122.• >>

注1 3（）年度の純目別綿店主比は自II高を含んでいない。

注2 25年度には‘まだ自liltはなかった。
注3 自は自動車保険（jJ:ff.）のこと。
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2, 257 

7.355(7. I) 

65,408(23.9) 

344,078(34.2) 
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保険による担保が不可能な場合についても、被害

者救済の見地から政府が自ら保障事業を直営して

これが救済に当るという誠に画期的なもので、不

十分とはいえこの強制保険たる自賠責保険が交通

事故の犠牲者およびその遺族の窮状救済の点で果

した役割は小さいものではなかったのである （第

3表参照）。そしてこの強制保険の支払限度額（保

険金額）も、発足当初の昭和30年には死亡に対し

わずかの30万円であったものが逐次改訂増額され、

ついに昨年（昭48年） 12月からは待望の 1,000万

円にまで増額された （第 4表参照）。

この強制自動車保険と並んで任意の自動車保険

も順調に発展した。なかでもおおむねは強制保険

の支払限度額を超える分をカバーする任意の対人

賠償責任保険であるが、このほかにも自動車の物

損をカバーする車両保険、他人の車その他の財産

をき損した場合の賠償責任の結果をカバーする対

物賠償責任保険、さらには運転者、同乗者らの傷

害事故を担保する搭乗者傷害保険などの任意の自

動車保険が順調な伸びを示していることは、先の

第 1表に見るとおりである。

なお自動車保険については以下の諸点を指摘し

ておくのが適切であろう。（1）昭40年一任意保険の

無事故割引を最高50% ( 5年以上連続無事故の場

合）に拡大し、また自動車 1台ごとの事故件数と損

害率により50%ないし 100%の特別付加割増を新

設して、無事故運転の奨励に努力した。（2）同年一

’K2褒 自動車保有台数の推移
年
381~~口

391~ζ：：：；，~o 

40l~QC:::::,ζ~q 

411 'illl‘~（：コ：；.QCミ

421 －.－.~c::::;,cご：.Cコ

431 骨骨骨~~~~

Cミコは200万台 （年）

e与 は対人賠償保険が
ついている自動車

441.-.-.-. ... ‘~Q~~Q 

451 .....・e・.....~＜：：話三：＞~＜：：ミ；.O

461 4111恥4・.....・h・~~~~c;:;:ミ；＞Q

471.._. ......ー骨骨~c:;,c:;:;,~c::;.~<;:::';J

481 .. ・M・M・....・・4‘4島c:;,ζミズ＝と~~二b
400 800 1,200 1,600 2,000 2,400（万台）
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任意保険の普通約款を改正し、車両保険のオール

リスクス担保、賠償保険金の%てん補制、車両 ・

賠償保険金額の自動復元制など任意保険の担保内

容を大きく改善した。（3）昭41年一原付自転車も自

賠資保険の付保対象車に加えられた。（4）昭43年 8

月18日ー観光パス 2台が集中豪雨の飛騨川に転落

し、 104名が死亡するという痛ましい事故が発生。

これが人災か天災（不可抗力的事故）かをめぐり大

いにもめたが、政府は同年10月11日自賠法の適用

をきめ、自賠責の保険金が被害者の遺族に支払わ

れた。（5）昭45年を境にして、同46年以降交通事故

件数 ・死傷者数ともようやく減少傾向に転じ、以

後この傾向は本年（昭49年）まで続いている。まこ

とに結構なことである。（6）昭47年一任意保険の対

人賠償担保の普通約款を大幅に改正し、被害者保

i畿の見地から、任意の対人賠償保険でも、従来免

責としていた無免許、酒酔い運転中の事故を担保

することとし、かくして任意保険の内容を強制保

険のそれに大きく近づけた。（7）昭49年 3月 1日一

示談交渉を原則として保険者が行う、 デラックスな

内容を盛った家庭用自動車保険（FAP）が発売された。

段後に自動車保険をめぐる今後の問題点を指摘

するとすれば、まず一番に問題となるのは対人賠

IP; 3褒 自賠責保険年度別支払保険金

年 支払件数 支払保険金

lil'. 死亡 傷害 計 l{ 亡 fl.) 持 計,,, 
ft- ｛中 f-l'L f-1'1 f-1'1 

30 1,019 39,667 

31 43,362 2,033,377 

32 59, 412 3, 168,078 

33 73,016 3,872,0.59 

34 83, 693 4,590,405 

35 93,208 5, 426, 964 

36 98,089 6, 713, 716 

37 98. 443 7 .145,381 

38 10. 082 104. 525 114,607 4, 196,832 4, 912.056 9, 108,888 

39 12,208 138. 739 150, 947 8, 182, 919 8,415,459 16, 598, 378 

40 12,413 174,011 186,424 11. 904, 193 16,981,068 28,885,261 

41 13,461 232,640 246, 101 16, 747 .831 29,461,270 46,209,101 

42 13, 977 331. 450 345,427 28.164,486 53,996,883 82,161,369 

43 15. 394 495. 436 510,830 45, 043, 457 96, 597. 548 141, 631, 005 

44 16.664 610, 280 626, 944 51,964, 700 128. 616.152 180, 580, 852 

45 18, 126 680, 906 699,032 80,117,614 157,513,639 237. 631, 253 

46 17 ,466 694, 865 712, 331 79,341,564 167 , 60~ . 052 246,944.616 

47 17 ,475 667 ,646 685.121 78, 383, 387 166,284,079 244. 667. 466 

住） 1. 41年度からl点付l'I転’11を含む。

2.沖縄県を除く。
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償責任保険における任意と強制の一本化のそれで

あろう。対人の強制保険である自賠責保険は、昭

和30年に発足以来今日まで一貫して非営利を建前

としてきたが、いまやその加入対象たる車の数が

2,600万台にも達したことと、近年における自賠責保

険金額の相次ぐ引上げにより上積みである任意の

対人賠償保険（営利）の分野が逐次狭められつつあ

ることへの業界の不満および、昨年12月に 1,000万円

に上ったとはいえ、今日のごとき物価と賃金の恐る

べき上昇の下では、早H免再び自賠責保険金額の引

上げが問題になるのではないかとの危ぐの念など

が絡み合って、この強制と任意の一本化の問題が

今や焦眉の問題として巷聞を賑わしている。 しか

しながらこの問題の解決になお多くの難問が控え

ており、それゆえ早急な解決は困難だと予想される。

3火災保険

火災保険の過去25年は以下のような諸事実によ

り特徴づけることができょう。

(1沫ヰ率の引下げ 昭和24年以降火災保険の料率

は殆んど毎年引下げられ、それはもはや年中行事

化したといっても過言でない。しかもこの傾向は

今日もなお依然として改まっていないといえる。

このような火災保険料率の相次ぐ引下げは、都市

構造の改良と建物の耐火性の増進、都市を中心と

した消防カの強化と暖房器具の著しい改良など諸

要因の結実によりもたらされた火災危険の減少の

反映であって、それ自体はすこぶる結構なことで

ある。しかしそのために火災保険の利益率・増収

’IH褒 自賠責保険金限度額の推移
hそご：： 30年12月 34年8月 35年9月 37年8月

死亡 30万円 同友 50万同 同左

保

険
傷 害

金

F艮
重傷
10万円

同左 同左 同左
I支 後遺 fH! 
綴

3万円
障害
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率が逐年低下の一途をたどったこともまた事実で

あって、昭和35年以降いろいろの総合保険（後述）

が生み出されるに至るのもこの増収率の低下への

対抗策にほかならなかったのである。

(2）組合保険問題 戦後の火災保険を彩る第二の

ものは、いわゆる組合保険の問題であって、これ

は何も火災保険に限つてのことではないが、生命

共済と並んで、農業協同組合や中小企業等協同組

合、あるいは生活協同組合などがそれぞれの組合

法に規定されている組合員のための共済活動・福

利厚生活動の一環として、全国的に火災共済事業

を展開するに至ったのである。つまり戦後に制定

された各種協同組合法は協同組合が本来の業務の

ほかに、共済ないし福利厚生の名目で保険類似の

事業を行うための法的な根拠を与えた。加えてこ

れら協同組合を所管する各官庁がそれぞれに管下

の組合の行う類似保険事業を育成助長する方策を

とった結果、なかには共済ないし福利厚生の域を

勉えて類似保険事業を専業とするものさえ現れた。

これらの動きに対し損保業界は、保険業法に従わ

ない類似保険は結局、加入者の利益を害する結果

に終る恐れが十分だと主張して極力反対したので

あるが、先に述べた各監督官庁のこの磁の動きに

対する態度と、時の流れには抗する手段な唖、こ

の問題は今日依然として未解決のまま、各種の共

済活動はすでに完全に我国に根を下し、民営の損

保企業と並んで、 「共済」の名の下に実質的には保

険事業を公然と営んでいるのである。

(3）公営保険問題 組合保険の動きと並んで、地

方公共団体が保険業法に基ーづいて保険事業を営も

39年2月 41年7月 42年8月 44年11月 45年11月 48年12月

JOO万円 150万円 300万円 500万円 同左 1,000万円

30万円 50万円 同左 同左 同左 80万円

障害の程 障害の程 障害の程 障害の程 障害の程

J主に応じ ！支に応じ j変に応じ 度に応じ ~に応；じ

5万円一 7万円～ 11万円～ 19万円～
同左

39万円～

100万円 150万円 300万円 500万円 1,000万円



うとする公営保険の動きも活発となったが、昭和

26年 8月大蔵省は東京都の提出した火災相互保険

会社の免許申請を却下し、この問題は一応終止符

が打たれた。ところでこの公営保険の動きはいつ

も戦災により弱体化した消防施設を改善するため

の資金調達を旗印としていた。そこで損保業界は

自発的に消防設備の改善事業に協力する目的で昭

和27年 5月に火災予防拠出金制度を設け、 各社が

火災元受保険料の品百を拠出することにした。こ

の基金から毎年50～60都市に消防自動車の寄贈、

防火貯水槽の設置等が行われている。またこの拠

出金のほかに、現在損保各社は地方消防僚に応募

して資金面でも協力している。

(4)1主宅金融公庫融資住宅等火災保険の発足 政

府は戦災によって生じた住宅不足を緩和する目的

で住宅金融公庫法を制定し、昭和25年 6月間公庫

は誕生した。そこで同年10月、公庫の償権保全の

ため公庫と国内損害保険会社15社（現在は19社）

との聞に融資担保物件に対する火災保険の特約

（いわゆる住公特約）が締結された。なおこの住公

特約には昭和27年10月から風水災危険担保、また

昭和42年から騒じよう等を新たに付加するなど、

担保危険の拡大と支払条件の改善を行った。

(5漸保険の発売昭和24年以降火災保険料率は

ほとんど毎年引下げられ、そのため好景気による

設備投資や住宅建設の盛況にもかかわらず火災保

険料の増収率が悪化の一途をたどったことは先に

指摘した。料率の引下げは結局火災危険度が低下

した結果にほかならないので、損保業界としては

これへの対抗策として新しい危険あるいは担保範

囲の拡張を図る努力を続行し、その結果次のよう

な新保険が陸続と発売されるようになった。

③償権保全火災保険 これは抵当物が火災を

被ったことによって生ずる被担保債権の損失を

てん補するもので、昭和30年 2月に認可された。

＠臨時生計費担保特約 これは火災による住

宅の損傷に伴って発生する立退きなど、臨時の

生計費を担保するもので、発売当初（昭30年 6

月）は好評を博したが、 36年以降は住宅総合 ・

店舗総合の両保険に押されて漸次減少した。

＠火災通知保険特約 これは工場権内の収容

品等、日々在庫数量の変動する物件を一定のて

予防＿＿, ..  

ん補制限舗の範囲でその実損をてん補しようと

するものである（昭30年12月認可）。

＠住宅総合保険・店舗総合保険 住宅総合保

険は火災以外に、落雷、破裂または爆発、航空

機の墜落もしくは接触または航空機からの物体

の落下、車両の衝突または接触、騒じようまた

は労働争議等に伴う暴力行為もしくは破壊行為、

家財の盗難による損害等の諸危険を担保するほ

か、臨時費用保険金、被保険者とその家族に対

する傷害保険金、風水雪害保険金および残存物

取片付費用保険金をも支払うことのできる保険

で、 36年 1月から発売された。この保険は発売

以来すこぶる好評で、順調に普及した。 f員保業

界はさらに中小企業の分野に適用されるべき店

舗総合保険を開発し周年6月から発売したが、

この保険の担保内容は住宅総合のそれとほぼ同

様である。なお38年12月からは交通傷害担保特

約付きの総合保険も発売されている。

⑧地震保険昭和39年 6月6日に発生した新

潟地震（マグニチュード7.7）を契機として、我国

にもついに本格的な地震保険の誕生をみ、 41年

6月から引受けが開始された。 その実施要領は

次のとおりである。①引受方法は主契約である

住宅総合または店舗総合保険に自動付帯とする

（後には長期総合保険および建物更新保険＝後

述＝にも原則として自動付帯されることとなる）。

これは契約者からの逆選択を防ぐため採られた

措置である。②担保危険は地震 ・噴火およびこ

れに起因する津波とする。③保険の目的は居住

の用に供する建物または生活用動産に限られる。

④損害のてん補は全損（経済的全損を含む）の

場合のみに限られる。⑤保険金額は主契約の保

険金額の30%を建前とし、加えて建物90万円

（現在は150万円）、生活用動産60万円（現在は

120万円）を限度とする。⑥一回の地震等による

総支払額が一定の金額（当初は3,000億円、現在

は 4,000億円）を超える場合は、その超える割

合によって保険金を削減する。

＠長期総合保険 この保険は、大衆の聞に根

強く存在する無事故戻しゃ満期返戻金支払への

強い希望にそうべく考案されたもので、保険の

対象を専用住宅、店舗併用住宅の建物・家財・
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什器・備品とし、担保危険はほぼ住宅総合保険

のそれと閉じ、保険期聞は 5年 ・10年で、満期

時には保険金額の10%相当額が満期返戻金とし

て支払われる （ただし保険期間中に 1回の事故

で保険金額の80%を超える保険金の支払があっ

た場合はこの限りでない）ほか、満期までの積

立保険料の運用益が予定利回りをこえた場合に

は契約者配当金が支払われる（昭和43年4月一44

年4月の聞に発売）。 なお本保険に類するものと

して、昭和38年発売の火災相E保険と建物更新

保険があり、また昭和43年 7月からは満期戻長

期保険が発売されている。

(6）新保険の問題点 上述のように火災保険の分

野に多くの新保険が登場し、バラエティに富んだ

商品が数多く売られていることは、それだけ消費

者の選択の余地が広いという意味で結構なことで

あるが、 一方これらの新保険の内容には問題がな

いわけではない。例えば、①地震保険が総合保険

との抱合わせでなければ購入できないこと、②地

震保険の「全損のみ担保」 という厳しい条件は、

万一関東大震災級の大地震が東京などの大都市を

襲い、ために半壊程度の被害をこうむった建物が

多数出た場合、大いに問題となることが危ぐされ

ること、③閉じく地震保険の支払限度額が建物150

万円、動産120万円と低額であることなどである。

④さらに、住宅総合保険についてー ・二触れると

例えば、盗難による損害保険金は盗難品 1個また

は 1組 につき10万円を支払限度とするほか、現金

の盗難については 1事故1構内ごとに5万円を限

度とする。また、臨時費用保険金は建物 ・家財の

損傷に対して支払われる損害保険金の15%相当額

であるが、これも 1事故 1構内60万円を限度とす

る。風水雪害保険金は建物または家財が風水雪害

により50%を超える損害をこうむった場合「保険

金額×損害割合×30%」で支払われるが、 1事飲

1構内 120万円限度とするただし欝がつく。

保険が大数の法Ill］の上に成り立つ経済的な仕組

であることは間違いないし、民営である以上、収

支相償うよう経営しなければならないのは当然の

原則である。ここに挙げたような問題点が、それ

ぞれ大かれ少なかれ、この原則からもたらされた

事情があるとしても（例えば、①の問題は消費者
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の自由選択にすると、逆選択から大数の法則が成

り立たない危険がある）、消費者心理からは容易に

納得できないものであることも事実であろう。こ

れまでにも損保業界が、このような問題点の改善

に努力してきたことを認めないわけではないが、な

お一層、業界挙げての努力で出来るだけ早い機会

に、 真に内容の濃い消費者の満足のいく商品に仕

立直してもらいたいものだと思う。

(7）最後に参考のため、昭和25年以降今日までに

我国で生じた大火災と、それへの支払保険金総額

を一覧表にして示しておくことにしよう。

第5褒昭25-48の大火災と支払保険金総額

年 月 日 I也 r. 被害の大要 抽出金仕の主ι出陣~

日目25・4 ・13 熱海 1,465戸焼失 35,266万円

27・4・17 .!'.I取 5 ,228 " 54,819 " 

29・9・26 北海道岩内町 3.300 • 30.149 " 

30・5・3 秋田県大館市 270 " 9,144 ' 

30 10・1 新潟市 972 ' 130,688 ' 

31 3・21 能代市 I .263 • 20,980 ' 

31 4・23 福井県芦Ii;¥ 348 ' 18,168 ' 

31 8・18 秋田県大館市 1,349 " 50,739 ' 

31・9・10 富山県魚i'I！市 1,496 " 39,085 " 

36 IO・2 鹿児品県剖；,c圃I 753 ' 19,969 ' 

37 9 . 26 長崎県悩江市 391 ' 33,0！謁 m

38 4・2 東京都BtVi1 213 ' 13.142 ' 

39・5・15 北海道府l民品 236 ' 9,863 ' 

39・10・26 熊本県天草 153 ' 15,209 • 

40・1・II 大島元町 554 • 24, !59 • 

40・2・12 大阪弁池 32 • 80,571・
40・3・1 悩岡市紙l胡町’ 58 • 11,500 • 

41 I・II 背森県三沢il'i 381 • 46,844 • 

43 10・12 秋田県大館市 267 • 49,239 • 

44・5・18 片山津弘lit 89 • 88.693 • 

44・8・29 所沢市 6 • 24,233 • 

46 5・27 悩岡市 12 • 23, l 77” 

付記：以上損害保険の主要種目のうち自動車と

火災の両種目につき、過去25年の歩みを大雑把に

述べてきた。そしてなお、損害保険の第三の種目

としての海上保険が残っているのであるが、筆者

の不手際のため与えられた紙数はすでに尽きてし

まっているので、残念ながら海上保険と自動車以

外の新種保険については、ここに触れることがで

きなかった。この点読者のご理解とお赦しを乞う

次第である。（なお本稿を草するにあたっては、日

本火災の戸出正夫、住友海上の渡辺信之および、

日本損害保険協会のj中山浩敏の諸氏より武重な資

料と有益な助言を賜った。ここに記して厚く御礼

申し上げる次第である。）

（すずき たつのり／早稲田大学商学部教授）
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その死者数から見た変遷

倉嶋厚

1 まえが．き

編集部から与えられた題目は過去25年間の自然

災害の変遷についてであるが、自然災害の範囲は

きわめて広く、その全体を取扱うことは筆者の能

力を超えるので、ここでは、台風と集中豪雨の死

者災害の変遷を中心として、社会情勢の変化、防

災対策の発展などとの関連を述べることにする。

2様相を変えた台風災害

台風の死者災害については、高橋浩一郎（1954)

によって、第 1図に示すような結果が得られてい

る。この図によると（1）台風の強さ（工率）と死者

数との聞には、両対数グラフ上で、ほぽ直線的関

係が見られる。 (2）室戸台風、枕崎台風などの記

録的な大型台風では1,000人以上の死者がでている。

高橋のこの分析は1954年までの台風について行わ

れたものであるが、その後に日本を襲った狩野川

台風 (1958年、 22号台風）、伊勢湾台風（1959年、

15号台風）の2大台風による死者は1,000人のオー

ダーに達しており、高橋のグラフ （第1図）に記入

すると、その直線上に見事 にのっている。 このこ

とは高橋の分析結果が、それまでの台風災害の実

体のー商を的確に表現していたしるしといえよう。

しかし、伊勢湾台風の 2年後に襲った第2室戸

台風 (1961年、18号台風）は、過去に1,000人以上の

死者災害を起した室戸・枕崎 ・狩野川 ・伊勢湾の

各大型台風と同程度の強さ であったにもかかわら

ず死者数 （行方不明者数を含む。以下閉じ）は202

人にとどまり、その数は従来に比べて 1ケタ下が

っている。以後、約15年間、日本の気象技術者は

死者1,000人に達する台風に遭遇していない。そし

て、その聞の台風予報作業中に、次の感想を持つ

ことが多かった。 (1）強い台風が来襲し、従来の

経験的直観から判断すると500～ 1,000人以上の死

者がでると予想される場合でも、実際には死者数

は意外に少なく 100人以下である。 (2）弱し3台風ま

たは小型の台風が来豊島し、従来の経験的直観から

判断すると死者はほとんど無いと予想される場合
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第 1図 台風のエ率｛繍紬）と死者数（自量制）の関係（1954年
以前、高橋1954による＞•丸のそばの数字は台風醤号または年月日
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M2図 台風の工率（横紬）と死者数（縦翰）の関係（1961-
1971年）黒丸のそばの数字は台風番号

Aグループ

1倒別人

/';i・伊尚、、
〆〆 J ，。
，〆 ／・3貨戸 I 
〆＼桐・・丸 1 _ .... ’ 
〆／石γ・欄ノ
ヌ少 f・ 縛冊Ill / 
I ・1・ v ノ
'-mi／・・21・／ 
＼、L ・ ル円：~ ，.

ジ，$＿－／ ’ ーー一一． 
1制加 Cグループ

100 
．日目・esm． 

10 

10”ERG/SEC 10”ERG/SEC 

10 
1 
0.01 100 

死者、行方不明数 主な災苦手に
日柄こ影響した よる死者の

台風需号 集中して死者がでた災害
全死者数に年月日

死者行方 計
不明 対する；明fr

議戸台風 1934 9 21 2, 702 334 3,036 
大阪湾の高i側、強風

62% 
大阪府死者1,678 行方不明 210 J十1.888

問~Jii様、広品i暗に聞した海岸の高潮

4216 1942 8 27 891 277 1,178 山口県死者 708 行方不明 86 3十 973 83% 

広島県死者 24 行方不明 155

西日本の水害、洪水、山崩れ

大分県死者 240 行方不明 56
57% 

4326 1943 9 20 768 202 970 
宮崎県死者 114 行方不明 I a十 859（宮里町
品恨県死者 324 行方不明 124

枕崎 台風 1945 9 17 2.084 1,046 3.130 
広ぬ県の水害、山ー津波

64% 
広i:.1県死者1,229 行方不明 7邸 計2,012

4709 利娘川水系のはんらん、山l品れ

カスリーン 1947 9 15 I. 055 362 I. 417 群馬県死者 420 行方不明 288 3十1.145 81% 
台風 栃木県死者 361 行方不明 76

5115 1951 10 14 572 371 943 
山口県の河川決Z盟、山liilれ、山津波

44% 
ルース台風 山口県死者 309 行方不明 108 J十 417

5415 
1954 9 26 l ,361 400 1, 761 

背函連絡船の海錐
81% 

洞爺丸台風 函館死者1,228 行方不明 200 g十1,428

, 5822 1958 9 26～ 
888 381 1.269 

狩野川水系の決~.Ii.I品れ、土砂崩れ
82% 

狩n川台風 27 静岡県死者i701 行方不明 339 a十1,040

伊勢湾の高i倒
72% 

5915 
1959 9 26 4,697 401 5,098 三重県死者1,211 行方不明 62 J十4624 

（怒っ伊勢湾台風 愛知県死者3,101 行方不明 250 • 

うち高潮による死者．行方不明 3,675

感想は、ある程度は事実の反映であったことを知

るのである。



3大型災害からゲリラ災害へ

前節の第 1図、第 2図から（1）強い台風で死者

1,000人オーダーの災害をもたらしたもの （Aグル

ープ）。（2）強い台風であるにもかかわらず、死者

数の比較的少なかったもの （Bグループ）。 （3）弱

い台風にもかかわらず、死者数の多かったもの （C

グループ）の 3グループの台風を選び出して，そ

の災害の様相を調べてみた。第 1表は、死者数か

らみたAグループの災害の特徴を示している。ほ

とんどの場合が、高潮または河川の増水による堤

防の大規模な欠壊、山 ・崖崩れの群発、乗客を満

載した大型船舶の転覆などによって、死者の50～

80%が集中的にある地方またはある海域に現れて

いる。例えば伊勢湾台風の死者 5,098人のうちの

72%は伊勢湾の高潮によるものであり、洞爺丸台

風の死者1,761人のうち81%の，1,428人は函館港の

船舶の沈没によるものであり、さらにそのうち

1,139人は洞爺丸1隻の船客および乗組員である。

一般に気象災害、とくに台風 ・豪雨による死者

は、その数の大小にかかわらず、集中的に現れる

のが通例であるが、 Aグループの台風の場合には、

戦争に例えるならば、自然の暴威との戦線内の大

作戦で人聞が破れたために起っているのである。

そして第 1表は、この大作戦の失敗による死者が、

会死者数の70-80%であること、したがって、も

しもこれらの大作戦、すなわち高潮や大規模な洪水

に対する作戦に人聞が常に勝続けるならば、 1,000

人オーダーの台風災害の死者数は 7-8割減にで

きること、つまり死者数をおおむね 1ケタ下げる

ことができることを示している。そして、そのこ

とが1960年以後のBグループの台風について実現

されたように思われるのである（第2表）。

勢力の割合に死者数の多かったCグループの台

風は第 3表に示すように1960年代の後半に現れて

いる。その死者は、土石流、鉄砲水、 山・ 崖崩れ

などによるもので、局地的激じん災害またはその

群発によって起っている。1968年の 7号台風の災

害は、近年の台風災害の特徴を浮彫りにしている。

死者133人中104人は、飛弾川沿いの国道41号線で

豪雨のため停止していた観光パス 2台が山崩れの

予防時級官．＠

ため飛弾川に転落したことによるものである。こ

の時、岐阜県に降った集中豪雨は、たしかに記録

的なものであった。 しかし、それは、ほとんど毎

年日本のどこかで起り得る現象であった。一方、

転手客した観光パスは乗鞍登山の団体客を乗せた15

台のうちの2台であり、国道41号線にはこれらの

パスのほかにも、かなりの数のパスまたは乗用車

が豪雨の中で停車または動いていた。集中豪雨に

対する人聞の側の災害ポテンシ ャルは著しく高く

なっていたのである。パスで乗鞍登山ができると

いう事態そのものが、社会生活における近年の変

化であった。パスの停車位置と山崩れの位置が数

mずれていたら、 100人の死者は出なかったに違い

ない。そしてまた同様に、 パスの停車位震によっ

ては、 2台のパスではなく 4台あるいは 6台のパ

スが転落したかもしれなかった。その場合の死者

は200-300人に達したに違いない。1968年の 7号

台風の死者は、人間と自然のそのようなかかわり

合いの場所において、現れたのである。

Cグループの台風の災害の諸相を具体的に調べ

てみると、次の諸点が共通の特徴としてあげるこ

とカfできる。

(1）“ゲリラ的様相”をもっ。ここに“ゲリラ的”と

いう言葉で表現される内容は、その生起の突発性、

意外性、局地・小規模・激じん性、群発性なとである。

(2）死者の多くは集中豪雨による山 ・農崩れ、土

石流、鉄砲水などで起っている。

61 



予防時報官・e

第 2褒 強い台風にもかかわらず被害が比較的少なかった台風（第2図 Bダループ）

台風 日本に影響した
高橋統(1954) 行実際方不の死明者数
の計から
日推定される

死者行不方明

災 ’占 σ〉 様 相
番 号 年 月

死者数 官十

6118 風害．大阪湾の高i制。最も多く死者がでたのは新潟県の

第2室 1961 9 16 数1,000人 194 8 202 36人で大半は倒製した家屋の下敷きとなったむの。大阪
戸台風 では高潮による死者は皆無と推定されている。

四国山脈に l,OOOmmを越える豪雨。高知県各地に数JO
6309 1963 8 9 500人 23 6 29 年ぷりの大洪水。しかし早目に避維命令がでた。高知県

死者15、行方不明4。

23 400～ 
台風前面の雨のため全図的に大雨。南九州の山岳部16～

6414 1964 8 17 5 22 24日計 1,800mm。最も多く死者の出たのは上陸県の鹿
500人

児島県で死者7.

6420 1964 9 24 600人 41 9 56 九州、四園、本州、風水害および高潮。死者は20都府県
におよび、それぞれ 1-7人。

西日本風害。最大瞬間風速阿久根54.0m/sec，枕崎50.0

6515 19街 8 6 数 100人 28 0 28 m/sec，人吉48.Om/ sec, 8月の極値更新．鹿児島県川内
市公民館・民家例域8人死者．熊本県住家倒壊死者3人。

死者21府県におよび、集中的に死者が出たのは兵庫県の

6523 1965 9 
1 000-

67 6 73 
20入、石川県の10人。兵庫県では高潮が起ったが、死者

10 ・2,000人 の大部分は煙突や家屋の倒壊など強風によるもの。石川
県の被害も強風害。

死者は23都府県におよび、集中的なのは筒井県の27.兵

6524 1965 9 17 1,000- 98 9 107 
庫県の16.福井県のは九頭j良川上流域の集中豪雨による

2,000人 山崩れ、堤防決績などによリ生埋め。西谷村中J:hl也区全
戸 106戸のうち42戸流失、 58戸倒場。

東海、 l刻束、東北大雨。東京総雨量 238mm。死者は 7
都民Lにおよび、集中したのは神奈川県の41人。大都市の
中小河川のはんりんと丘陵地帯の造成宅地の崖崩れが目

6604 1966 6 28 500人 61 0 61 立つ。 神奈川県の山、；.~i.品れ600件。横浜や鎌倉市周辺の
宅地造成地帯で嵯崩れ起り、死者28、行方不明3、重軽
傷臼入、東京の都市中・小河川はんらん、被害が山手に
集中したのも特徴的。

死者、行方不明は8県におよんでいるが、 集中したのは
上陸地点に近い和歌山、 三重両県で計31入、熊野市大泊

6734 1967 10 
400～ 

37 10 47 
町では国道42号線の改修工事の飯場2僚が寝ていた労務

28 500人 者23人とともに山崩れによって押し流され18人の遺体発
見。新宮市でも iii’呂水巡回己水池のコ ンクリー卜腰壁が ii•\
れ落ち、その下にあった民家4棟が倒壊、 9人死亡。

6804 1968 
26- 200～ 

6 2 
8大分県、海岸にうねりが打ち寄せ、海水浴客など2人水

7 30 300人 死。保石現場の山i1iiれ5人生き埋め、 3人死亡。

被害域は22都府以におよんだが死者がでたのは5県で長

7002 1970 7 5 400人 8 。崎4人。滋賀県ぴわ湖でヨ y卜てんぷく死者 1.和歌山
8県新宮川がl¥"l水、はんらんしたが、住民は避難していた
ため無事。

被害は23道府県におよんだが死者のでたのは8道県で、
それぞれ1-2人。奄美大砧大木倒段、プロyクベいi1)¥

7009 
1970 7 13～ 300～ 

11 1 12 
れ、それぞれ1人圧死。ぬ恨県では自転車で絡を通行中

16 400人 の少年が突風のため転落死。 持岡県伊東港沖合16kmで貨
物船転ru3人行)J不明、消水市岩壁近くで釣り船転権 1
人死亡。

九州・四国の大雨、強風。被害は西日本17県におよび死

7119 1971 8 3～： 3.000人 62 7 
69 者のでたのは6県。鹿児島県死者47。死者62の内訳 ：ilii
品jれ60、感泣し その他l。行方不明7の内訳 崖崩れ
4、谷川の鉄砲水による流失3.

被害は九州から東北地方にかけての38都府県におよび死
./'iがでたのは14都府県。死者が集中したのは宮崎県の12.

1971 8 29～ I. 000～ 
死者・37の内訳は、 ici!:iillれ16、鉄砲水によるもの9、川に

7123 
31 2,000人

37 7 44 転議したむの9、倒れたへいの下敷き 1、屋娘から転落
1、たつまさによるもの し行方不明7の内訳は、崖胤
れ2、鉄砲水3、川に転忽 1、自宅を出たまま何iらない
もの 1.

第3褒 努力が比較的弱かったにもかかわらず死者数が多かった台風（第2図のCダループ）

年 ｝~
YE 者一 数

fulj• して化身、行心不明の 11：た~.＼台風番号 日
死者行方不明 ；十

6626 1966 9 25～26 275 43 318 山梨 175.,¥l>I瑚 55、崎五 26
6707 1967 7 7-10 365 6 371 11.:1::; 159.兵！事 100.u崎 50‘佐賀 34
6807 1968 8 15-18 112 21 133 自主 •；＇ 118 
7125 1971 9 7～ 8 55 。 55 下葉 55

7129 1971 9 26 9 II 20 奈良 ll、J弔l8 
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(3）宅地造成地の死者が

多い。一方、山間部また

は丘陵地帯の谷間の部落

（いわゆる過疎地域を含

む ）、渓流沿いの温泉など

の崖崩れ、土石流災害も

目立つ。

(4）近年開通した国道そ

の他の道路における車に

乗 っていた人の死亡事故

が目立つ。

(5）前項および前々項に

関連するが、行楽先での

集団死亡事故が目立つ。

上述の特徴はBグルー

プの台風災害にも、おお

むねあてはまる。このこ

とは、次のことを意味し

ているといえそうである。

台風災害のうち高潮およ

び大河川 の洪水を防ぐこ

とにある程度成功した結

果、これによる死者数は

高 橋 （1954）が調査したこ

ろに比 べると、ケタ数が

1ケタまたは 2ケタ下が

った。一方、山・ 崖崩れ

の災害は、従来どおり残

っ ているだけでなく、人

口の過密化、造成宅地の

増大、生活圏における急

傾斜地の増大などによ っ

て、災害ポテンシャルは

著しく大きくなっており、

それがしばしば顕在化し

て死者数も増大している

のである。

なお、ここで注意しな

ければならないのは、 60

年代になって、死者1,000

人オーダーの台風災害が

なくなったことには、第
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二重戸台風（1961年、 18号）第4表アメリカのキラー・ストーム 1900～1969年（Cressman.G. P. 1969) 

を除いては、超大型台風

が人口の密集した大都市

の臨海工業地帯に高潮を

起すようなコースで襲っ

ていないこと、つまり気

候変動の影響もあるとい

うことである。

4 アメリカのハリケ

ーン災害と日本の

台風災害との比較

ノ、 今－

被災地または名称

Galveston 
New Orleans 

Galveston 

Burrwood, Louisiana 

Florida, Louisiana, Texas 

Miami 

Florida 

Florida 

New England 

East Coast 

Diane 

Andrey 

Camille 

アメリカのクレスマン博士 （G. P. Cressman 1969) 

は1900-69年のアメリカ合衆国で死者100人以上を

だした、いわゆるキラ ・ストーム（KillerStorm) 

について、その災害の様相の変化を考察している

（第4表）。このうち、いくつかのハリケーンにつ

いてその災害の特棋を述べてみると 、死者最大

(6,000人）の 1900年の Galvestonハリケーンの災

害は、メキシコ湾に面するテキサス州沿岸のガル

ベストン島の高潮によるものである。

1928年に1,800人の死者を出したハリケ→ンはフ

ロリダ州南部を裂い、 LakeOkeechobeeの水が人

口密集地域に溢水して大災害を起した。 1938年に

600人の死者を出したハリケーンは、海上で衰弱・

消滅したと思われたのが、突然ロング・アイラ ン

ドの海岸を通って、ニュー ・イングランドを時速約

lOOkmで通過し、しかも強い勢力を保っていた。

このため住民にとってはハリケーンの“不意打ち”

になり、強風と高波 ・高潮で大災害が起きた。

1945年以後は死者 100人以上のハリケーンは 3

個しかない。 1955年の Dianeハリケーンは速度の

遅いハリケーンで記録的大雨をもたらし、急激に

発生した氾濫 （flashflooding）によって死者が出

た。1957年の Andreyハ リケーンの死者災害は、

ルイジアナ州の平坦な海岸に起った高波 ・高潮に

よるもので、海水は場戸斤によっては 25mileも内陸

へ浸水した。死者の多くは避難経路が海水によ っ

（注） このハリケーンは、翌年の1929年10月の・暗い木HM日”の

ニューヨーク株式市場の大暴落と、それに続く約4年間の

世界的大恐慌のきっかけを作った、ともいわれている。

ン トルネード 冬 の 低気圧

年 死者 年 月死者 年 月死者

'I' 人 1f- 月 人 1ド
1月1 

人
1900 6、000 1908 4 100 1913 206 

1909 350 1917 5 101 1940 11 144 

1915 275 1925 3 689 1950 11 160 

1915 275 1932 3 268 1960 12 108 

1919 280 1936 4 216 

1926 240 1936 4 203 

1928 1,800 1944 6 150 

1935 408 1945 4 102 

1938 600 1947 4 169 

1944 390 1952 3 208 

1955 185 1953 5 114 

1957 390 1953 6 116 

1969 3~8o～ （’i 1965 4 271 

て絶たれたため起った。予報はかなりうまく行わ

われが、響報の中継ミ スと笹報内容の誤判断によつ

って死者がでたことが、後に法延で明らかにされた。

1969年の Camilleノ、リケーンは、その強さ・経路

からみて、これまでのうちで死者数が最大になって

もおかしくない強大なハリケーンであった。しかし、

このハリケーンの追跡と予報が見事に行われたた

め、死者数は350-400人にとどま った。警報に基

づいて行われた集回避難の規模は、アメリカにと

っては南北戦争以来の大がかりなものであったと

いわれている。「このハリケーンによる死者はたし

かに多かった。 しかし、もしも予 ・箸報が行われず、

また予・ 続報に基づく避難行動が行われなかった

ならば、死者は10,000人のオーダーに達していたで、

あろう」 と G.P. Cressman (1969）は述べている。

上に述べたアメリカのハ』リケーンの死者災害の

様相には、日本の台風のそれとの聞に類似点と相

違点がある。類似点を挙げると

(1) 1,000人を超す大災害には、多く、高潮が関係

している。

(2）いったん消滅または衰弱したと恩われたのに

比較的高緯度地方を強い勢力と速い移動速度で急

襲して大災害を起した例がある（日本の1954年、

洞爺丸台風、アメリカの1938年の NewEnglandハ

リケーン）。

(3）ある年代以後、死者災害の大きなものが現れ

ていない （日本では1960年以後、アメリカは1945

年以後）。

(4）過去の経験から推定すると 1,000-10,000人の

63 
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第5型軽 死者、行方不明 100人以上の台風（1917～1971年）

年 月日 名 称 死者 行方 計 年 月日不明

1917 9Jr l, 127 197 1,324 1948 9 16 
.2 

49 6 20 21 9 26 211 326 537 

26 9 17 112 100 212 
49 8 15 

49 8 31 
27 9 13 378 68 446 

50 9 3 
30 7 17 112 62 174 

51 10 14 
32 11 15 136 Ill 247 52 6 2ト25
34 9 21 室 戸 2, 702 334 3,036 53 9 25 
35 9 24 317 60 377 54 9 13 
38 9 1 201 44 245 54 9 25 

41 10 1 25 号 108 102 210 58 9 27 

42 8 27 16 号 891 267 1, 158 59 8 14 

43 7 24 12 号 211 29 240 59 9 26 

43 9 20 26 号 768 202 970 61 9 16 

45 9 17 16号枕 崎 2,473 1,283 3, 756 66 92←・25 
45 10 10 20号阿久恨 377 74 451 67 7 9 

47 9 15 9号カスリーン 1, 055 362 1,417 68 8 16 

名 称 死者

21号アイオン 552 

2号デ フ 202 

9号ジュディス 154 

10号キティ 135 

28号ジェーン 336 

15号ル ス 572 
2号ダイナ 65 

13号テ ス 393 
12号ジェーン 107 

15号洞爺丸 1.361 
22号狩野 川 888 

7号ジョ ジア 188 

15号伊勢湾 4,697 

18号第二室戸 194 

24号、26号 275 

7 号 365 

7号（飛島早川） 112 

行方
不明

326 

216 

25 

25 

176 

371 

70 

85 

39 

400 

・381 

47 

401 

8 

43 

6 

21 

3十

878 

418 

179 

160 

512 

943 

135 

478 

146 

1. 761 

1,269 

235 

5,098 

202 

318 

371 

133 

災害の大きくなった例が

ある（日本では1959年伊

勢湾台風、アメリカでは

1957年Andrey／＼リケーン）。

死者数から見た日本の

台風災害とアメリカのハ

リケーン災害のもっとも

大きな相違点は、その規

模と度数の相違である（第

5表、第6表）。この点に

ついては、 別に、次のよ

うな調査結果もある。

’u表 台風（日本）とハリケーン（アメリカ） 第7表 台風とハリケーンの死者災害の変遷

1926年から1949年の24年

間に、日本には98個の台

風が、アメリカには91個

のハリケーンが上陸した。

これによる死者（行方不

明を含まず）は、日本で

は12,685人、 1個当り平

土勾 129人、アメリカでは

3,430人、 1個当り平均38

人となっており、死者数

が 1ケタ違う。この相違

は、近年、日本において

台風の死者数を従来に比

べて 1ケタ少なくするこ

の死者災害の度数の比較

hで空 100人 500人 1.000人以上 以上 以上アメリカ
1日917～ 19本7問2 死者数 1900 - 196問9 

70 年 55 年

100人以上 13 33 (42) 

300人以上 8 20 (26) 

500人以上 3 13 (17) 

1,000人以上 2 8 (IO) 

3,000人以上 I 3 ( 4) 

5,000人以上 I I ( I ) 

（注） カソコ内は55年間の台風数に藷ヰ1.3を

乗じ70年間の個数に換算したもの。

’148褒ハリケーンの死者と鍋害額の年代別変遷

E 1920～29 

風 1930-39 

日 1940～49 

本 1950-59 

1960～69 

，、 1900～09 
I) 
1910-19 ケ

1920～29 
ノ‘ 
1930～39 

u 
s 1940～49 1950～59 
A 1960～69 

年 ｜ 死 者 ｜損害額(JOO万ドル）

1900 09 6604 

1910 -19 1225 

1920 29 2113 

1930 39 1132 

1940 -49 525 

1950 59 819 

1960 -71 604 

33.0 

95.4 

144.0 

3唱4.7

497.6 

1944.3 

5015.0 

（注） 上の表によると、この70年間1に死者は10分の 1に減リ、
蝋害額は 100倍になっている。 1920年代には財産のm害
額1,000万ドルあたり死者147人であるが、 1960年代以後
は1,000万ドルあたり死者1.2人になっている。死者数が
少なくなり削害額が期大しているのが ”先進国型台風災
害”の特徴といえる．

オーダーの死者がでてもおかしくないほどの強い

熱帯低気圧の来襲に対して、実際の死者を200-400

人にとどめた例が、近年にある （日本では1961年、第

二室戸台風、アメリカでは1969年 Camilleノ、リケーン）。

(5）予報は比較的うまくいったが、 事年報伝達およ

び箸報に基づく避難行動が円滑でなかったため、
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個 個 倒

3 I 。
5 I 

11 5 3 

9 5 3 

4 。 。
2 I I 

3 。 。
2 I I 

2 I 。
I 。 。
2 。 。
I 。 。

とができたことによって、ょうやく解消されつつある。

熱帯低気圧による多数の死者災害の減少が、ア

メリカでは1940年代に起っているのに対し、日本

では1960年であり 、約 15年の差がある（第 7表、

第 8表）。 1945年以後のハリケーンの死者災害の減

少の一原因として、Cressman (1969）は、この時

期以後、飛行機観測によ るハリケーンの発見と追

跡が行われ、ハリケーン予報法が進歩したこと、

気象資料のない海上からのハリケーンの急襲は、

気象衛星からの観測によ って防げるようになった

ことを挙げている。

1960年代の日本の台風災害の減少は、前にも触

れた気候変動によるもののほかに、この年代の国

民経済の進展 （一方では公害問題などを深刻化さ

せたが）、1961年制定の災害対策基本法に象徴され

る防災対策と防災設備の充実に、その一因を帰す
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ることができょう。 第9褒 主として熱帯低気圧による大災害（死者5.000人以上）

しかし60年代の台風災

害の減少は、 一方ではす

でに述べたようにいゲリラ

化した災害の増大”を伴

っている。 さらにまた、

近年の経済発展に伴う地

盤沈下や人口の過密化の

進行は、もしも自然の暴

威 に対する人聞社会の防

衛力が破れた場合に起り

得る災害ポテンシャルを

極度に増大させているこ

とに注目すべきである。

1969年にアメリカを襲っ

たCamilleノ、リケーンは、

もしも避難活動が円滑に

現＊または；Ii書名

水 害
高 l軒1
水 害
水 害
4口，、 風
tヨ. 凪L
サイクロン

高 t朝

高 l羽

サイクロン
高 I制

サイクロン
サイクロン
サイクロン
サイクロン
サイクロン
サイクロン

ハリケーン
ハリケン
ハリケ ン
ハリケーン

年

1642 

1646 

1887 

1911 

1922 

1959 

1876 

1881 

1882 

1897 

1937 

1960 

1963 

1965 

1965 

1970 
1971 

1900 

1930 

1963 

1974 

月 日

8 
9 26 

10 31～ 
11 I 

10 30 

10 31 

5 28 

5 11 

12 

11 13 

10 29 

9 8 

9 2 
10 4～10 

9 19～20 

I也 域 死 者 f繭 考

賞 I可 30万
中 国 30万
賞 1可 90万
尚子江 10万

iw E員 20万
日 本 5098 

パングラディシュ
水死10万、餓死、病死30万

主として高潮による
カルカッ夕方面
インドシナ半島 10万
インド、ボンベイ 30万
パングラディシュ 17万5千 主として高潮による
ノtングラディシュ 30万
パングラディシュ 1万5千 主として高潮による
パングラディシュ 1万2千 N 

パングラディシュ 5,492～1万6千 II 

パングラディシュ 2万6千 II 

パングラディシュ 17万 ’f 
インド、オリソサ外｜ 2万5千

アメリ力、ガルベストン島 6千 主として高潮による
ドミニカ 8千 II 

ハイチ、キューパ 5千以上
ホンジュラス 8千

行われなかったら万のオ 注） (1）この表の資料は均質性を欠き、死者5,000人以上のものは、この他にも数多くあると思われる。
(2）年代の古い災害の死者数および敢近のものでも、発展途上国の災害報告は不硲笑のものが

ーダーの死者がでたであ 多い。とくにホンジユラスのハリケーン災害はUs Aからの調査団の報告では 1,000人と

ろうことは、すでに述べ
いわれ、 NH Kの特派員の報告では 1J也区だけで2,000人、百十8,000人となっている。

た。 日本においても、台

(3）現象名欄に水害とか高潮と記してあるのは、それが熱帯低気圧によるものかどうか分らな
い場合である。

風の災害ポテンシャルの

最大は死者数万であるこ

(4）パングラディ シュおよびその周辺 （インド北京都）のサイクロン災害は10月末に多いのが
特徴的であ．る。サイクロン経路の季節性の他に、雨季末期のガンジス河の精水、この時期
における農業労働人口の集中などが、作用しているかもしれない．この地域では5月にも多い
(5）伊勢湾台風 (1959）の死者（行方不明を含む）数 5,098は、 17～19世紀型大災害または、

とは、 1959年の伊勢湾台 発展途上国型大災害への回帰の片りんを示したものといえる。

風の死者約5,000人がそれを暗示しており、また、 (3) 1950年代は台風災害も前線性集中豪雨災害も

発展途上国の人口欄密な社会が、ほとんど無防備

の状態で、熱管低気圧に襲われた例が、 それを明

示している（第9表）。

5集中豪雨災害が増えている

死者数の多い気象災害には、台風のほかに前線

性集中豪雨がある。これによる死者災害の資料を

第10、第11、第12表に示した。 これらの表から、

次の諸点が指摘される。

(1）前線性集中豪雨の大きな死者災害は、主とし

て梅雨後期の梅雨前線豪雨によって起っているが、

秋雨前線豪雨によるものもある。前者は西 日本に

多いが、東日本 ・北日本にもあり、後者は羽越・

東北地方などに多い傾向がある。

(2）前線性豪雨災害の回数は、台風災害のような

1960年代からの顕著な減少を示していない。

大規模なものが起っており、戦後約15年間の風水

害の特殊性がうかがわれる。

すでに述べたように1960年以後の台風による死

者の多くは、やはり集中豪雨によるものである。

また、この調査では死者 100人未満の災害は対象

外になっているが、もしもそれを数えるならば、

集 中豪雨災害件数は、近年になってむしろ増加 し

ていると考えられるのである。

1950年代の水害の規模の大きい理由としては、

1953年の筑後川の大洪水の例のように、戦時中の

河川工事の不振、豪雨の多発を背景と した「明治

以来の治水方針の破綻」という見方もある（高橋

裕 1971）。

1960年以後の台風の死者災害の減少と集中豪雨

災害の多発については、第68国会（常会）提出の

政府文書 「昭和45年度において防災に関してとっ

た措置」 （災害対策基本法に基づく報告、昭和47年

65 
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(3）集中豪悶による崖崩

れおよび山腹崩壊による

家屋の倒壊ならびに道路

の被害とこれに伴う人身

年 月 日 I也 域 死者 行万不明 J十

1934 7 9～12 北陸 119人 26人 145 人

1935 6 27～30 北九州．例l•I. 中国、近畿 147 9 156 

1935 8 21～25 l'i森県 20 181 201 

1937・・ 7 13～17 関東、中部、 'i'[fi] 67 14 81 

1938 6-7 28- 5 太平洋沿岸存地 （関西→東北） 715 218 933 

1941 6中、下旬 酋日本 100 12 112 

1941・・ 7 11～12 関東以西 56 15 71 （弘：；i;,,) 
1948 9 11～12 西日本 121 126 .247 

1951 7 7～17 西日本、岐阜、 M井 162 144 306 

1952 7 7～l I 中間、四国、近畿、 東海地方 67 73 140 

1953 6 24～29 北九州 749 265 1.014 

1953 7 18 手日l且山県 639 376 I. 015 

1953 8 14～15 東近畿 （ill城水告を含む） 290 139 329 

1955・・ 4 14～18 西日本、佐世保付近の炭坑のポタ山hilれ 91 4 95 

1957 7 25-28 九州 （諌早の大雨を含む） 856 136 992 

1961 6～7 24～5 問問、近畿、中部、関東、東北、 中凶．九州 302 55 357 

1962 7 l～8 九州、凶凶、中l司、近畿、点海 112 115 227 

1964 7 17～19 1：~般、鳥取、石川、新潟 123 5 128 

1967・ 7 7～10 西日本、とくに l~崎、佐賀、広品、兵hi( 365 6 371 

1967 8 28～29 新潟、山形、福品 113 33 146 

1969・・ 6-7 24～ 1 再j九州を中心にl刻＊以酋 81 8 89 

（住） ＊台風67<11号関述。
＊＊死者、行方不明が 100人に逮しないが、それに近いので掲げた。
本＊＊ 1972年7月 3日～13日の梅雨前線豪雨では死者 441人にi主した。

第11褒死者 100人以上をだした前線康雨の
年代)jlj回数 （1917～1971年）

年代｜回数 ｜｜ 年代 ｜回数

1920 -29 

1930 -39 

1940～ 49 

第12褒死者 100人以ょを出した前線濠雨の
季節別の回数 （1917～1971年）

月 6 7 8 9 

4 

2 

1950 - 59 

1960～ 69 

旬｜中下｜上中下｜上中下｜上中6 

回数 115[75 1 1 2 I 1 1 

2句にまたがったものは両方に数えた。

事故が増大してきたこと。

(4）治山、砂防事業などの進ちょくに伴う河床低

下および海岸浸蝕傾向により、天然河岸、天然海

岸などの欠壌が増大したこと。

などが挙げられる」

前線性集中豪雨災害においても、台風と問機、

“レジャー災害”が多くなっている。例えば1971年

7月18日午後、兵庫県相生市に降った 4時間に185

m の集中豪雨は、22人死亡という人身事故を起し

たが、このうち 4人は1963年に開通した高取峠の

道路を通って兵庫県の海水浴場から岡山県に帰る

団体パスの崖崩れによる転落によるものである。

この時はパスのほかに乗用車も 3台転落している。

また御津町新舞子では、 山の斜面のすぐ下の漫立

地に作られた簡易旅館 ・休恕所など3軒が山崩れ

により押しつぶされ、海水浴客40人が生埋めとな

り11人が死亡した。 なお、この時に倒壊した一軒

では、山崩れの直前に雨の強さから危険を感じ約

50人の客をパスで避難させ全員無事であった。こ

66 

の事例は大衆レ ジャ一時代の集中豪雨災害のポテ

ンシ ャルの高さをよ く示している。

1960年代の災害の様相の変化については、館－

松浦（1972）の調査結果にも表さ れている。第13表

は、理科年表所載の1940～ 70年の気象災害を台風

災害と槌帯低気圧および前線による水害に分けて

統計したものであるが、台風 1回当りの死者は低

気圧 ・前線水害の約2倍になっている。 しかし

1960～ 71年について同じ調査をすると、第14表に

示すように、 低気圧 ・前線水害の死者の方が、台

風災害のそれの約2- 3倍になっている。

6 トルネード災害と

集中豪雨災害の比較

トルネードと集中豪雨は、予報技術の観点から

みると、次の類似点がある。

(1）局地的な対流現象であること。
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(2）寿命が短いこと。 第13表 台風災害と低気圧・前線水害の比較（そ 第16褒 アメリカ合衆国におけるトルネードの

(3）災害が局地局、突発

的で激じんであること。

のし 1940～1970.館・松浦1972による） 死者災害の変遷

種 目｜回数｜死者・行方不明 11回あたり平仰 年 代 報f’Fされた トルネードによる
トルネード総数 死者総数

台風災筈 149園

水害I26 

22,674人

6,001 

463人

231 
1921 -25 564 1,616 

26～30 866 1,229 (4）その生起の背景とな

る総観場は予想できるが、

個々の現象の生起時刻と

場所の予想は困難である

第14表 台風災害と低気圧・前線水害の比較（そ
の2,1960～1971，館・松浦1972による）

31～35 

36 -40 

830 909 

787 916 

極 目｜恒l数｜死者・行方不明i1回あたり平島J 41 -45 729 980 

台風災害｜ 20園

水害110 
I, 340人
1, 515 

67人

152 

46～ 50 902 813 

51～ 55 2,087 940 

56～60 3, 168 445 こと。

トルネードによる死者

災害の年代別の変遷を第

15表、第16表に示す。こ

れを第11表と比較する時、

第15~ 死者 100 人以上を出したトルネード
災害の年代別回数

61～65 

66～ 70 

3. 413 481 

3, 396 485 
年代｜回数｜｜年代 I!ill 数
1925 - 34 

1935 - 44 

1945～ 54 

1955～ 64 I o 
3 

4 

1965～ 

アメリカにおいては1950年代の中ごろにトルネー

ド災害が顕著に減少しているのに対し、日本の集

中豪悶災害にはこれに対応するような変化がみら

れないことに気づく。

1950年代半ごろからのトルネード災害の減少は、

1953年のトルネード笹報システムの開始と、その

後の発展によるもので、レーダーによる監視方法

の改善、民問委託の観測網の拡大と細密化、短時

間予報の有効な伝達手段の整備などが、その背景

にある。第16表にみられる1950年代以後のトルネ

ード数の急増は、観測網の整備と細密化によるも

のであろう。しかし、トルネード警報システムが

できた後も、トルネード大災害は起きている。例

えば1965年のパルム ・サンデー （復活祭の直前の

日曜）に群発したトルネードは 271人の死者を出

し、また1974年 4月 4日にも10州にわたって群発

したトルネードは約 320人の市民を殺した。前者

の場合には死者の多くはトレイラーの中にいたり、

あるいは野外で直撃を受けたりしたもので、近つe

くトルネードに対して有効な避難手段を持たなか

った。 これらの大災害を契機として、連邦政府や

州政府をはじめ各機関は、トルネード警報システ

ムの改善を図ってきているこ とは注目すべきであ

る。

日本の集中豪雨対策は、気象予報の観点からみ

ると、1953年 6月の北九州の水害（死者 ・行方不

明1,014人）、7月の和歌山県を中心とする水害（死

者 ・行方不明1,015人）を契機に、 水理水害の雨

量観測網の展開とレ ダーの導入が行われ、また

1968-72年には梅岡末期の集中豪雨の特別観測に

よってその機構の解明が行われている。さらに1971

年以後は気象庁において集中豪雨の予報の技術的

検討が本格的に行われ、 1974年には、細密な自動

気象観iJllj網からの雨量が、電々公社の公衆通信回

線を利用してオン・ラインで集配信できる地域気象

観測lシステムの展開 ・利用が開始された。集中豪

雨による死者をなくすためには（1）集中豪雨域を

発見できる細かい気象観測網とレーダー観測網

(2）きわめて短いライフタイムの現象を速報でき

る実況放送に近い伝達体制（3）その伝達に即応し

て機能する防災活動と避難行動が必要である。 こ

のようなことが行い得る条件が、わずかずつであ

るが整いつつある。各機関が各方面で積極的に集

中豪雨対策と取組む時は、 1950年代にア メリカに

おいてトルネード対策で得られたような、 一応の

成果は期待されるのである。

7予防とは

1961年 9月、第 2室戸台風が近畿地方を襲った

直後、我々は暗い気持ちで災害のニュ ースを待っ

た。死者は1,000人か2,000人か、それとも 3,000人か。

が、集計された全国の死者は約200人。大阪では高

潮が起てコたが死者は皆無であった。私はその時、

涙が止らなかった記憶がある。もちろん死者は 1人

だってあってはならない。が、その 2年前に伊勢

湾台風の死者5,000人を経験していただけに「死者

数を 1ケタ下げることができた。 これでアメリカ

なみになった」という感慨の方が先に立ってしま

ったのである。

67 
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しかし、これは14年前の話である。いまは死者

災害を測る“物指し”が違ってきている。現在の

日本で台風によって一夜に 200人の死者がでたと

すれば、それは衝撃的な大事件となるであろう。死

者数が万のオーダーになる潜在可能性をはらみつ

つ、現在の日本は、台風災害の死者数を 0-10人

のオーダーに押えているのである。

災害の様相は時代とともに変わる。身近な 1例

を挙げると、雷による死傷者の年代別変遷（第 3

図）をみると、 10年前は屋外の農・漁業中のもの

が多かったが、最近はゴルフ ・登山・つり・サッカー・

野球などレ ジャー中の落雷事故が多くなっており、

とくにゴルファーの落雷事故が急増している（倉嶋、

谷川、1974）。

一般に、異常気象を、そのもたらした社会的結果

から解析する時は、次の点に注意する必要がある。

’u図 落雷による死傷者の年代jljの変遷（倉嶋、谷Jll1974) 
レジャー関係
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いま社会的現象をS，それを起す要因をa,,a2・・・・

および気象要因mとすると、 S=f, (a,, a2… 
m）である。この場合、 a1,a2 ・・・…の中には、物理

量だけでなく、目的、意志、 利害関係などが常に変

動している人間集団の政治的、経済的、あるいは

投機的、パニック的行動を表す社会量が数多くあ

り、しかもこの変数の量、質および相互関係は時

代によって異なり、 f，という関数形そのものが変

化している。f，はまた、その一部あるいは全部が

ブラック・ボックスのことがある。 したがってS

に異常が起った場合、それが（1)mの異常による

ものか、 (2）別の変数 h の異常によるものか、

(3）関数形の変化によるものかを解析する必要が

ある。実際は（1)(2)(3）の複合による場合が多いが、

その際にはSの異常に対するmの異常の寄与を正

しく評価しなければならない。またmがいかに異

常であろうとも、 a”を変化させた り、新しい a”

を挿入した り、関数形を変化させることによって

Sを正常または有判 に保つことができる。 この行

為が“予防”であり、 政治であり経済であろう。

このことは台風、集中豪悶だけでなく、近年話題

になっている、いわゆる“世界的異常気象”につ

いてもいえることである。

（くらしま あつし／気象庁防災気象官）
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あなたの応募作品が
全国の街角に・
きっとあなたも、このポスターをご覧になったことがあるでしょう。

この際請は、昭和49年度の入選作です。

昭和50年度の入選作私55万枚のポスターになって全国の街角に他出されま七

それはあなたの応募作かも知れません。

火災予防の呼びかけにふさわしし、練諮を作って、どんどん応募してください。

なお入選作は50年度全国統一防火椋語として係用され

ポスター以外にもlよくIW火PRに使われます。
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大気中での鉄の腐食は、表面に液体の水の

作用で起るので、腐食の進みかたは、気象条

件に左右され、日本では梅悶どきにおいて、

腐食しやすい。江戸中期の俳人凡兆の“カミ

γリの一夜にさぴて五月雨”の句は、よくそ

のことを言表している。

自然の大気中でも鉄は腐食をする。鉄とか、

すべての金属の形のある金属体（かなもの）が、

環境中の物質と化学反応をして食われ、金属

体そのものが減り衰えて腐（くさ）ることが腐

食であって、腐食といえば環境問題である。

大気中での鉄の腐食が、 環境としての大気

の汚染で影響されるのは当然、である。大気汚

染が金属腐食を早めることで、いろいろと問

題もでてきた。トタ ン板の屋根の腐食を早め

たとして住民による補償要求のでたこともあ

70 

る。メッキが傷んで金属製品の耐周年数の短

くなったとの苦情もでてきた。

大気汚染がどのくらい鉄の腐食を早めるか

について、東京都公害研究所に協力して、日

本大学の金属化学研究室では、昭和47年5月

から10月まで、東京都の数十か所で裸の鉄を

大気暴露して、腐食による厚さの減り方を求

めたのである。この結果として、東京タワー

の 225mのところで0.06mm、工業地域の江東

区・大田区で0.04mm、大気汚染の少ない三多

摩地区で0.02mmで、大気汚染の大きい江東区

豊州の腐食の早さは、八王子市高尾のそれの

2倍であることが分った。また、東京都内の

新宿区大久保の腐食に比べて、北区の中小化

学工場のある舟渡のそれが、 3か年の暴露結

果で 1.7倍であった。

昭和36年から 5か年かけて、日本土木学会

の委託で陸上構造物防食研究会が、日本の内

陸 ・海岸 ・工業の三地帯で・行った結果は 1か

年目に内陸で0.02mm、海岸で0.03mm、工業地

帯で0.lOmmであったが、 5か年つづけての腐

食は内陸で0.03mm、海岸で0.05mm、工場地帯

で0.35mmとなり、年月の経過で内陸 ・海岸の

大気汚染の少ないところでの腐食が遅くなる
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のに対し、大気汚染の激しい工業地帯では腐

食が進行性であることが分った。 1か年の暴

露後で内陸の大気のきれいな岐阜県高山に比

べて神奈川県川崎での腐食は 5倍であったが、

5か年目には11.5倍と大きく聞いている。

東京都での研究で、鉄の腐食の早さで、大

気汚染の程度を知ることのできることが認め

られ、植物その他の大気汚染による被害と同

様な腐食地図も作られた。鉄の腐食が大気中

の汚染物質の腐食性に支配されるのは当然で

あるが、大気汚染の指標として鉄の腐食が役

に立つとは面白いことでもある。

鉄の大気中での腐食の程度は、とくに腐食

の激しいこの日本でも 1か年に0.lOmmという

のは異常な場合で、平均して0.03mmとみてよ

いかもしれない。しかし、鉄材の厚さの1%が

腐食をすれば、強さが5～10%も減り、両面か

ら5%が腐食をすれば使用に耐えなくなるの

である。薄い鉄板でつくられたものでは、メ

ッキや塗装で腐食を防いでいるわけである。

大気中での鉄の腐食は、いわゆる赤サビを

生じることで進んでいく。鉄の赤サビのこと

を日本では錆という文字を使って表現してい

る。錆という文字は、金（かね）に丹（たん、赤

いもの）を生じるとの意味で造られた国字であ

って、漢字ではない。サビを防ぐことを防錆

というが、これは鉄の大気中で赤サビを生じ

て腐食するのを防ぐことである。

大気中での鉄の錆による腐食する平均して

の厚さは 1か年に0.03mmほどの小さい値であ

ると考えられるが、鉄も金属の仲間であって、

液体の水でぬれるときに塩気や酸分が溶けて、

鉄表面の物理的 ・化学的な状態の差で‘小さい

電池が造られて、好ましくない局部腐食をお

こすものなのである。

私どもの人類の生活は、鉄を使うことによ

って、今日の文化の花を咲かせたといっても

言いすぎではない。鉄製品・鉄製車両・鉄橋・

鉄構造物 ・鉄船などの使用において、それに

おこる腐食、とくに局部腐食は、これら鉄製

品の劣化による破壊の原因であり、いろいろ

の事故の原因をたどると腐食によることが少

なくない。腐食による人災の例は多い。

これからの建築物が高層の鉄構造となり、

長大橋も鉄材で造られるようになる。大気中

における鉄の腐食は、炎なき火災として鉄製

品の破壊による災害をもたらすことになるわ

けである。大気汚染は、鉄の腐食を早めるこ
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とでもある。キムどもは、 i!kの手青による腐食の

防止をも、今や、法律をつくって規制すべき

ではないかと思い考える時ではなかろうか。

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ． ． ． ． 

地震時の建物の
安全性について

広沢雅也
雄築研究所基日E情jj','~庁究宅i毛

今から約10年ぐらい前においては、人の感

じる地震は地下約 200kmぐらいまでの深さで

生じる大規模な岩石の破壊によることは分っ

ていたが、なぜ、そのように岩石を壊すエネ

ルギーが地中に蓄積されてゆくのかという点

については定説がなかった。しかし現在では、

地球内部のマントルという半流動体物質が、

内部と地球表面との温度差により、わずかで

はあるが絶えず対流しているため、その上部

にある地殻 （その一部が我々の住む陸地であ

る。）同志が衝突することによって地殻内に

絶えずエネルギーが供給されているという学
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説で、地震に伴う種々の現象が説明できると

されるようになってきた。さらに、あいにく

なことには日本列島の西側および南側は、こ

れらの地殻同志の衝突が生じている所という

事が明らかにされるにおよび、小説の題名で

はないが、例えば日本沈没というような事態

に至るまでは、どうしても大地震の頻発を避

けることは不可能であることが明らかにされ

てきた。

こうなってくると、我々のなし得ることは

いかにして大地震による被害を少なくするか

ということが残された唯一の道ということに

なる。これに対する一つの方法は地震予知と

いわれているもので、九】つ、どこに、どの

くらいの強さの地震が生じる”ということが

完全な対策を立て得るに十分な時間的ゆとり

をもって、かつ正確に予報されることである。

この点については地震発生の根本原因が明ら

かにされるにつれて、その前兆として例えば

地盤の隆起や沈下といったものをはじめ、い

くつかの有効な方法も考えられており、数十

年という単位で考えれば、先に述べたような

完全な地震予知も確立されよう。しかしなが

ら、現在では、近い将来どの辺が危なそうだ
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ぬ三

ということがいえる程度であるため、次の有

効な手段を考えねばならないことになる。す

なわち、不意に大地震が起った時、その被害

を最小限にとどめるにはどうしたらよいかー

である。

一方、大地震が起っても、建物自体が崩壊

しないためにはどのように設計したら良いか

という点についても、近年かなりの進歩があ

るが、その成果の一例としては日本のような

地震国でもいわゆる超高層ビルが建てられる

ようになったことが挙げられる。

日本では、国民全般が地震に強い関心を持

ち、有能な技術者も数多い。また、国家的に

見た経済力も豊かで、耐震的な建物を建て得

る基盤は十分である。さらには、木材という

軽くて強い耐震的に有利であったことなども

幸いし、現存する日本の建物は世界的にみて

も倒壊に対する抵抗力の強さでは一流である

と考えられる。しかしながら、日本において

は、地域防災というようなマクロな面から考

えた場合、先進諸外国に比べかなりの立遅れ

があることは否定できない。このほか、建物

自体は強くても、ガラスなどの仕上げ材の落

下やブロック塀などの転倒の危険性、震後火

、

、
＼ 

災を誘発するストープ類、ガスタンク等の安

全性などに関する研究は末だしの感が強い。

さらには、国土の狭さによる建物敷地条件の

劣悪化の傾向、また、観光を目的とするため

に地震時の安全性を顧みず、危険な土地に建

物が建てられるなど、悪くなる一方というよ

うな条件もある。このような問題点を考えた

場合、地震時における建物の安全性を今後よ

り改善してゆく方法はまだまだ残されている

と思うが、これに関連して日．ごろ考えている

ことの 2、3を述べてみたい。

まず第一に、建物の建主がその耐震性の重

要度に関して関心を一層深めることが必要で

あろう。現在の技術によれば、多少使い勝手

の悪さやコストアップ等を伴う例もあると思

われるが、例えば、震度羽の激震にあっても

ほとんど無被害にとどめることは可能なのだ

から一。この際、さらに、建主に期待したい

ことは自分の建物や付属物の安全性が周りに

及ぼす影響を考えることである。身近な例と

しては、安易に作られたブロック塀が転倒し

て避難路をふさぐというようなことが考えら

れる。

次に、いわゆる建築士などの構造設計家に
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最新の技術を習得すべく、絶えず心がけて頂

きたいことである。現在の設計手法によれば、

一応法律を満足するようにできることになっ

てはいるが、自分の設計した建物のl耐震安全

度がどの程度であるかを即座に答えられる人

の比率は残念ながら現在ではきわめて少ない

のではないかと思われる。

建物を造る側の建設会社には道義的責任感

の高揚を期待したい。要するに、設計された

建物のより正確な実現のため、絶えず前向き

の姿勢をとって欲しいということである。こ

のためには、建物の建設費の積算方法などを

より合理的なものにする一方、確実な施工を

保証する制度のようなものも必要ではないだ

ろうか。 我国では施工を監埋する立場の人た

ちの実権が弱いという実態を考えれば、米国

にみられるような権威ある検査官制度の確立

も有効ではないかと考えられる。

最後に、広域地域防災的な見地から種々の

有効な規制を設けることが考えられる。ダム

や備などの土木構造物とは異なり、建物はそ

の多くが民有のものである。このため、建物

防災上の安全度をどの桜度にするかといいう

ことは、基本的には建物の所有者の権限に属
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するものである。しかしながら、都市や集落

などというように地域防災的に考えた場合に

は、たとえ所有者が希望しても、その地域の

防災性に影響するほど、安全度を低くするこ

とは許されまい。このように、建物の用途に

よる重要度や地域による重要度などを勘案し

て、建物およびその付属物に対する適切な安

全度の下限値を規定すると同時に、その規定

が満されているか否かを正確に判定でき、か

つ実施可能なチェツクシステムが確立されな

ければなるまい。
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スケールの話

根本順吉
公象庁図書~
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ウェイルという物理学者が、ガリバーの小

人国・大人国等の話を引きながら、物の大き

さには意味のあることを書いた「人間 ・アリ ・

象」という子供の絵本がある。動物学者の今泉
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吉典氏の邦訳があるので、是非みてもらいたい。

この中にガリバーが小人国のリリプット人

のところに行ったことが書いてあるが、ガリ

／くーの身長はリリプット人の12倍ある。それ

でガリバーのマットレスはこの国では12×12=

144キ150枚あればよいわけだが、これでは厚

みがあんまりないから、せいぜい4枚を重ね

ることにして 600枚のマットレスが用意され

た。厚さの方も同じく 12枚用意すれば 150×

12=1800枚にもなってたいへんな枚数になる

からガリバーは 600枚で、たいへん薄くても

我慢したのである。

食事の量は、大体体重によるからガリバー

の場合12×12×12=1728倍もリリプット人よ

りも余計に食うことになる。 1700余人分の食

糧はリリプット人の世界では実は容易でない

のである。

このへんまでは常識的に分るが、それでは

歩く速度はどうなるか、ということになると、

面積や体積の問題ほど簡単にはいかなくなる。

もしガリバーの背丈の 1/4の四半分人がい

たとすると、その速度はどうなるか。振子の

原理によってガリバーが1歩あるくと、四半

分人は 2歩あゆむことになるが、歩l隔は1/4し

かない。かくして歩く速度はガリバーの1/2に

なる。リリプットー人は丈が1/12だから、 何万吉

キ1/3.5になる。

体重は体積に比例するから長さ U）の3乗

に比例するイ一方、足の裏の面積は_a2に比例

する。したがって、巨人は足の裏の単位面積

あたりの体重が大き くなり、あまり大きくな

ると杖をつかねば歩けなくなる。鯨は巨体で

あるが、浮力をうけるから海に住めるので、

もし陸上にあがったら体重をささえるのが容

易でない。捕鯨船の甲板の巨体は、もちろん

死んではいるのだろうが、巨体の動きがとれ

なくなった感じがする。

人間が現在の文明を持ちえたのは人間の体

の大きさが関係しているという話もたいへん

面白い。人間は 1日に体重の1/50の食物をと

るが、もし我々がハツカネズミの大きさにな

ると放熱の効率がよいから、体重の 1/2も食

べてしまう。これだけ食べるのには時間がか

かるのであり、常に何かモグモグしていなけ

ればならない。文化など作る余裕などなくな

ってしまうというのである。ウェイルはもし

人聞がリリ プッ ト人になったとすると、 1日

3回の食事は36回に増やさねばならぬという。
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1回30分として、食事に18時間を必要とする。

そうすると、残り 6時間で睡眠をとることに

すると何もやれなくなってしまうのである。

このように物の大きさは、様々な意味を持

つものであるが、これをいろいろと逆用する

ことによってSFの世界をつくり出すことが

できる。例えば小松左京の有名な「日本沈没」

だが、このSFは時間のスケールをうまく利

用している。現実に起る自然現象のスピード

のおよそ 100倍ぐらいにしているのではある

まいか。

気候の変動の原因を考えたとき、そこに人

間の影響も原因のーっとして考えられるが、

しかしこの場合もスケールを忘れることがで

きない。スケールは局地的 (local,I）、地域的

(regional, r・）、 地球的（global,g）があって、

それぞれの大きさに応じ人間の影響の及ぶ程

度が違ってくる。今からおよそ5,000年前、人

類は農業革命によって世界の気候も変えたと

いうが、変えたのはせいぜい地域的の程度で

あり、世界全体で 1億にみたぬ当時の人聞が、

全地球にわたる気候を変えたとは思われない。

自然現象としての気候の変化がそこにはあら

かじめあって、そこに地域的な程度で人聞が
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いささかの改変 （modification）を与えている

にすぎない。

ただしこの場合、人間の望むところの改変

であるのか（M）、それとも不注意にやってしま

った改変 （inadvertentmodification, I ）で

あるのかの区別をはっきりしておかねばなら

ない。

改変と誤解されやすい概念に制御（Control、

C）があるが、 CとMとは全く違うことはよ

く承知しておかねばならない。 制御は人間の

意のままに変えることであり、意のままにな

らぬ場合の人為はすべて改変にすぎない。

鞘
以上を整理して一覧表

r g 人為ル l
にすると左表のように

I 0 。。
なる。地球的規模にな

MIO 。× 
るほど人間の力の及ぶ

CIO × × 
手呈度が低くなってゆく

ことはいうまで、もあるまい。

ここでもスケールをよくE員におかぬと、計

画はたちまちSFがかつてしまうのである。

災害の質的変ぼうというようなことも、そ

こにはスケール増大に伴われた異質の現象と

しての新しい災害の発生という問題があるは

ずである。
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',1il]tl、5 r.~-e 亡。 26f，市中正(l:j。

・11・22 人づ｝di－の州のJL州われ11
大分裂i1l1所で、灯i1l1JI見(if,l}!!<i＇初、らIii
火、爆発。sr. 吊粁fl~。

＊陸上交通

・9・6 船紙diの山県i道路イヒ輪イ
ンターHi!I:で、観光パス ・トラソク

・来川 •I［が 6 1]ijjij突。 46 1う料fl~。

・9・16 イランのコムdi刻iタトで、
パスが）（ 1＼＇！ トレーラーと i~i ’欠ロ 2o r,

化亡、 19 ずI ’Ti:•llffj;j。

・9・24 11ii11T 山一の以北本線航山 ~Ii

l;!Jf.Ji!Iで、 II見総したm初予I］’j（に，：,;.i.rr
「ばんだい4I＿｝」まつし主 5＼＿｝」が突

っj＿！；み~）！ qk~2、31山jが）｜見料！.，， 65 名 •HUI~：

・9・28 1；比以出！（から L7kmのホ
イント付jlJ:で、ト1:ifai~＇＊Jil.',;.i.1J- n≫事
1 ザ」 が入れかえぷ気機11~1 • P：と抜刷！，

5 11l1i'J：子if!；が脱線 32f, •Ti:•llffl.~ 

・10・19 J;( fflllf'.f船JI二郎の111iu9 1;-
総で、奴光；パスと大町リトラックがii-:

lfll衝突。 ir.死亡、 461,,Y（軽似。
・10・28 京都府綴存imの11Jj立24号
線で、観光パスがダンプカーに般触

され、股業Jll水路に転落、大似。 31,

Pt:C 52f，， 呪中tH4。

・10・31 インド」ヒ部のパルワリ付
近で、；包frfiJ •ドが火災。 42 1.Yt:亡、

約60 1， が •n粍114。

• 11 ・ 8 ナイジエリア ダオメー

のユトヌ di」仁60kmで、ダI]tj！の正1(1j衝

突。約 200？＇，死亡。

＊航空

・9・8 米、 Tw A航空のボーイ
ング707旅存機 （88?'1来リ）が、イオ

ニアj紙上官でエンジンが火をl噴き、

iflf.rjqこ！%＇｛＜；.全H死亡。

• 9 . 11 』と、 イ一ス夕ン骨応ソ巨のD

c 9ジエツト』任干等機 （821，来り）が、
ダグラス主『i必カ‘ら4kmのj也，E

炎 ［－。13?','I：存を(J!fi;l.2.。

・9・18 ブラジル’信市輸送機がブ
ラジルのマット・グロッソ州ポンタ・

ボラ1・j・j!J:で昭務。 26f，死亡。

・10・25 和v;:n 111i隊Fl04ジェット
戦闘機が1i川 l'.~小松JM也の北 11£i 80km

の海 J－.で、訓練rj•Iこ’令 1j1抜触。 l山l機

が峨f品。

・10 29 カナダ、パンアークティッ
ク・オイ1HJ；のロッキード ・エレクトラ

旅芥機（34f，采り）が、カナダ北i'f[Iのレ

一村f.jjl[で幣部32f,lit:亡。2r.’Td本。
・11 20 ルフトハンザ~iL''i'.ボーイ

ング747ジャンボ旅容機（157f，采り）

が、ナイロビl1,W祭＇l;:H~を再111傾向後、

i'l'J 心路の !i；品から約 800m の地•.＇.（で lぞ

孫。）（f枝、炎上。59？＇，死亡。ジャン

ボ機初Jの惨・J・;.

・11・20 エチオビア南iL可そDc 31型
機が、ソッド空港を隣！被するさい略

的。 2r.死亡、 ior,nr15。

合海上

・9・18 ベンガルj；ぢのハチャi:.¥f十
i!Iで、jojf給向：＼ ¥ 250？＇，来組 ）が沈没。

22s r.1 i・ !i不明。



・9・28 香iJJff,.j~£640kmで、パナマ
船籍の1H1'1船スンシャンひ （3500t 

. 34名乗組）が沈没、 31；｝＇，行万不明 。

・10・16 iN也l',lのh!.我I也汚で、レ
ジャーJIJ釣り船共和九 （2. 9 t . 361ぅ

来組）が来nオーパーのため転滅。
4名死亡、 3；｝＇，，行万不明。

・10・19 北海近代的、沖で、イカデJ
リ漁船約八ii1fo千11JL(29t . 6 r，来組l)
がi肖，G、を断つ。 6;}',fr )J不明。

・10・31 け時計j正山主で、 ！式 •JI き fl<] 漁

船第18屯担11JL(66 t . 101乃来組）が

消息、断つ。ior,qr Ji可J明。
•11 ・ 9 ＊京i；ヴ 11 1/i~ii航路付近で、

雄i芋if1jo~所以の LPG タンカ－ tl""; I kit 

4宇）Lとリべリア主持11:牧I骨（＼パシフィ yク

アレスがi釘突。111,j船とも炎」；。21;}',

死亡、121同行｝j不明。

・11・12 昨III 月下氏！；れ'I•で、漁船（ 5

t. 54；｝＇，采組 ）が、H削従に来似げ沈没。

6 名死亡、 29 ~片行 )j不明。

・11・21 バングラデシユl珂；'!IIのクル
ナdiを流れるダキド川で、大引ランチ

が定Hオーバーて1区桜。約500；｝＇，死亡 。

＊自然

・9・1 f；）瓜16ljーにffう栄1:!iで、
11’Ji工rliJ/';・hの多摩川堤防が641［＇－ぶり

に i)t1:!l。 被災·~oせ 19むね、約3000;}',

がilli¥'仇

・9・9 台胤18ljーは九取・ ，：＇：；主llな
どrlifI｜や山I1q .近畿地｝jに被’・.i::をも

たらし、全Ii:lで121円死亡、 21行行}j

不明、家出金、｜三段46ri。

・9・ig •r 米のホンジュラスに」ー｜注

したハリケーン「フィフイ」で、被；I＿：：＇ま

全 1:1こ／えぴ、全員r~が機能マヒ状態。

化-ri-sooo名、なお数T；｝＇，が行 ｝j不明。

・9・29 台風29＼）－による袋尚のた
め、fli；うの法｜；社diでよ砂iJJiれ。13;}',

死亡、 32;}',fl(l,5、24；｝＇，行 ｝j不明。

・9・30 パングラ ディシュで、 II.~

j生240kmの紅巻に鋭われ、少なくとも

50；｝＇，が死亡、数（if，がれ1初、数Tr' 

が111］竣したもよう。

・10 3 ベルーのリマを'I・心に強

i.＇~。 44 1円死亡、 800 1う以上負傷。

・10・3 スーダン1有吉日て＇lOiドにl）交
という大洪水。被災.r,－は25万人以上。
・10・8 カリブ海のリーワード”者
,1::1 －－：；；でM7.7の地ぷ。

• 10・21 ビルマの12州を襲った’ぷ

[:j:jによる洪水で、 118;}','iヒ亡。民地

約 lOOJjエーカーが被刀。

・10・23 1f,j太干洋のソロモンぷ山
付近でM7.2の地ぷ。

・11・14 アテネでM5.25のJ也b'~。

25分1::1附でIZ!i_r]起こる。

・11・20 k‘Ill下ニューへプリディー
ズ1:.¥Hi!J:でM7.3の地μ。591ぅ死亡、

25 f, 'f（事長fj)j。

・11 21 サンパウロで猛持。当月
初め以米52 ；｝＇，の fiJ~が脱水症で死亡。

＊そのf也・9・1 ，•；二 .i'i ~.l bl.J-tl~：.f i中800kmの

ノベギ洋上で、 fj;(（－ブJ船むつ （8214t 

・ 89 1行来組） の、 ）~（ f炉の』1上の上

i川反で枚射線を検出。

・9・9 エベレストを「1ざしていたフ
ランス:'l°f.llJ 隊が’•；·tJli に会い、 6 t，死亡。

・10・6 1t下山県、保れ凹rr•·JJf地区

で、 il1i科、城山が山崩れ。民家7むね

を令I袋、 6名タヒ亡、 6t，弔l降il占。Jfi( 

｜人l は J)lJJ,!；に I巴立されていた；~よ水竹の

;j(もれらしい。

・10 29 w悦diのdi＇：社也下鉄 flU立
J,ll)J,!；で、’l会コンクリートをiJTlし）2:,ん

だj立成q1の天JI"-が約 500m'陥没。17

.f,•F粍ilb。

編集委員

秋田一雄 東京大学教11

今津 博 ＊京消防庁予防音店長

紺里子靖彦 読売新聞

塚本孝一 Fl 4~大’"f:数以

根本11頂吉 公象庁

塙 克郎 科〆／’？？察研究所交通部長

平野得ニ 日産火災海上

見上力 来店海上火災

(50；干Jilft)

編集後記

+J-1－－上先，，，＿の”｜、報に芯然となりまし

た。いま子にしている原がAを、ほん

の2、3目的に、先生は占かれてい

たのです。文'tilliりの急逝でした。

2かJJほど前、大学の先生のお部£-tl

で、ご執筆をお引受けいただいたと

きの元気なお顔やi.1.. l利なお人柄がし

のばれて、 仕 l与の子が止まりました0

．娘の学校の修学旅行の話。九州へ

1 j盟ll¥JほどのU任r;-スケジュールをがと

定するに当って、 l:!Nを1日｛市ばし

て長~I；＇，）へ回る主主がでましたが、ア ン

ケートの結!.R－没になりました。もち

ろん費用はプラス町。でも、全体の

資月jに比べれば、わずかなものて”す。

いまはやはりどの家経でも、インフ

レド：；m:itこ必、＞－Eということでしょうか？

4’家縫の｜坊ilti1誌といえば、忘れてな

らないのがJil'8f米仏主Yインフレもこ

わいが災；与はもっとこわいことをお

忘れなく。 （鈴木）

予防日韓日開端部。
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刊行物／映画／スライドご案内

総合防災詰

予防時報（季刊）送料（I年）280円

防火指針シリーズ

＠高層ビルの防火指針

＠駐車場の防火指針

＠地下街の防火指針

。 プラスチック加工工場の防火指針

。スーパーマーケットの防火指針

。 LPガスの防火指針

＠ガス溶接の防火指針

。高層ホテル・旅館の防火指針

。石油精製ヱ業の防火・防爆指針

⑪ 自然発火の防火指針

＠石油化学工業の防火 ・防爆指針．

＠ヘルスセンターの防火指針

＠ プラント運転の防火・防爆指針

＠危険物施設等における火気使用工事の防火指針

防火テキスト

防災要覧一一一

。印刷工場の防火

＠ クリ ーニング作業所の防火

ビルの防火について（浜田 稔著）

火災の実例からみた防火管理（増補版）

ビル内の可燃物と火災危険性（浜田稔著）

都市の防火蓄積（浜田稔著）

危険物要覧 ・増補版（崎川 範行著）

工場防火の基礎知識（秋田 一雄著）

旅館 ・ホテルの防火（堀内 三郎著）

防火管理必携

防災新書 一一一一一一一一一一一

やさしい火の科学（崎川 範行著）

くらしの防火手帳（富樫 三郎著j

イザというときどう逃げるか 防災の行動科学（安部北夫著）

あなたの城は安冷か？ 一高層アパー 卜の防火（塚本孝一著）

現代版火の用心の本

産難災害事例集

。爆発

リーフレ y ト

民方分（cしelsり

プロパンガスを安全に使うために

生活と危険物

火災報知装置

どんな消火器がよいか

交通事故被害者のために

住宅／料理店・飲食店／旅館／アパート／学校／商店／

劇場・映画館／小事務所／公衆浴場／カ’ソリンスタンド／

病院・診療所／理髪店・美容院

映画一一
みんなで考える家庭の防火

みんなで考える工場の防火

あぶないf〆 あなたの子が

みんなで考える火災と避難

あなたは火事の恐ろしさを知らない

ドライノ〈ーとモラル

危険はつくられる（くらしの防火）

動物村の消防土

パニックをさけるために（ある ビル火災に学ぶもの）

煙の恐ろしさ

オートスライド

電気火災のお詰

プロパンガスの安全ABC 

石油ストーブの安全な使い方

火災にそなえて（職場の防火対策）

危険物火災とたたかう

家庭の中のかくれた危険物

。さしい火の科学

くらしの中の防災知識

わが家の防火対策

ピル火災はこわい／

防火管理

身近に起きた爆発

火災 ・地震からいのちを守ろう

ここに自をむけよう／（火災の陰の立て役者）

実例にみる防災アイデイア（家族みんなの火の用心）

映画・スライドは、防火講演会・座談会のお η、ぜひご利用ください。当協会ならびに当協会各地方委員会（所在地 札幌・

仙台・新潟・横浜・静岡・金沢・名古屋・京都・大阪・神戸・広島・高松・福岡）にて、無料で貸し出しいたしてお円ます。

社団法人日本損害保険協会東京都
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発行所社団法人日本領害保険協会

東京都千代田区神田淡路町2の9⑤IOI

電話＝（03)255-1211（大代表）

映画eスライドを
とえとえご利用くださしミ
本誌表3（このページの裏）にもリストがあるように

日本損害保険協会では、たくさんの防災映画、防災

スライドを用意しております。講演会や研修会など

防災の集まりのとき、どんどんご利用ください。

〈無料貸出制度〉

これらの映画やスライドは、東京をはじめ全国13か所の

地方委員会を通じて、無料貸出を行っております。

※映画・スライドの簡単な内容説明と、頒布や貸出制度の説明を

もりこんだパンフレツト「映画のっとUに」を、ご希望の方に

さし上げます。日本損害f射針易会予防課あてこ請求ください。

映画・煙の恐ろしき

オートスライド・実例にみる防火アイデキア
家族みんなの火の用心


